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平成14年 度情報化月間

ITで創る21世 紀 ～いつでも身近に ユビキタスネッ トワーク～
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情報 化 月間 は,情 報化 社会 の健全 な発 展 を

推 し進 め てい くため,広 く国民各層 に情 報化

に対す る正 しい認 識 と理解 を深 め るこ とを目

的 に関係6府 省(経 済産業省,内 閣府,総 務省,

財 務省,文 部 科学 省,国 土交 通省)に よる政

府行 事 と して,毎 年10月 に行 わ れ てい ます 。

昭和47年 に10月 第1週 を 「情 報化週 間」 と定 め

発 足 しま したが,昭 和57年 か らは10月 を 「情

報化 月 間」 と改 め,本 年度 で31回 目を迎 えま

した。

今年 の メイ ンテ ーマの －ITで 創 る21世 紀 ～

いつ で も身近 に ユ ビキ タス ネ ッ トワー ク～一

を もとに,lo月 を中心 に全 国各地 で,関 係府

省,地 方 自治体,諸 団体等 に よ り様 々な行事

が 開催 され ま した。 その 冒頭 を飾 る行事 とし

て,10月1日(火)に 政府 主催の 「情報化 月間

記念式 典」 が情報 化 月 間推進 会議(議 長:児

玉幸 治 財 団法 人 日本情 報処 理 開発 協会 会長)

に よ り,東 京全 日空 ホ テル にお いて挙行 され

ました。

記念式典 は,児 玉議長の挨拶 に始 まり,松

あ きら経済産業大 臣政務官 をはじめ,総 務省,

国土交通省の各府省 か ら来賓が ご列席 され,

それぞれご挨拶があ りました。ひ きつづ き情

報化の促進 に多大の貢献があった個人,企 業

等の皆 さんへの各大臣表彰 と優秀情報処理 シ

ステムへの情報化 月間推進会議議長表彰がそ
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れそれ行 われ ま した。

また,23回 目を迎 える 「全 国高校生 ・専 門

学校 生 プ ログラ ミング ・コ ンテ ス ト」 の入選

者 に対 して,経 済産業 大 臣表 彰 と商務情 報 政

策局長表彰 が行 なわれ ま した。

情報化月間記念式典特別行事

記念式典当 日は,東 京全 日空ホテルにおい

て情報化 月間を記念 した特別行事 として以下

の催 しがあ りました。

①情報化月間記念講演会

主催 財団法人 日本情報処理開発協会

②情報セキュリティシンポジウム

「情報セキュリティ ・プライバシーマネジメ

ン トのあ り方について」

主催 経済産業省,財 団法人 日本情報処理

開発協会

③MEDIS-DCシ ンポジウム

「IT時代の医療 ・福祉の情報 システムー電子

認証 などを考える一」

主催 財団法人医療情報 システム開発セ ン

ター

④ITSSPシ ンポジウム

「ITコーディネータ活用 による経営革新」

主催 情報処理振興事業協会,特 定非営利

活動法人ITコ ーデ ィネータ協会

⑤e-Leamingシ ンポジウム

「ユーザーに定着するe-Leaming」

主催 先進学習基盤協議会

さらに,情 報化月間記念式典併設行事 とし

て,(財)日 本情報処理開発協会の主催により,

「全国高校生 ・専門学校生プログラミング ・コ

ンテス ト入選作品展示 ・デモ ンス トレーシ ョ

ン」が開催 され ました。各行事 とも満員の参

加者 を集め,熱 心 に聴講 され る受講者や展

示 ・デモ を見学 される人々で盛況 な催 し物 と

な りました。

なお,記 念式典終了後,情 報化月間の開始

を祝 し,情 報産業関係団体の主催 による記念

パーテ ィが催 され,主 催者 を代表 して児玉幸

治情報化月間推進会議議長お よび来賓 として

平沼封夫経済産業大臣か らご丁重なご挨拶 を

いただ きました。また野呂田芳成 自由民主党

情報産業振興議員連盟会長か らの来賓のご挨

拶 にひ きつづ き乾杯の音頭 により記念パーテ

ィが開会 されました。

関係各方面か らの多数の参加者 をは じめ,

記念式典 において表彰 を受けられた方々も加

わ り,盛 会裡 に記念式典を締め くくることと

な りました。
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平成14年劇輪 月間
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J∬PDECREPORT「

1.平 成14年 度情報化促進貢献個人表彰

メ ,.ゴ 已 ゴ ニ

経済産業大臣表彰

氏 名 所 属 業 績1

有山 正孝
電気通信大学

名誉教授

電気通信大学の教授 ・学長として長く情報処理分野の教育と人材育成に携わると
ともに、情報化月間の主要行事である 「全国高校生 ・専門学校生プログラミン

グ ・コンテス ト審査委員会」委員長として次代を担う情報化人材養成に多大な貢

献をした。 :

石川 義昭
全国ソフトウェア協同組

合連合会

名誉会長

全 国 ソフ トウェ ア協 同組 合連 合会 の設 立 ・運営 な ど全 国に跨 るソ フ トウェアハ ウ

スの協 力体 制 を築 き、 沖縄 か ら北 海道 までの16団 体302社 の組 織 に拡 大す る な ど、

我が 国 ソ フ トウェア業 界の発 展 に多大 な貢 献 を した。

今井 秀樹
東京大学生産技術研究所

情報 ・システム大部門

教授

電子政府で利用可能な暗号技術を評価する暗号技術評価プロジェクトにおいて発

足当時より委員長などを努め、我が国の電子政府システムにおいて、暗号技術は

情報セキュリティを確保するための重要な基盤であり我が国で初めて評価するな
ど我が国の情報化促進に多大な貢献をした。

大塚 実
株式会社大塚商会

代表取締役会長

株式 会社 大塚 商会代 表 取締役 社長 と して40年 あ ま り我 が国 コン ピュー タ業 界 の発

展 に奇与 す る と ともに、社 団法 人 日本 コ ン ピュ ー タシス テム販 売店協 会会 長 と し

て、 また、 多 くの情報 化推 進団 体 の役員 と して 、我が 国 の情報 化 の促 進 に多 大 な

貢 献 を した。

i

■

斉藤 正志
株式会社ソフィアシステ
ムズ

代表取締役社長

社団法人日本システムハウス協会会長として、また、情報処理振興事業協会及び

社団法人情報サービス産業協会の評議員として、情報化の普及 ・啓発の推進役と

して尽力し、我が国の情報化の促進に多大な貢献をした。
■

■

富野 壽
株式会社構造計画研究所

代表取締役会長

社団法人情報産業サービス協会の前身 「ソフトウェア産業振興協会」の発足後か

ら理事、各種委員会委員長などを務め、四半世紀にわたりソフトウェア産業の発

展に貢献するとともに、同協会の常任理事として我が国情報産業の健全な発展に

多大な貢献をした。

平松 雄一

沖電気工 業株 式会 社

シニ アテ クニ カル ア ドバ

イザ ー

セキュリティ評価機関として電子商取引安全技術研究組合を設立し理事長として、

電子商取引の基盤となるセキュリティ評価の普及 ・促進及びセキュリティ意識向

上に務め、rr社会の信頼性向上、安全 ・安心社会の構築に尽力するなど、我が国

の情報セキュリティの向上に貢献した。

村井 純

1

慶慮義塾大学

環境情報学部
教授

社 団法 人 日本 ネ ッ トワー クイ ンフ ォメー シ ョンセ ンター理事 長 な どを努 め、 また、

日本 の大学 間 を結 ぶ ネ ッ トワ ークで あ るJUNETを 設 立す る な ど、 イ ンター ネ ッ ト

の基礎 を築 き、 また 、家電 製 品な どの ネ ッ トワー ク化 を可 能 とす る次世代 プ ロ ト

コルの普 及 な ど情 報化 の促 進 に貢献 した。
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総務大臣表彰

氏 名 所 属 業 績 匡

伊藤 晋
東京理科大学

理工学部 教授

放 送 ・ケーブ ルテ レビ分 野 のデ ジ タル化 に関す る技 術基 準 の策定 に尽 力 され たほ

か、 ケー ブ ルテ レ ビ網 を利用 した イ ンター ネ ッ ト接 続 に関す る 国際標 準化 に尽 力

され る な ど、長 年 に わた りデ ジ タル放 送 、ブ ロ ー ドバ ン ド関連技 術 の普及 に多 大

な貢 献 を した。

蓼鍵

‖
薩

関 祥行
株式会社フジテレビジョ
ン技術局

技師長

BSデ ジ タル放 送、 東経110度CSデ ジ タル放 送 の技術 規格 策定 の取 りまとめ に中心

的 な役割 を果 た し、 デ ジ タル放 送の 発展 に多 大 な貢献 を した。

il

§
芦

竹中 ナ ミ
社 会福祉 法 人 プ ロ ップ ・

ステ ー シ ョン 理事 長

IT(情 報通 信技 術)を 利 用 した障害 者の 自立 や就労 を支 援 す るボ ラ ンテ ィア団体

の代 表 と して長年 活動 して きた ほか、 障害者 のIT利 用 の視 点か ら政 府の調 査研 究

会等 の報 告 の取 りま とめ に尽 力 され るな ど、情報 通信 バ リア フ リー環境 実現 の為

に多大 な貢献 を した。

li

ii
l
l6

塚田 賢志
株式会社ソフテックス

副社長

予算編成事務の電子化を図るため、各種予算関連システムの開発等に尽力され、

特に予算編成支援システムの整備については、計画当初から参画され、電子計算

機活用による予算編成事務等の合理化に多大な貢献をした。また、行政情報化推

進基本計画に資する行政情報システム高度化基本計画の検討に各省庁会議の主査

として参画し、政府全体の行政の情報化の推進に多大な貢献をした。

:台墨
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国土交通大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

朝岡 良平
早稲田大学

商学部 名誉教授

同氏 は、 約四 半世紀 にわ た り、一 貫 して 、我 が国 の港湾 ・貿 易手 続 簡易化 とその

た めのEDI化 に向 け た活 動 に従 事 して きた。特 に、流通 性 書類 の典 型 であ る船 荷

証 券 に係 るEDIを 導 入 した場 合 の法的 問題 の研究 を行 い、 多 くの報告 書 を ま とめ、

そ の知見 の啓 蒙 普 及 を図 る こと に よ り、港 湾物 流分 野 にお け るEDI標 準 化 ・実 用

化 に多大 な貢 献 を した。
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2.平 成14年 度情報化促進貢献企業等表彰

経済産業大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績 :

、

NECブ イールデ ィ

ング株式 会社

保 守 グ ルー プ

佐 々木 龍 幸

コ ンピュー タの障 害発 生か ら復 旧 に至 る技 術支 援 プ ロセス を分析 し、サ ー ビス プ

ロセス統 合支援 シス テム を開発 し、保 守 員個 々の 能力 に依存 した支援 か ら組織 的

か つ全社 的 な支援 を可 能 とし、障害復 旧時 間の大 幅 な短縮 を図 っ た。

i

～i

どの銀行 で も使 用 で き、24時 間365日 稼 働す るATMネ ッ トワー ク を短 期 間 に構 築 ;:

株式会社アイワイ 代表取締役社長 す る こ とによ り、ATM利 用者 へ社 会 イ ンフラ と しての利 便性 を提 供す るだ けで な ミ

バ ンク銀行 安斎 隆 く既存の銀行の合理化(店 舗の統廃合等)、効率化にも寄与し社会貢献を果たし…
橋

た 。 旨ζ

ク レ ジッ トカー ド業 務の 社会 的 な イ ンフラで ある オ ンラ イ ンオ ーソ リ シス テム を
ε
ヒ・

株式会社 インテリ 代表取締役社長 24時 間365日 稼働 す るサー ビス と して提 供 し、 ク レジ ッ トカー ドの ネ ッ トワー ク 》

ジ ェ ン トウ ェ イブ 安 達 一彦 基盤構築に貢献するとともに、利便性の実現に大きく貢献するシステムの開発を 6

行うなど情報化の進展に貢献 した。 r

:

宮城 県 の基幹 システ ム をクラ イア ン ト/サ ーバ シス テム化 と して再構 築す る業 務
.

`

株式会社仙台 ソフ 代表取締役社長 におい て、地域 の ソフ トウェアハ ウスのSE、 プ ログ ラマ ー を活 用 し短期 間で完 成
鳥

トウ ェ ア セ ン ター 加藤 義雄 させ るな ど、電子 自治 体構 築 に向 け たシス テム基 盤構 築 は も とよ り、地域 ベ ンダ
ー の育成 に多大 な貢献 を した 。

「VFZ」、 「PADS」 は 、デ ジ タル画像 フ ォーマ ッ ト及 びセ キ ュ リテ ィー技術 で最 も

一

株式会社セラーテム 代表取締役社長 デ ジタル アー カ イブ に適 してお り、欧 米諸 国や 国内 の美術 館 な どで使用 されて い

テ ク ノ ロ ジ ー 新藤 次郎 る。 また 、商業 分野 におい て もデ フ ァク トス タンダー ドの地位 を築 きつつ ある な

どデ ジ タル アー カイ ブの振興 に多大 な貢献 を した。

ダイキ ン工業株式 代表取締役社長兼

CEO

ITを 活 用 した顧 客視 点 か らの抜本 的経 営革 新 を進 め、 ネ ッ トワー クを活用 した空

調 機 の遠 隔保 守 や 「24時間365日 顧 客対 応」 さ らには市 場変 動対 応 型 シス テム な

一

会社 井上 礼之 ど先進ITシステムの構築を進め設備業界のIT活用に先導的役割を果たした。

日立 ソフ トウェア 創業以来、官公庁、金融 ・保険 ・証券業向け大規模業務システム開発など社会基

エ ンジニア リング
代表取締役会長
佐藤 孜

盤 と して重 要 な システ ム開発 に取 り組 む と ともに、早 くか らバ イオ イ ンフ ォマ テ

ィクス事業 等 に取 り組 み、新 しいサ ー ビスを提供 し、業界 の リーデ ィング カンパ

株式会社 ニー と して我 が国 の情報 化 に多大 な貢 献 を した。

総務大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績1

KAMEプ ロジェクト 村井 純

次世代 イ ンター ネ ッ トプ ロ トコルIPv6の 研 究 開発及 び その成果 の公 開 を通 じて 、

IPv6の 研 究 開発 、標 準化 及 び実用化 を国際 的 に先 導 し、IPv6の 普 及 に多大 な貢

献 を した。

学校法人滝学園
理事長

滝 富夫

「メデ ィア コ ミュニケ ーシ ョンセ ンター」 を利用 した実践 授業 ・イ ンター ネ ッ トに

よる海外 の 学生 との 国際会議 を行 うな ど情報 通信 を教育 現場 で積極 的に活 用 して

いる ほか、 同セ ンター を地元 の高齢者 に開放 し異世代 間交流 を自主 的 に行 うな ど、

地 域情 報化 にも多大 な貢献 を した。

三鷹市

1

市長

安田 養次郎

市内小中学校の通信インフラ、全国の教育ネットワーク中央センターの整備及び

教育用コンテンツ・データベースの整備を通 じて、ハード・ソフト両面から教育
の情報化に先導的役割を果たしてきたほか、証明書等の自動交付システムや公共

施設の予約システムを全国で初めて導入するなど行政の情報化に積極的に取り組
み、地域情報化に多大な貢献をした。
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国土交通大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績 釜

同協 会 は 、設立 以来 、建 設情 報 シス テムの研 究 開発 、建設 情 報の提 供 、情報 化の

曇

!
啓 発 ・普 及等 を積極 的 に推進 して きた。特 に、同協 会が 開発 ・標準 化 した公 共事

業 支援 統合 システ ム(CALS!EC)は 、平 成13年 度 に本格 運用 を行 い、 国土 交通省
》
5'

財団法人 日本建設

情報総合センター

理事長

玉田 博亮

の推進 す る公 共工事 入札 契約 の透 明性 の 向上 、競争性 の一層 の向 上等 に多 大 な貢

献 を した。 同 システ ムは 、Web上 で発注 情報 を公 開す る入札 情報 サ ー ビス、電子

入札 システ ム、電子 納 品 シス テム等 で構成 され、公 共事 業 に係 る情報 の入 手 及び

i:
ξ

r

手続 をイ ン ター ネ ッ トを用 い て行 う こと を可 能 と した画期 的 な もの であ る。 同協

会 は、最 新 のITを 取 り入れ 、我 が国 の建設 分野 の情 報 化推進 に係 る主 導 的 な役 割

こ

こ

…

を果 た して きた。

…

同社 は、新 会社 発足 時か ら、ICカ ー ドの鉄 道事業 へ の応用 につ い て全社 をあげ て

麗
…

取 り組 み を行 い 、昨年11月 に、非接 触 式ICカ ー ド 「Suica」を活用 した新 しい出改 i

東 日本旅客鉄道

株式会社

代表取締役社長

大塚 陸毅

札 システ ムのサ ー ビス を開始 した。 同 システ ムは、乗 車券 をカー ドリー ダにか ざ

すだ けで改 札 口 を通 過で きる等最 新技 術 の利便性 を数百 万 人 もの 利用 者 に もた ら

した もので あ り、情 報技術 の大 規模実 用化 の例 として画 期的 な もの であ る。 今後 、

{

…
:

他の交通事業者との相互利用等の発展性が期待される等、同社の情報化に対する

取り組みは、先進的で模範となるものである。
　

…

同協 会は 、設立 以来 、一貫 して テ レワークの推 進 に取 組み 、その普 及促 進の ため、
…
〉`

企業 、 団体 、関係 官庁 等 に対 し、積 極的 に啓 蒙等 の活 動 を行 って きた。 その結 果

我が 国 の テ レワー ク人口 は平成8年 の81万 人 か ら平 成12年 には246万 人 と3倍 の伸

苔

i
社団法人日本テ レ 会長 び を示 す に至 った。 テ レワー クの普 及 は、 人 口の都 心 部へ の 一極 集 中 を是正 し、i
ワー ク協 会 大星 公二 地域社会を活性化するものであり、情報化が社会経済の効率化に貢献する好例と

いえる。かかるテレワークの普及に多大な実績を上げた同協会の取 り組みは、情
‖

報化推進の目的である社会経済の効率化への貢献という観点から模範となるもの

で あ る 。

、
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3.平 成14年 度情報化促進貢献情報処理システム表彰

情報化月間推進会議議長表彰

システムの 名称 企業等の名称 表彰理由

.

…
1

■

..

eZnaVlgat10n
ケ イデ ィー デ ィーア

イ株 式 会社

他 社 で は提 供 で きない 精度 の高 い位置 情 報 を提 供 し、 その位 置情 報 と親和 性 の高

い アプ リケ ー シ ョンを組み 合 わせ た システ ムであ り、利 用 者 の利 便性 を格 段 に向

上 し、 モバ イル通 信の 発展 に多 大 な貢献 を した。

態

!
r'

園

一

意味情 報 ネ ッ トワー

クSIONetに よる病診

連携 支援 システム

日本電信電話株式会社

複 数の 医療用 デ ー タベ ースの相 互連 携 を図 り、広 範 な医療 機 関 ・医 師情 報 の検索

を可能 と した経 済的 で高信 頼 な分散 型 医療 デ ー タベ ー スを実現 し、病 院 ・診 療所

連 携 を支援 す る ことに よ り、地域 医療 の質 的 向上 に多大 な貢献 を した。

衛 星 イ ン トラ

ネ ッ トシステム

富士 ソフ トABC株 式

会社IT事 業 本部

衛 星 ル ー タを利 用 し、本 格 的 に衛 星 を イ ン トラ ネ ッ トとして利用 した 日本最 初 の

シス テ ム 構 築 事 例 。 短 期 間 で 全 国350拠 点 に対 して 導 入 し、 ユ ニ キ ャス トで

2.5Mbpsの ア クセ ス速 度 を確 保。 低 コス トかつ 多地 点 で広帯 域 の デー タ通信 を行

う手 法 と して評価 で きる。

abnet

(エー ビー ネ ッ ト)

エ ー ビー ネ ッ ト株 式

会 社

中小工務店向けに住宅の設計、見積もり、建築確認申請書類等の機能をインター

ネットを通じて提供する独自システム。設計専任の担当者を置 くことが困難な中

小工務店が、短期間かつ安価に顧客に対 して住宅プランを提案できる。

確定拠出年金

共同システム

日本 レコー ドキー ビン

グシステム株 式会社

日本 で前例 の ない純 新規 業務 の 開発 で、法 案成立 に よ り業 務可 能 となる業務 運営

を全 面的 にサ ポ ー トす る システ ム を開発。 法案 成立 の度重 なる順延 に よる案 件 の

追加 変更 が繰 り返 され る 中、予定 期 日に無 事サ ー ビス を開始 。確 定拠 出年金 の運

営 を共 同代行 す る会社 の シス テムで あ り、11社 による共 同 開発。 この ため 、投資

の大幅抑 制 と、 ノウハ ウ共 有 に よるサー ビス レベ ルの 向上 に大 きな効 果 を発 揮 し

た。

学校情報 ネ ット

ワー ク

株式 会社 ジャス トシ

ステ ム

ナ レッジマ ネジ メ ン トシス テム 「ConceptBase」 に よる 「学校 情報 ネ ッ トワー ク」

は、 イ ン ター ネ ッ トに接続 された全 大阪府 立高 校 の端 末か らの情 報取 得 を容 易 に

し、 各学校 、各 先生 方が持 つ情 報 を有効 に活用 す る シス テムで あ り、学校 にお け

る情報 化 の促進 に貢献 した。

局地的気象監視

システム

気象庁観測部観測課

高層気象観測室

気象庁が開発した局地的気象監視システム(WINDAS)は 、高層風の実況監視を

行い、天気予報の基礎資料ならびに各地気象台での予報業務に活用することを目

的として、電波を上空に向けて発射 し、大気から反射された電波を受信 ・解析処

理して、上空の風の状況を測定するシステムである。同システムの整備によって、

全国25箇所で10分間の空間的 ・時間的な密度の高い高層風データが得られるよう

になり、数値予報による集中豪雨や台風等の気象現象の予測制度が向上 し、警

報 ・注意報をより的確に発表する環境が整った。

港湾EDIシ ステム
財団法人港湾空間高度

化環境研究センター

財 団法 人港 湾 空間 高度 化環 境研 究 セ ン ターが 開発 したEDIシ ス テム は、従 前別 々

の窓 口 に提 出 してい た船舶 入 出港 に係 る港湾 管理 者 ・港長 への 複数 の手続 きを イ

ンターネ ッ トを利用 して1回 の手続 き(ワ ンス トップサ ー ビス)で 可能 と し、今後

の官 民 を含 め た ワ ンス トップサ ー ビス の推 進 に大 きな役 割 を果 たす もの で あ る。

同 シス テム は平 成ll年 の稼働 以来 、順次 取扱 手続 を増 や して きたが 、今 般 、港 長

関係 手 続 の100%に 対 象 を拡大 す る と と もに、利用 者 の利 便性 の 一層 の 向上 を図

るため 、本年1月 か ら、財務省 の通 関情 報 シス テム と接続 し、 これ らに よって実 質

的 に も港湾諸 手続 を処 理す る システ ム と して 、本格 的 な稼 働 を 開始 した。

CRD(中 小 企業信用

リス ク情報 デー タベ

ース)シ ステム

CRD運 営協議会

中小企業に対する金融を円滑にすることを主眼に構築された、我が国で初めての

中小企業に関する大規模データベース。閥接金融が中心の中小企業金融の世界に

あって、物的担保ではなく、企業の財務データから読みとれる信用リスクを基準

に企業を評価して、中小企業への円滑な資金供給を促すもので、CRDが 「中小企

業の資金調達スキーム」を支援する金融インフラとしての期待は大きい。
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システ ムの名称 企業等の名称 表彰理由

§

i
§

薩・=

次期WEBオ ン

ライ ンシステム

ニッセイ同和損害保

険株式会社

J2EE(JSp、Servlet)、 広 域LANと い う先進 のITを 有効 に活 用 しつつ 、金 融機 関 と

して絶対 性 を要 求 され る根 幹業 務部 分 で は、既存 ホ ス トシ ステムの 業務 プ ロ グラ

ム を再利 用す る方式 を採 用 し、業務 の信 頼性 を確 保 した シ ステムの 構築 を短期 間

で 安価 に実現 。 ま た、本 シス テム は、365日24時 間稼働 を実現 で きる画期 的 な も

の で あ り、損 害 保険 業界 にお け る情 報化 促 進の先 導 的役割 を果 た して いる。

自動車船積数

システム

社団法人日本貨物検

数協会

社 団法 人 日本 貨物 機 数協 会が 開発 した 自動 車船検 数 シス テ ムは、 自動車 専用船 に

係 る検 数業務 につい て、従 来検 数 員が手 書 きで作 成 して い た もの をモ バ イルパ ソ

コ ンへ の入力 に切 り替 え、船積 み終 了後 、必 要書 類 ・帳票 を、本船 内 に持 ち込 ん

だパ ソ コン上 で 自動作 成 で きる よ うに した画期 的 な もの であ る。 同 システ ムの導

入 に よ り、誤 積 み防 止、 書類作 成 の省力 化 、迅速 化 が図 られ 、併せ て船 社 、荷 主

等へ の電 子 デ ー タの提 供 に よる業務 内容 の拡 大 な どの効果 が期 待 され る もので あ

る。

…

…

}

…

.

3Dイ ン テ リ ア

デ ザ イ ナ ー

「Web3Dシ ョー

ル ー ム」

メガ ソ フ ト株式 会社

Webブ ラ ウザ上 で3Dに よ るイ ンテ リア空 間の展 示が行 える。3Dイ ンテ リアデザ イ

ナ ー で作 っ たWeb3Dデ ー タを登録 し、 イ ン ターネ ッ ト上 で公 開す るこ とが可 能。

独 自の ダイナ ミック ラジ オシテ ィ技術 で 、Webブ ラ ウザ上 に本 物の ような美 しい

3Dイ ンテ リア空 間 を実 現 。

地球シミュレータ

海洋科学技術セ ンター

横 浜研究 所 地球 シ

ミュ レー タセ ン ター

計算 機 上で仮 想 地球 を実現 し、地球 規模 で起 こる気候 、気 象 、環境 、地 殻変動 を

数値 シ ミュ レーシ ョンに よ り高精度 で予 測 す るため 、宇宙 開発 事業 団 、 日本 原子

力研 究所 、 海洋 科学技 術 セ ン ターがNECへ 設 計 ・製作 を委 託 した世 界最大 の超 高

速並 列計 算機 シス テム。 地球温 暖化 や エル ニー ニ ョ現 象等 の現 象解 明 ・予測等 地

球科 学 に飛躍 的 進歩 をもた らす と期 待 され る。大 気大 循環 モ デル ・シ ミュ レー シ

ョン用 の実 ア プ リケー シ ョンの実行 に成 功 し、26.6TFLOPSを 記 録。

被災者支援安否

情報登録検索
システム

独 立行 政法 人通信 総

合研 究所 非 常時 通信

グル ープ

WIDEPr・jectラ イ フ

ラ イ ン ・ワー キ ング

グル ープ

インターネットの持つ災害に強い通信特性等を生かし、災害時における被災者の

大量の安否情報を効率的に処理するシステムであり、有珠山 ・三宅島噴火、米国

同時多発テロ時においても活用されるなど、被災者の安否情報の登録や検索を可

能にし、非常時通信の発展 ・普及に多大な貢献をした

A

Biz/Browser

ver.3.0

ア クシス ソ フ トウェ

ア株 式 会社

●

従 来 のHTMLブ ラウザやWeb技 術 で は実 現 困難iであ っ た業務 システ ム構築 時 に必

要 となる 「画面 の高 速表 示」、「高操 作性 」 を提供 し、 イ ンター ネ ッ トで の業務 シ

ス テ ム構 築 を容 易 にす る技術 を開発 。 これ に基 づ いて 、Webシ ステ ム を最 大 限 に

活 用 し、今後 のWebサ ー ビスに対応 す る ための 製品 として も期 待 で きる。

b
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4.平 成14年 度 全 国高 校 生 ・専 門学 校 生

プログラ ミング・コンテス ト入 選作 品

全国高校生 ・専 門学校生 プログラミング ・

コンテス トは,経 済産業省が次代 を担 う青少

年の情報教育の重要性に着目 し,昭 和55年 か

ら情報化月間の主要行事 として 「全国高校生

プログラ ミング ・コンテス ト」 を実施 してい

ました。

平成7年 度からは,将 来各種の高度情報処理

技術者 となるための基礎的な知識 ・技術 を備

えた人材 として期待 される専門学校生 もコン

テス トの対象に加 え,新 たに専門学校生の部

を設 け 「全国高校生 ・専門学校生 プログラミ

ング ・コンテス ト」 として実施 し,今 回が23

回目とな りました。

今 年度 も多数 の応募 が寄せ られ ま した。応

募作 品 は 「全 国高校生 ・専 門学校 生 プ ログ ラ

ミング ・コ ンテス ト審査 委 員会」 で の厳 正公

正 な審査 に よ り,以 下 の13作 品(プ ログ ラ ミ

ング部 門8点(高 校生 の部5点,専 門学校生 の

部3点),コ ンテ ンツ部 門5点(高 校生 の部3点,

専 門学 校生 の部2点))が 入 選 され ま した。

入選 された方 々には,10月1日(火)の 「情

報化 月間記念 式、典」 におい て,平 沼経 済産 業

大 臣(松 経 済産業 大 臣政 務官代 読)と 経済 産

業省商 務情 報政 策局長 か ら賞状,記 念 の楯 と

副賞 が贈 られ ま した。

また,入 選作 品 は,記 念 式典 の併 設行 事 と

して,展 示 ・デ モ ンス トレー シ ョン を行 い,

多 数 の来場者 に紹介 され ま した。

+

∨・£
.

詫

プロコンデモ会場風景
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.平 成14年1劃 摺磨侮醐 、

プログラ ミング(高 校生の部)

作品名 ・作成者 作品の概要 ・表彰理由 =

高校生が学校の授業に直接役立つ 「簡単で便利なグラフ表示機能」
三

を希 求 し制作 した理 数系 ソフ トで ある。 そ の機 能 は大別 して 「関 己

最
優
秀
賞

グラフマイスターH

福島県立郡山北工業高等学校

情報技術科

平成14年3卒 業

松尾 美保

数 処理 」 と 「座標 取 得処 理」 で あ る。 関数 処理 機能 と して は① 陽

関数、 陰関数 、媒介変数 、複素 数の表示 。② 前記 の グラ フ表示。③

方 程式/不 等 式 の領域 と解 の表 示。 数式 にお ける定 数変 化 に よる

関数 表示 をグ ラ フや 座標 に よ り図視 的 に理 解す る こ とがで き、 方

程 式/不 等 式 をグ ラフ上 で解 くこ とがで きる。 また 、「座標 取得 処

理 」 と して は④ ス トロボ写真 な どか らのデ ー タプ ロ ッ ト機 能。⑤

プ ロ ッ トデ ー タか らア ニ メー シ ョ ン再生 機 能。 ス トロボ写真(静 ・

;

巳

;F
「

:

止 画)か ら グラ フの座標 読取 りに よ り、動 きを再現 し動 的 に解析 ・ヒξ
で き る 。 ら

;

Chat 蓉
6

優
秀
賞

東京都立港工業高等学校
電子科2年

輿 公祥

イン ター ネ ッ トや イ ン トラ ネ ッ ト上 の2台 の コ ンピュー タをTCPπP

を使 って接続 し会話 をす る ことが で きる作 品。 そ の と き、 片方 は

サ ーバ ー と して、 もう片 方 を クラ イア ン トと して使 え る。

[荒

&き

ξ1

ぎ

百人一越 「基礎 を学 ぶ」 ・ 「百 人一 首 を学 ぶ」 ・ 「百人 一首 を遊ぶ」 ・ 「句
き
糞

千葉県立一宮商業高等学校 を作成 」 ・ 「ミニ ゲー ム」 の5つ の章 で構成 されて い る作 品。 ピ

藷

優
秀
賞

グループ名 「電算部』

商業科3年

米本 美央、湯浅 将也、永嶋 りさ子、

今川 希

「基礎 を学 ぶ」 で は、和歌 を理解 す るた めに必要 な歴 史的仮 名遣 い

や用 語説 明 を イラス トと音声 で学 習 す る。

「百 人一首 を学 ぶ」 では、 百 人一首 の句 を、意味 ・作 者 ・文 法 な ど

に分 け て イラス トや音声 を使 って学 習す る。

「百 人一首 を遊 ぶ」 で は、百 人一 首の遊 び方 を7つ 紹 介す る。

;
=P

「

…
絃

情報処理科3年 「句 を作成 」 で は、 オ リジナル の カル タ作 成が で きる。 塁
田辺 裕美子 「ミニ ゲー ム」 で は、各 車毎 に ミニ ゲー ム を多彩 に揃 えてあ る。

…

li
l{
醸

ふ だ んの学校 生 活 の 中か ら 「風 」 に着 目 し、 これ を利 用 した風 力 ii
風 発電 をテー マ と してい る。 《

入
賞

岐阜県立大垣商業高等学校

グループ名 『AYUMI』

情報処理科3年

・風 力発 電 とは何 か を学習 す る

・風力 を視覚 的 に理解 す る風力 体験 シ ミュ レー シ ョンそ して 、2001

年版 の気 象庁 編集 デ ー タを も とに
・自分 たち の学校 で風 力発 電 を行 った場 合

ii
iF

i}

ii
馬渕 美保、古西 亜衣、白水 裕子 ・全国各部道府県で風力発電を行った場合 1

…

の発 電量 をシ ミュ レー シ ョンをす る機能 があ る。 i,

〆
1

問題作 成用(WinQX-Pro)と 解 答用(WinQX)の2つ で構 成 されて 舞
winQXver1.0.0&winQx-ProverO5.0 い る資 格取 得 支援 の ため の アプ リケ ー シ ョン ソフ トで あ る。作 成 嚢

福岡県立浮羽工業高等学校 した問題 フ ァイ ル を友 人 らと交換 す る こ とで 、・あ らゆ る資 格取 得

入
賞

グループ名 『REDSUN』

電気科3年

支援 を可能 にす る。 また、著 作権 保護 の ため 、WinQX用 に作成 し

た 問題 はWinQX-Proで の編 集 がで きない よ うに なって い る。 問題

作 成時 に設 定 す る項 目 を もとに、 問題 の解 答 中 には制 限時 間 、解

井上 高伸、 田中 政司、永露 勝、 答後には自動採点、合否判定、問題への再チャレンジ機能等があ

大野 遼平 り、 目標 とす る資 格 の合格 率 をよ りUPさ せ るため の工 夫 が な され

て い る 。 、

一
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プログラ ミング(専 門学校生の部)

作品名 ・作成者 作品の概要 ・表彰理由
睡

最
優
秀
賞

Brothers

学校法人静岡理工科大学 静岡産業技術専

門学校

ゲームク リエ イ ト科3年

プ レイヤ ーは個 性 の ある3体 の キ ャラ ク ターの 中か ら1体 を選 び、

ネ ッ トワー クでつ な がれ た対 戦相 手 と制 限時 間 内 に どれだ け ア イ

テム を獲 得 で きるか を競 う3Dネ ッ トワー クア クシ ョンゲ ーム。

永野 裕輔
睡

HTML作 成支援 ソフ トHTMLprepare 菱

優
秀

学校法人岩崎学園情報科学専門学校新横

浜校

ホ ームペ ージの 作成 ・編 集 が 出来 る。 メニ ューか ら機 能 を選 ぶ こ

とに よ り、HTMLの タ グが生 成 され るので 、 タ グに関 す る理解 を

賞 情報工学科3年 深 め る事 が 出来 る。

西 田`健 太 一

WebPartner(ウ ェ ブ パ ー ト ナ ー)

入
賞

学校法 人電波学園 名古屋工学院専門学校

グループ名 『BNTK』

コンピュー タア ミューズ メン ト科2年

吉村 ゆか り、鈴木 友梨

①ブラウザ機能

②キャラクターが言葉を話す

③部屋(船 室)の インテリアの変更

④ブラウザ自体のデザイン変更

⑤アイテム入手処理
ゲームサ イエ ンス科2年 と各種機 能 のあ るブ ラ ウザ ー ソ フ ト。

荒木 啓久、小松 香苗

一ー 一

コンテンツ(高 校生の部)

作品名 ・作成者 作品の概要 ・表彰理 由

平成13年 度卒業CD-ROM

埼玉県立久喜工業高等学校情報技術科

平成14年3月 卒業 CD-ROMに 収 め られた卒 業 ア ルバ ム

優
秀
賞

グループ.名 『平成13年 度課題研 究真仁

田班卒業CD-ROM制 作 チーム』

萩原 翔太、青木 悠輔、嶋 田 和雅 、

志賀 大祐、澤口 聡、深井 越 、山口

智也、増 田 幸久、植竹 亮介、酒巻

クラス メー トの写真 ・学校行 事 の ア ルバ ム ・ク ラス メー ト制作 の

映像作 品 ・作 文 ・クラス メー トの声 等

各 生徒 の全 身 の写真 や 学食 の メ ニ ュー な ど普 通 の卒業 アルバ ム で

は載 せ てい ない よ うな もの も収 めて い るこ とに よって 、各生 徒 が

数 年後 、再生 した と きに懐 か しさを感 じられ る作 品 であ る。

剛、堤 博司、大嶋 久史

ほか3年3組 クラスメー ト

Let'sTrainConnect! 鉄道車両を運転し、信号や誘導指示に従って車両を連結させるゲ

■

入 新潟県立新津工業高等学校 一 ム
。 マ ウス、 キ ー ボー ド、 テ ンキ ーの いず れで も運 転操 作 がで

賞 電子科2年 き、プレイヤーが個々に車両の加減速度等を設定することができ

宇尾野 智 る 。

THE・ こど も応 急～ナ ミダを笑顔 に～

一

入
賞

千葉県立一宮商業高等学校

グループ名 『電算部』

商業科3年

木嶋 朋美、田中 三由希、緑川 あやの

子 供が 事故 にあ っ た時 の応急 処置 ・事故 の予 防 につ いて学 ぶ作 品。

「応急処 置」、「予 防」、「知識」 で構 成 され てい る。乳幼 児 ・小児 の

い る両 親 だけで な く、 中高 生 に も理 解 で きる よ うに、特 に重要 な

ポイ ン トで は画 像等 を多 く組み 入 れて い る。家 の 中で の子 供 に と

って危 険 な ものが ゲ ーム を とお して理解 で きる。 また、応 急処 置

情報処理科3年 だけ でな く、薬 の知識 につ いて も表現 してい る。

石渡 絵美、中村 有里子、堀江 智子

一一12一
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コンテンツ(専 門学校生の部)

最
優
秀
賞

入
賞

作 品名 ・作成者

クレイアニ メーシ ョン「は っぱひめ と森の

まじょ」

学校法人静岡理工科大学 沼津情報専門学校

平成14年3月 卒業

グループ名 『夢工房 』

マルチ メデ ィア2科

田中 奈保子 、安藤 史乃、原 由香里 、

平林 さやか、牧野 智美

うお一 きん ぐ ・い ん ・鶴 岡八幡宮

学校 法人岩崎学 園 横浜 デジタルアーツ

専 門学校

グループ.名 『3DCGゼ ミナール』

マルチメデ ィアスペ シャ リス ト科3DCG

ゼ ミナール3年

山本 め ぐみ、宮川 麻子、大桃 育美 、

新倉 絵理 、安 田 佳子

作 品の概要 ・表彰理由

1歳半 ～6歳 くらいの幼 児 を対 象 に作 られ たオ リジナルの ク レイ(粘'

土)ア ニ メー シ ョ ン作品 。4,000枚 以上 の静止 画 を使 用 して作 成 し

た アニ メ ー シ ョン。 ス トー リー、 キ ャ ラク ター等 か ら作成 してい 「

る。 また 、オ ープ ニ ン グとエ ンデ ィン グは二次 元 ア ニ メー シ ョン

と し、 オー プニ ン グで は作 成過程 を表現 して い る。

パ ソ コ ン上 で好 きな時 に鶴 岡八 幡宮 参 拝 の疑似 体験 を して も らう

こ とを狙 い と した写 真 とCGを 組 み合 わせ て作 成 してい る鶴 岡八幡

宮 散 策 ソ フ ト。

鶴 岡八幡 宮 の歴 史 を表現 し、 また 、季 節 の植物 等 の見 ごろ を知 る

こ とがで きる。

本 コ ンテス トは,来 年度 も今 年度 と同様 の 日程 で実施 され る予 定 にな ってい ます 。詳 し くは,下

記 までお問合せ くだ さい。

事 務 局:〒105-0011東 京都港 区芝公 園3-5-8

財 団法人 日本情 報処 理 開発協 会

情 報化 月 間担 当

TEL:03-3432-9381/FAX:03-3432-9389

なお,情 報化月間記念式典,全 国高校生 ・専門学校生 プログラミング ・コンテス トお よび情報

化月間記念講演会は,日 本 自転車振興会の補助金 を受けて実施 してお ります。

～
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1.目 的 及 び 趣 旨

日独 情報 技術 フ ォー ラムは,高 い技術 レベ

ル と経 済 力 を有 す る ドイ ツ連 邦 共和 国 とわが

国が,情 報技術 分野 にお け る両 国の相互 理解

と交流 を一層 深 め,活 発 な産業,技 術協 力 の

展 開 を通 じて世界 の情報化 に寄 与 してい くこ

とを目的 に1983年8月,通 商産業省(現 経 済産

業省(METI))の 宇野宗佑 大 臣(当 時)と ド

イツ連 邦共 和 国研 究技術 省(現 連邦 教育研 究

省(BMBF))のDr.HeinzRiesenhuber(ハ イ

ンツ ・リーゼ ンフーバ ー)大 臣(当 時)と の

間で,そ の設 置が合 意 された もので あ る。 当

フ ォー ラムは,両 国の情報技 術分 野 にお ける

第一線 の学者,研 究 者が一 堂 に介 し,最 新 の

情 報技術研 究 の成 果 につ いて情報 交流 を行 う

と同時 に,人 的交流 を深 め る こ とをね らい と

して,両 国 で交互 に開催 されて きま した。

2.開 催 経 緯

当 フ ォー ラムは,こ れ まで に以 下の ス ケジ ュ

ールで 開催 され て きま した。

第1回:1984年4月

第2回:1985年4月

第3回:1986年10月

第4回:1987年10月

第5回:1988年11月

第6回:1990年5月

第7回:1991年11月

第8回:1993年5月

東京

(経団連会館)

ベル リン

(国際会議 センター)

東京

(京王 プラザホテル)

シュツッ トガル ト

(マックスプランク研究所)

京都

(国立京都国際会館)

ベル リン

(ベル リン日独セ ンター)

東京

(経団連会館)

ワイマール

(ワイマール ・ヒル トン)

第9回:1994年ll月

第10回:1996年4月

第ll回:1997年11月

第12回:1999年5月

第13回:2000年10月

3.組 織体 制

大 分

(別 府 湾 ロ イヤ ル ホ テ ル)

ゼ ー オ ン

(ク ロス ター ・ゼ ー オ ン)

長 野

(信州 松 代 ロ イ ヤル ホ テ ル)

ドレスデ ン

(ウ ェ ステ イ ン ・ベ レ ビュ ー)

磯 部

(伊 勢志 摩 ロ イヤ ル ホテ ル)

当 フ ォー ラ ム で は,日 独 両 国 に そ れ ぞ れ

「日独 情報技術 フォー ラム推進委員会」が設 置

されてい ます。 当推進委 員会は,「 ニューメデ

ィア分 科会」,「 コン ピュ ー タ分 科会」,「半 導

体 分科会」 の3つ の分科会か ら構成 されてい ま

す(図1)。

図1日 独情報技術 フォーラム推進委員会

組織体制(敬 称略)

日独情報技術フォーラム

推進委員会

日本側議長 東洋大学

理事長 菅野 卓雄

ドイツ側議長 FhG理 事

Pm£Dr.Denn⑮Tsichri体

ニ ュー メデ ィア分科 会 日本側主査 国立情報学研究所

教授 羽鳥 光俊

ドイツ側主査 RobertBosch

Pro£Dr.Ge就Siegle

コ ンピュ ータ分科 会 日本側主査 東京大学

教授 田中 英彦

ドイツ側主査 IntemationalUniversity

InGermany

Pro£Dr.AndleasReuter

半導体分科会 日本側主査 東京大学

教授 鳳 紘一郎

ドイツ側主査 WackerS銀tronik

Dr.HemannFusstetter
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4.第14回 目独情 報技術 フ ォー ラム の開催

第14回 目独情 報技 術 フォー ラムは,2002年

4月28日 か ら5月2日 まで,ド イツ連 邦共和 国の

ボ ン(フ ラウ ンホ ーフ ァー(FhG)並 び にDor

intHotel)で 開催 され ま した。 フ ォー ラムの

会場 とな ったFhGとDorintHotelは 美 しい 自然

や森 に囲 まれ た場 所 に位 置 してお ります。

第14回 フ ォー ラムで は,日 本 政 府 か らは,

経 済産業 省 商務情 報政 策局 の吉海 審議官 が,

ドイツ連 邦政府 か らは,連 邦教 育研 究省 の ト

ーマス次官 が参加 され ま した
。

第14回 目独情 報技 術 フォー ラムでの メ イ ン

テーマ は 「Security&Safety」 で した。Plenary

Sessionで は3つ の テーマ,「Security&Safety」,

「BiometricMethods」,「DigitalBroadcasting」

を選 定 して,両 国 の議論 や意見 交換 を行 い ま

した。 また,各 分科 会 におい て は,日 独 双 方

の専 門家 に よる情報技 術分 野 にお ける最新 の

話題 につ いて の意 見交換 と交流 を行 い ま した。

以下 にプ ログラムの概 要 を示 します。

第14回8独 情報技術フォーラ、ムの報告

第14回 目独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム プ ロ グ ラ ム

(敬 称 略)

WelcomeandOpeningSpeeches

ドイ ツ側 議 長FhG理 事

Prof.Dr.DennisTsichritzis

日本 側 議 長 東 洋 大 学 理 事 長 菅 野 卓 雄

ドイ ツ政 府 連 邦 教 育 研 究 省 次 官

Dr.UweThomas

日本 政 府 経 済 産 業 省 商 務 情 報 政 策 局 審 議 官

吉 海 正 憲

PlenarySession

``S
ecurity&Safety"

"Bi
ometricMethods"

"Di
gitalBroadcasting"

Workshops,Session1

ニ ュ ー メ デ ィ ア 分 科 会

"B
roadbandNetworks"

コ ン ピ ュ ー タ 分 科 会

"D
ataMiningandProfiling"
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」∬PDECREPORT

半 導 体 分 科 会

"S
ensorsforHazardousMaterials"

Workshops,Session2

ニ ュ ー メ デ ィ ア 分 科 会

"S
ecureServices/TrafficSafetyProgram"

コ ン ピ ュ ー タ 分 科 会

``S
ecurity&Safety"

半 導 体 分 科 会

"VLSI'
sforUbiquitousApplications"

Workshops,Session3

コ ン ピ ュ ー タ 分 科 会

"GRID
-Computing"

コ ー ス2:FhGcampusBirlinghoven

今 回の フ ォー ラムには,日 本側 か らは議 長

で あ る東洋 大学 菅野 理事長,日 本政府代 表

として経 済産業省 商 務情 報政策 局 吉 海審

議官,当 フ ォー ラム推 進委 員や各 セ ッシ ョン

の発 表者,合 計50名 が参加 され ま した。一 方,

ドイツ側 か らは議 長 で あ るFhGチ ヒリチス

理事,ド イ ツ政府代 表 と して,連 邦教 育研 究

省(BMBF)ト ー マス次 官,当 フ ォー ラム推

進 委員 会委員 や各 セ ッシ ョンの発表 者,合 計

51名 が参加 され,両 国 にお け る最新 の情報 技

術 に関す る活発 な意見交 換 とデ ィス カ ッシ ョ

ンが行 われ ま した。

TechnicalVisits

コ ー ス1:WDR(放 送 会 社)
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ISMS審 査員登録の開始

調査部ISMS審 査員評価登録室

は じめ に

当協 会 で は,昨 年5月 よ りISMS審 査 員登 録

の 申請受付 を行 ってい ます。 以下,ISMS審 査

員登 録 につい ての概要 をご紹介 します。

ISMS審 査員評価 登録制度 は,情 報 セキ ュリ

テ ィマ ネジメ ン トシステム(ISMS)適 合性 評

価 制 度 の下 で,情 報処 理 を行 っ てい る企 業,

団体 な どがISMS認 定 審査 を受 ける に当 って,

情 報 セキ ュ リテ ィ対 策 が十分 に施 され,運 用

され てい るか を審査 す る制度 です。 この た め

に必 要 な審査 員の資格認定 を行 い、ISMSの 普

及 を図 る ものです 。 なお,本 制度 の詳 しい 内

容 に つ い て は,当 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.isms.jipdec.or.Jp/)を 参照 して くだ

さい。

ISMS適 合 性 評 価 制 度

ISMS適 合性 評価制度 は,平 成12年 度末 を も

って廃 止 され た情 報処 理サ ー ビス業情報 シス

テム安全対策実施事 業所認定制度(安 対 制度)

にかわ る民 間ベ ー スに よる第三者 認証制 度 と

して位置付 けて い ます。ISMS適 合1生評価 制度

は,JISで 定 め られ ている 「情報 セキ ュ リテ ィ

マ ネ ジ メ ン トの実 践 の た め の 規 範 －JISX

5080:2002(ISO/IECl7799:2000)」 に従 って

運用 され,以 前 の安対 制度 が情報 処理 サ ー ビ

ス業 に限定 した事 業所 認定 制度 であ ったの に

対 し,本 制度 は一般 の コ ン ピュー タユ ーザ ー

に まで対象 を広 げてお ります。

ISMS審 査 員 の 申 請 ・登 録 状 況

2002年5月 よ り12月 末現在 のISMS審 査員 の

申請 ・登 録状況 を図1に 示 します 。

申請者数 は,合 計414名 で,月 平均 で は約50

名 を数 えてい ます 。 この うち,主 任 審査 員が

45%に の ぼ り,審 査 員 補 が33%,審 査 員 が

21%の 割合 となってい ます。10月 は 申請 者が

もっ と も多 く,通 常 の 申請者 に加 え,夏 期 に

ISMS審 査員 の研 修 を受講 され た方 の 申請が集

中 したの では ないか と推 測 され ます。 月 ご と

の 申請者数 に波 はあ る ものの,5月 の受付 開始

当初 か ら着 実 に増加 してお り,こ の傾 向 は続

き,平 成14年 度末 には後 に述 べ る特 例期 間の

措 置 の効果 も加 えて550～600名 の 申請者 が あ

る もの と予想 され ます。

次 に同資格 取得 者 の状 況 につ いて触 れ ます

と,ISMS審 査 員 の合計 は12月 の合格者 を含 め,

329名 に上 り,主 任 審査員 は全体 の43%を 占め,

審査 員補 が36%と なって い ます 。 これ を申請

者 の構成 と比較 す る と,主 任 審査 員 はやや割

合が 下が り,審 査 員補 の割合 は上 が ってい ま

す。

lSMS審 査 員研 修 につ い て

ISMS審 査員登録 を申請す るには,所 定の

ISMS研 修 を当協会が認定 した研修機関で受講

することが必須の条件 となっています。表1に

現在 までの認定済みの研修機関 を掲 げてあ り

ます。受講希望の方は,ホ ームページよ り直

接研修機関に問い合わせて ください。
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図1 lSMS審 査 員申請 ・登録状 況
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(12月 の資格 取得 者数 は暫 定合格 者数 、2002年12月26日 現在)

[=コ 資格取得者 審査員補

一 資格取得者 合計

r±一申請者 主任審査員

[=コ 資格取得者 審査員

一[ト 申請者 審査員補

一●一申請者 合計

薩翻 資格取得者 主任審査員

一〇一申請者 審査員

已

表1「ISMS審 査員研修 機関」

≡刃 一」 釆.「1,
口心 延二 田 ひ

ISTOO1

ISTOO2

機 関 名 称

1株 式 会 社 テ ク ノフ ァ
|株 式 会社

エ ル ・エ ム ・ジ ェ イ・ジ ャ パ ン

ISTOO3

ISTOO4

ISTOO5

ビー エ ス ア イ ジ ヤパ ン株 式 会 社

1株 式 会 社 口才 国 際 規格 コ ンサ ルテ ィ ン グ

ISTOO6

株 式 会 社 富 士 通 ラ ーニ ン グ メデ ィア

リ コー ・ヒュ ー マ ン ・ク リエ イッ株 式 会 社

リ コ ー情 報 セ キ ュ リ テ ィ研 究 セ ン ター
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申請 の特例 につ い て

平成14年 度か ら本格運用 を開始 した適合性

評価制度は,ISMS審 査員を早急 に確保する必

要があ り,ま た申請者はISMSの 審査実績を保

有 していないため,情 報技術お よび情報セキ

ュ リテ ィに関連 した分野 のISO審 査 な どの経

験 をもって これに代 える特例措置 を設けてお

ります。特例の期間は登録受付開始か ら約1年

間 としています。

具体的には,申 請時に提出 していただ く書

類 は,初 回登録の場合 は,ホ ームページに載

せている様式の1,2,お よび8を使用 していた

だ くことになっています。 また申請資格の う

ちで審査員,主 任審査員 を申請 される場合 は,

様式8の 付属書類 として情報セキュリティに関

連 した審査等の実績,お よび所属組織の推薦

者の方の推薦理由書 を添付 していただきます。

審 査 員,主 任 審 査 員 に つ い て は審 査 の経 験 や

審 査 の 過 程 で の リ ー ダー シ ッ プ.の能 力 を保 持

して い る こ とが 重 視 され るか らで す 。 特 例 に

関 す る質 問 に つ い て は直 接ISMS審 査 員 登 録 室

(TEL/03-3432-9380FAX/03-3432-9389E-

Mail/sinsain@res.jipdec,jo)ま で 問 い 合 わ せ て

くだ さい 。

資格 を取 得 された ら

審査員登録が済んだら,ISMS審 査 を行 うこ

とがで きますが,実 際の審査業務 はISMS審 査

登録機関が実施す ることになってい ます。

ISMS審 査員はこの登録機関を通 して業務を

行います。登録機関は表2の とお り6機関が認

定され,2機 関が審査中です。審査登録機関の

連絡先等 はホームページで ご確認 ください。

表2「ISMS審 査登録機関」

認定番号 機 関 名 称

ISROOl 財団法人日本品質保証機構ISO審 査本部

ISROO2 日本検査キューエイ株式会社

ISROO3 株式会社ケーピーエムジー審査登録機構

ISROO4 ビーエスアイジャパ ン株式会社

ISROO5 財団法人日本科学技術連盟ISO審 査登録センター

ISROO6 財団法人日本規格協会 審査登録事業部
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米国サイバースペース防衛戦略について

(THENAYI◎NALS了RATiGYT◎SECURECYBE爲SPACEF◎rC◎rament:2◎ ◎2)

情 報 セ キ ュリテ ィ部18MS制 度推進 窒

米 国 政 府 は,2002年9月18日 にサ イバ ー スペ

ー ス 防 衛 戦 略(TheNationalStrategytoSecure

Cyberspace)(以 下,サ イバ ー ス ペ ー ス 戦 略 と

い う)を 発 表 した 。

サ イバ ー ス ペ ー ス 戦 略 は,米 国 の経 済,防

衛,産 業 全 般 で 重 要 なサ ー ビス に お け る情 報

シ ス テ ム/ネ ッ トワ ー クの サ イ バ ー セ キ ュ リ

テ ィに対 す る 米 国 政 府 の勧 告 が ま とめ られ て

い る。

また,サ イバ ー スペ ー ス 戦 略 の推 進 に 向 け

て,米 大 統 領 に助 言 を行 うた め の 審 議 会 と し

てNIAC(NationalInfrastructureAssurance

Council)を 設 置 す る と と もに,情 報 シス テ ム

関連 の 公 共 機 関 や 民 間 企 業 との協 力 体 制 を 強

化 すべ き と主 張 して い る 。

今 後,新 た な セ キ ュ リテ ィ技 術,脅 威 及 び

脆 弱 性 等 に対 応 す る た め,サ イバ ー ス ペ ー ス

戦 略 を動 的 に 変 更 す る予 定 とな っ て い る 。 な

お,同 戦 略 の 草 案 は,11月18日 ま で パ ブ リ ッ

ク コ メ ン トに付 され て お り,最 終 レポ ー トが

年 内 に公 表 され る予 定 で あ る。

本 稿 で は,サ イバ ー スペ ー ス 戦 略 の 重 要 点

を翻 訳 し,そ の 内 容 の 要 約 を掲 載 す る もの で

あ る 。(詳 細 内 容 に つ い て は,http:〃www.whit

ehouse.gov/pcipb/cyberstrategy.draft.pdfを 参 照

され た い 。)

1.サ イ バ ー ス ペ ー ス 戦 略

サ イバ ースペ ース のセ キュ リテ ィは,ホ ー

ムユ ーザ ーか ら連 邦政府 まで,国 のサ イバ ー

イ ンフラス トラ クチ ャの所有 者すべ て に大 き

く依 存 してい る。 それぞ れの個 人や組 織 には,

サ イバ ースペ ース の なか で各 自が所有 す る部

分 を保護iする責 任 があ る。 同戦 略 は,各 個 人

及び各組織 が 自 らの役割 を果 たす こ とが で き

るよ うにす る こ とを目的 としてい る。 同戦略

は,い か に してサ イバ ーセ キ ュ リテ ィを実現

す るか につ いて の道筋 を示 し,か つ全米 国民

に対 して これ を よ り実現 し易 くな る手段 を提

供す る もの であ る。

同戦略 の道筋 をつ け るため に,サ イバ ース

ペ ース の主 な構成 要 素の所 有者 は,サ イバ ー

イ ンフ ラの なかで各 自が所 有す る部分 を保護

す るた めの独 自の計 画 を立 て る必 要が あ る。

これ らの計 画 の なか には既 に策 定 され,こ の

文 書 の な か に記 載 され てい る もの もあ るが,

あ とで追加 され る対策 もあ る。

これ らの計 画 は,サ イバ ースペ ース のセ キ

ュ リテ ィを積 極 的 に構 築 し,維 持 し,か つ更

新す るための,民 間 セ クター,政 府,及 び個

人 間の国家 的 なパ ー トナ ー シ ップ を反 映す る

もの となるであ ろ う。

す なわ ち,国 家の戦 略 目標 は,全 米 国民 が

サ イバ ースペ ース のなか で各 自の担 う部分 を

保護 で きる ようにす るこ とで あ る。 また この

戦 略 目標 は,個 人及 び組織 が 自 らの役 割 を果

たす こ とがで きるよ うにす るため,以 下 の6つ

の主 な手段 を通 して達 成 され るで あろ う。

① 認識 及 び1青報(AwarenessandInformati・n)

サ イバ ースペ ースのユ ーザ ー 及び所有 者 に

対 し,彼 らの システ ムの リス ク及 び脆弱性 と

その リス クを軽減 す る方 法 につ いて教育 を行
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い,ま た これ らに対 す る認 識 を促 す。

② 技術 及 び手段(Techn・logyandTools)

新 しくよ り良 いセ キ ュアな技 術 を生 み出 し,

その技術 を よ り迅 速 に導入 し,か つ,よ りセ

キ ュアな方法 で最新技術 を生 み出す 。

③ 訓練及 び教育(TrainingandEducation)

産業界 及 び政府 のニ ーズ を満 たす ため,ま

た国家 のセ キュ リテ ィ能 力 を刷新 し向上 させ

るため に,規 模 が大 き くかつ資 質の高 いサ イ

バ ーセ キュ リテ ィ労働 力 を確 保す る。

④ 役割 及 びパ ー トナー シ ップ

(RolesandPartnership)

全 ての レベル にお いて,市 場 の力,教 育及

び 自発 的 な取 り組 み,官 民パ ー トナー シ ップ

を通 して,ま た最後 の手段 と して は規制 又 は

法律 の制 定 を通 じて,個 人,企 業及 び セ クタ

ーのセ キ ュ リテ ィ に対 す る責任 の明確 化 を促

す。

⑤ 連邦 主導(Federalleadership)

他 のセ ク ターのモ デル とす るため に,説 明

責 任 を向上 させ る こ と,ベ ス トプ ラクテ ィス

(最適行動規範)を 導入す る こと,セ キ ュ リテ

ィの実践 状況 の テス ト,監 視,更 新 を継続 的

に行 うため の 自動化 ツールの使 用 を拡 大す る

こと,セ キ ュ アで認 証 を受 けてい る製 品及 び

サ ー ビス を調達 す る こ と,最 新 の訓練 を実施

し労働 力 の確保 を行 うこ と,及 びサ イバ ー攻

撃 を阻止 し未然 に防 ぐこ とな どに よって,連

邦 政府 のサ イバ ーセキ ュ リテ ィ を改善す る。

⑥協 調 及 び危機 管理

(CoordinationandCrisisManagement)

攻撃 を迅速 に検 出 し,か つ そ の攻 撃 に効 果

的 に対応 す る ため に,公 的 セ クター内,民 間

セ ク ター内,及 び両 セ クター間 におい て情 報

に関す る早期警 戒及 び効率 的 な情報 共有 を開

発す る。

衆星サイバースベやス憤婿鞠嚇に匁頓悟

また,こ れ らのテ ーマの全部 又 はその一部

が,次 の2通 りの方法 によって,こ の国家戦 略

の各セ クシ ョンの なか に反映 され てい る。 第

一 に
,各 セ クシ ョンの導 入部分 で戦略 の対 象

や レベ ル にお け る戦略 目標 が 明確 に記述 され

て い る。 そ して第二 に,そ れぞ れの セ クシ ョ

ンにお いて,そ の戦略 目標 の進展 に役立 つ だ

ろ う継 続 的 なプ ログラム,勧 告,及 び議題 が

強調表示 されてい る。

セ クシ ョンで は,こ れ らの戦略及 びこれ を

支 える活 動が 要約 され てい るので,国 家戦 略

全体 のなか で,活 動 につ い ての新 たな勧 告 と

ともに議論 すべ き数 々の 問題 や議 題が提 示 さ

れ てい る連 邦政 府 の 目標 は,こ れ らが勧 告 と

なる よ うにそ の議 論 の展 開 を促進 す る こ とで

あ る。そ の結果,勧 告 は さらに充 実 した もの

とな り,ま た,な か には個 人,組 織,も し く

は政府 の イニ シアチ ブ となる もの もあ るだ ろ

う。

(1)認 識 及 び 情報(AwarenessandInformation)

この 国家戦略 は,米 国のサ イバ ー イ ンフラ

の脆 弱性 につ いて の認識 を高 め る必 要性 を明

確 に し,各 人,企 業,組 織,及 び機 関がサ イ

バ ースペ ース を よ りセ キュ アな もの とす るの

を支援 す るため に使用 で きる情報 を提供 す る

もの であ る。 これ につ い ては,次 に示す勧 告

があ る。

① ホ ームユ ーザ ー及 び小企 業 は,サ イバ ース

ペ ースの保護 におい て 自ち が重 要 な役割 を

担 ってい る こ とを理解 すべ きであ る。 これ

には,自 身 の コ ンピュー タシステ ム を保護

す るこ と,イ ンター ネ ッ トへ の アクセス は

セキ ュアな方 法で行 うこ と,及 びwww.Stay

SafeOnline.info,www.nipc.gov,www.crsc.nist.

gOVな どを含 む多 くの ウェブサ イ トに公 開 さ

れ てい るベ ス トプラ クテ イス を利 用す る こ
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とな ど が含 まれる。

③ 大 統領重 要 イ ンフラ保 護委 員会 の意識 向上

委 員 会(President'sCriticalInfrastructure

ProtectionBoard'sAwarenessCommittee)は,

サ イバ ーセ キュ リテ ィに対 す る認識 向上 の

ための教材,特 に,年 次 の認識 向上 トレー

ニ ングの ための オーデ ィエ ンス を特定 した

ツー ル及 び資 源 を開発 し,か つそ の普及 を

図 るため に官民パ ー トナー シ ップ を推進 す

べ きであ る。

④ 州政府,地 方政 府,及 び民 間団体 は,サ イ

バ ースペ ース にお け る倫 理 的行 為 を含 む,

各 生徒 の教育 レベ ル に合 わせ たサ イバ ース

ペ ース に関 す る認識,操 作 能力,訓 練及 び

教育 につ いて の ガイ ドライ ンを明確 にす る

か,又 は作 成すべ きであ る。

(2)技 術 及 び手段(TechnologyandTools)

この国家戦略 は,サ イバ ーセ キ ュ リテ ィ関

連の研 究 を さらに多 く実施 す る必 要性 を明確

にす る ものであ る。 これ につ いて は,次 に示

す勧告 が ある。

①官 民パ ー トナー シ ップは,優 先事 項 と して,

公 共事 業,製 造,及 び他 の ネ ッ トワー クに

お い て,デ ィジ タル制御 シス テ ム(DCS)

と監視制御 デー タ収集(SCADA)シ ステム

のセ キュ リテ ィを強 化す るため に,ベ ス ト

プ ラ クテ ィス及 び新 技術 の開発 を実施すべ

きであ る。 当面 の 間 は,DCS/SCADAシ ス

テム に依存 してい るパ イプ ライ ン及 び電力

網 の所有 者及 び運用者 は,イ ンター ネ ッ ト

接 続 の リス クを詳細 に調査 し,こ れ に対 し

て,24ヶ 月以内 にセ キ ュアな認証 を実施 す

る な ど,適 切 な 処 置 を とる べ きで あ る 。

DCS/SCADAに 大 き く依 存 してい る他 の産

業 界 もまた,こ れ らを実 施す るこ とを検討

すべ きで あ る。 エ ネルギ ー省 の新 た なガ イ

ドライ ンで は,SCADAシ ステ ムの保護 に関

す る情報 が示 され てい る。

②大統領 重要 イ ンフラ保護 委員会 は,短 期(1

～3年)
,中 期(3～5年),及 び長期(5年 以

上)のITセ キ ュ リテ ィ研 究 を含 む連邦 政府

の研 究 開発 プ ログ ラムについ て,科 学技術

政策 局(OSTP)の 局長 と連携 を とるべ きで

あ る。2004年 度 以降 にお ける連邦 政府資 金

に よる短期 のITセ キュ リテ ィ研 究 開発 に は,

科学技術 政策 局及 びR&D委 員 会が 明確 に し

た優 先 プ ログ ラム を含 め るべ きで ある。既

存 の優先 事項 として は,侵 入検 出,イ ンタ

ー ネ ッ トイ ン フ ラ セ キ ュ リテ ィ(BGP ,

DNS等 の プロ トコルを含 む),ア プ リケー シ

ョンの セキ ュ リテ ィ,サ ー ビスの拒 否,通

信秘密保全(SCADAシ ステムの暗号化及 び

認証 を含 む),高 度 な保証 シス テム,及 びセ

キ ュア なシステ ム構 成 な どが挙 げ られ る。

③ 官民 パ ー トナー シ ップ は,セ ク ター 間のサ

イバ ー的 ・物理 的 な相 互依存 を明確 にすべ

きで あ る。 また,国 土安全 保障 戦略 で提 案

され てい る プログ ラム と併 せ て,関 連 す る

脆弱性 を低 減す るため の計画 を策定 すべ き

で あ る。 これ らの取 り組 み を支援 す るの は,

全 米 イ ンフラ シ ミュ レー シ ョン分析 セ ンタ

ーの範 囲内で ある。

(3)訓 練 及 び教育(TrainingandEducation)

この国家 戦略 は,適 格 なITの 専 門家 の必 要

性 とこれ らの人材 を訓練 ・育成 す る米国 の能

力 とのあ いだ にみ られる既存 の格差 を取 り扱

うもので あ る。 これ につい ての具体 的 な勧 告

と して は,次 が挙 げ られ る。

① 各州 は,州 立 大学 にお いて,そ の州 の ため

に働 くこ とによって補助 金 を返 済す る意思

のあ る,ITセ キュ リテ ィを専攻 してい る学

部 生及 び大 学 院生 の教 育 に資 金 を提 供 す る
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ための サ イバ ー隊サ ー ビス奨学 金 プ ロ グラ

ムの創設 を検 討すべ きであ る。既存 の連 邦

サ イバ ー隊 サ ー ビス奨 学金 プ ロ グ ラム を,

学 部 の設 立 及 び奨 学 資 金 の提 供 に よって,

さ らに多 くの大学 を対 象 に含 む よう拡大 し

得 る可 能性 につ いて評価 すべ きであ る。本

プログ ラムで は さ らに,コ ミュニテ ィカ レ

ッジにお ける学部 の設 立及 び プロ グラム 開

発 の ため に取 り組 む こ とが可 能 であ る。

②CIO協 議 会 及 び 関連 す る連 邦 政府 機 関 は,

連 邦政 府 のサ イバ ーセ キュ リテ ィ とコン ピ

ュー タ犯罪 科学 トレーニ ングプ ログラ ム を

つ な ぐ 「サ イバ ー スペ ース アカデ ミー」 の

設立 を検 討 すべ きであ る。

③ITセ キュ リテ ィの専 門家,団 体及 び他 の該

当す る組織 は,継 続 的 な教 育 と再 試験 プ ロ

グラム を含 む,全 国的 に認 め られ た認 証 プ

ログ ラム確 立へ の取 り組 み方法 及 びそ の実

現可 能性 を探 求すべ きで あ る。連 邦 政府 は,

そ の よ うな プロ グ ラム確 立 を支援 し,も し

創設 された場合 には,連 邦 のITセ キュ リテ

ィ要 員が適 切 に認証 される よ う との要求 を

検討 す る ことが可 能で あ る。

(4)役 割及 びパ ー トナー シ ップ

(RolesandPartnership)

この国家 戦略 は,全 ての米 国民 にはサ イバ

ーセキ ュ リテ ィにおい て果 たすべ き役 割が あ

る こ とを認 識す る もので あ り,か つ,サ イバ

ースペ ース を保 護す るための持続 的 な活動 を

促 進 す る市 場 を明確 にす る ものであ る。 これ

につ いて は,次 に示す勧告 が あ る。

①CEOは,サ イバ ーセ キュ リテ ィ,プ ライバ

シー,物 理 的セ キ ュ リテ ィ,及 びオペ レー

シ ョン上 の考慮 事項 を統 合す るため に企 業

全体 の企 業 セキ ュ リテ ィ協 議 会 の設 置 を検

討 すべ きであ る。

糊 ■イパ㌣スペやス働庸鞠隆=、.

② 州政 府及 び地方 政府 は,自 身の機 関 におい

て,認 識 監査,及 び規格 を含 むITセ キ ュ

リテ ィプ ログ ラムの確 立 を検 討すべ きであ

る。州,郡,市 の団体 は,支 援,物 資,及

びモデ ルプ ログラム を提供 し得 る。

③ イ ン ター ネ ッ トサ ー ビス プ ロバ イ ダー は,

主 なプ ロバ イ ダー を始 め と して,セ キ ュ リ

テ ィ関連 の相互 連携 を含 む,自 身のサ イバ

ーセ キュ リテ ィ慣行 を規定 す る 「行動倫 理

規 範」 の採 用 を検 討すべ きで ある。

④ 連 邦政府 は,官 民 のあ いだで の情 報共 有 に

対 す る障害 を明確 に し,こ れ を除去 すべ き

であ る。 また,サ イバ ースペ ース のセ キュ

リテ ィ強化 を促 進 す るため に適 時 にデ ー タ

の双方 向交換 を行 うこ とを推進 すべ きで あ

る。

⑤各 大学 は,共 同 で次 の事 項 の確 立 を検 討す

べ きであ る。 それ らは,(a)サ イバ ー攻撃

及 び脆 弱性 を取 り扱 う一つ以 上の情 報共有

分 析 セ ンター(ISAC),(b)最 高情報 担 当

責 任 者(CIO)に サ イバ ーセ キ ュ リテ ィを

取 り扱 う権 限 を与 えるモ デル ガイ ドライ ン,

(c)ITセ キ ュ リテ ィのベ ス トプラ クテ ィス

一式 以上
,(d)モ デルユ ーザ ー啓 蒙 プロ グ

ラム及 び教材 であ る。

(5)連 邦 主導(FederalLeadership)

この国家 戦略 は,連 邦 サ イバ 「スペ ースセ

キ ュ リテ ィを国家 モ デル とす るこ とが急務 で

あ る こと を認 識す る もので あ る。 これ につ い
し

て は,次 に示す勧 告が あ る。

① よ りセ キュ アなIT製 品 の調達 を強化 す るた

め に,連 邦政府 は2003年 度第4四 半期 まで に,

国家情報保証 プログ ラム(MAP)の 実施状

況 につ いて総合 的 な レビュー を完 了す る予

定 である。 この レビューの 目的 は,NIAPに

どの程度費 用対 効果 があ り,か つNIAPが 明
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確 に識 別 された セキ ュ リテ ィ格 差 をどの程

度 達 成 目標 と して示 して い るか,つ ま り,

格差 を縮め るための明確 な 目標 がNIAPに あ

るか どうか,ま たその 目標 を達 成 しつつ あ

るか どうか,及 び どの程度 プロ グラムの改

善,簡 素化,又 は拡 大が適 切 であ り,か つ

これ らに費用対 効果 があ るか を判 断 す る こ

とであ る。

② 連邦 政府 の各省 は,自 動化 され た,企 業全

体 のセ キュ リテ ィ評価 及 びセ キュ リテ ィポ

リシー施行 ツールの使用 を引 き続 き拡大 し,

攻撃 を事前 回避 す るための脅威 管 理 ツール

を積極 的 に設置 すべ きであ る。2003年 度 第

3四 半期 まで に,連 邦政府 は,こ れ らツール

の使用 の拡 大 を推 し進 め るため に(例 えば,

政策又 は予算 過程等 を経 て)特 定 の処置 を

とる必 要が あ るか ど うか を決定 す る予定 で

あ る。

③2003年 度第2四 半期 まで に,選 択 され た政府

間の業務 プロセス に関 して,シ ナ リオに基

づ い たセキ ュ リテ ィ障害対 策訓 練 の費用対

効 果 を検 討す る こ と。 その よ うな訓練 を実

施 す る場 合 には,政 府 機 関の政 府情報 セキ

ュ リテ ィ改革法(GISRA)の 是 正処 置計 画

の一部 と してセ キュ リテ ィ上 の弱点 を含 め

なけれ ばな らない。

④ 連邦 政府機 関 は,ワ イヤ レス技 術 を使 用 す

る場合,特 にセ キュ リテ ィ リス クに注意 し

なけれ ばな らない。連 邦政 府機 関 は,自 身

のネ ッ トワー クに対 す る無 許可 の ワ イヤ レ

ス接続 を絶 えず チ ェ ックす るシス テムの イ

ンス トール を検 討すべ きであ る。政府 機 関

は,ワ イヤ レス技 術 の使用 に関す る最 近 の

NISTレ ポー トを注意深 くレビュー し,NIST

の勧 告及 び所見 を考慮 すべ きであ る。そ の

点 にお いて,政 府機 関 のポ リシー及 び手順

は,追 加 の リス ク軽減 対策 に対 して な され

る慎重 な考慮 結果 を反 映 した もので あるべ

きで あ る。 これ に は,強 力 な暗号化,双 方

向認証,シ ー ルデ ィ ング規格,及 び他 の技

術 的 なセ キュ リテ ィ上考慮 すべ き事 柄 の使

用,コ ンフ ィギ ュ レー シ ョン管理,侵 入検

出,事 件 ・事故 の処 理,並 び にコ ンピュー

タセ キュ リテ ィ教育 及 び啓 蒙 プログ ラムが

含 まれ る。

⑤ 年次 の部 門別ITセ キュ リテ ィ監査 の一環 と

して,政 府機 関 はIT関 連 の プラ イバ シー規

制へ の準拠 に関す る レビュー を実施すべ き

で あ る。

(6)協 調 及 び危 機管 理

(CoordinationandCrisisManagement)

この国家 戦略 は,包 括 的 な全 国分析 警告 能

力が早 急 に必 要 であ る こ とを明確 にす る もの

で あ る。 これ につ い ては,次 に示す勧 告が あ

る。

①ISP,ハ ー ドウ ェア及 び ソフ トウェアのベ ン

ダー,ITセ キュ リテ ィ関連 会社,コ ン ピュ

ー タ緊急対応 チー ム
,及 びISACは,物 理 的

又 はバ ー チ ャル に,情 報 を共有 す るた め,

かつ米 国 にお け るイ ン ター ネ ッ トオペ レー

シ ョンの健 全性 及 び信 頼性 を支援 す るた め

の協 調 を確 実 な もの とす るため に,共 同 で

サ イバ ースペ ース ネ ッ トワー クオペ レー シ

ョンセ ンター(NOC)の 設立 を検 討すべ き

で あ る。 この セ ンター は,政 府 団体 で は な

く,民 間セ ク ター に よって運営 管理 され る

もの となるであ ろ うが,連 邦 政府 は この オ

ペ レー シ ョンセ ンター と協 力可 能 な方法 を

探 求すべ きで あ る。

② 産業 界 は,自 発 的 に連 邦 政 府 と協 力 して,

イ ンター ネ ッ ト機 能復 旧計 画 を含 むサ イバ

ーセ キ ュ リテ ィ緊 急対 策 計 画 を完 成 させ
,
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定期 的 に これ を更新 すべ きであ る。

③ 法執 行及 び国家安全 保 障機 関 は,国 家的 な

サ イバ ー攻 撃(サ イバ ー戦争)を 検 出す る

ための シス テム を構 築 し,迅 速 な対応 の た

め の計 画 を策定 すべ きで あ る。 この プ ロセ

スの一 部 と して,適 切 な機 関が要 求事項 及

び選択 を確 立すべ きであ る。

④ 情報 システ ム ネ ッ トワー ク及 び ネ ッ トワー

クデ ー タセ ン ターの所 有 者 及 び運 用 者 は,

そ の よ うな ネ ッ トワー ク を支 える施設 に対

しての大規模 に及ぶ物 理的 な損 害 を軽 減す

る ため に,復 旧及 び障害 対策計 画 の策定 を

検 討 すべ きで あ る。 要 求 のあ る場 合 には,

連邦 政府 はそ の よ うな取 り組 みの調 整 を支

援 し,技 術 的 な援 助 を提供 す る こ とが可能

で ある。

⑤米 国 は,サ イバ ー攻撃 が発生 した際 に これ

ら攻 撃 を検 出 し防 ぐこ とを 目的 とす る国内

的 ・国際 的 な監 視警 告 ネ ッ トワー クの確 立

を促 進す る ため に,個 々の国家,非 政 府組

織(例,F【RST)や 国際組織(例,ITU)と

協 同で作 業 を実 施 すべ きで あ る。 さ らに,

その ようなネ ッ トワー クは,こ れ ら攻撃 に

つ いて調査 し対 応 す るため の取 り組 み を手

助 けす る もの とな り得 る。

2.国 家 戦 略 目標

この 国家戦 略 は,す べ ての レベ ル にお ける,

かつ すべ て のセ ク ター にわた る活動 を必 要 と

す る ものであ る。 この国家 戦略 が必要 とす る

主 な戦 略 的 な新機 軸 のい くつか は,強 調表 示

され てい る。 これ らの新 機軸 そ れぞれ につい

ての詳細 な議論 につい ては,こ こでは省 略 す

る。

この 国家 戦略 は,米 国民 に対 し,サ イバ ー

スペ ース を保 護 す るにあ た って 自らの役 割 を

劇菖肇イパ〔部 恒露繭⌒ 舞鰻

理 解す るの に役立 つ道筋 を提供 す る もの であ

る。 この道 筋 を使 い易 い もの とす る ため に,

対 象者 レベ ル ご とに分 け られ てい る。 これ ら

の レベ ルは,レ ベル1一 ホームユーザ ー及 び小

企業,レ ベル2一 大企 業,レ ベ ル3一 政府,民

間産 業,及 び高等 教 育機 関 を含 むセ ク ター ,

レベル4一 国家的 な問題及 び取 り組 み,レ ベル

5一 国際 的な問題 についての議論 につ いて,と

な って い る。 これ らの各 レベ ル及 びその下位

レベ ル には,そ れぞ れ固有 の戦略 目標が設 定

される。 これ らの 目標 は,そ の達成 の ため に

国家 が とる戦 略 的行 動 に よって支援 され るで

あ ろ う。

サ イバ ースペ ース を保護 す る にあ た って の

能力 向上 のための6つ の手段(前 掲 を参照)は,

各 レベ ル にお いて調和 の とれた戦略 活動 を推

進す るの に役立 つであろ う。 この6つ の手段 の

全 て又 はその一部 が,各 レベ ルで採用 される

と思 われ る。例 えば,「 認識及 び情報」 は,民

間セ ク ター の被雇 用 者や連 邦政府 の職員,ま

たホー ムユ ーザ ー に対 し,サ イバ ースペ ー ス

の なかで 自らの担 う部分 を保護 す る力 を与 え

るのに役 立 つで あろ う。 また役 割及 びパ ー ト

ナー シ ップにつ いて は,す べ ての レベ ル にお

いて明確 に され,説 明 され るであ ろ う。 これ

らの手段 それ ぞれが,す べ てめ レベル に適す

る もの とは限 らないが,総 合 すれば これ らの

手段 は,サ イバ ースペ ース を保護 す る ための

国家 に よる取 り組 みすべ てを支 え る もの とな

るであ ろ う。
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わが国におけるITエ ンジニア育成の現状

「平成り3年度情報処理教育実態調査ヨの実施及び結果概要

中央情報教育研究所

当協 会(中 央 情報教 育研 究所)で は,昭 和

62年 度 よ り平 成13年 度 までの15年 間に わた り,

経 済産業 省 か らの委 託 によ り 「情報処 理教 育

実態調査 」 を実施 して きま した。本 調査 の 目

的 は,わ が 国の情 報 処 理教 育 の現 状 や課 題,

情報 産業 の動 向等 につい て経 年 的 な調査 ・分

析 を行 い情 報処 理教 育 の諸 施策 に資す る こと

です。例 年,ITエ ンジニア を育 成す る環境 の

変化 に応 じ,企 業,学 校等教 育機 関,ITエ ン

ジニア個 人 な どを対象 にア ンケ ー ト調査 を実

施 して きま した。

平 成13年 度調査 で は,わ が 国のITエ ンジニ

ア を取 り巻 く育成環 境 につ いて,企 業,ITエ

ンジニ ア個 人 に加 え,企 業 内教 育,個 人 の 自

己研 鑓 の両 面 におい て役割 を増 して きたIT系

の教育事 業者 を対象 に調査 を行 い ま した。

本欄 では,平 成13年 度調 査 につ いて,ITエ

ンジニ ア に求 め られ るス キ ル とそ の育 成 の問

題 点,ITエ ンジニ アのス キ ル評価,と い う観

点 か ら調 査結 果 をご紹介 します。 なお,平 成

13年 度結果 の全体 は,「 平成13年 度情報処理教

育 実 態調査 報告書 」 と して取 りま とめてい ま

す。

1.ITエ ン ジ ニ ア に 求 め られ る ス キ ル

1.1戦 路 上 重 視 す る ス キ ル

回答 企業 に所属 す るITエ ンジニ ア要員 の ス

キ ル につ い て,戦 略上 重視 す る もの は,ベ ン

ダー企 業,ユ ーザ ー企 業 と も 「コ ンサ ルテ ィ

ング ・業務 分析」 な どの上流工程 とな った。

業 種別 で は,ベ ンダー企 業 で は 「プロ ジェ

ク トマ ネジメ ン ト」,ユ ーザ ー企業 で は 「業務

知識」 「システム運用 開発」 をよ り重視 し,そ

れ ぞれの業種 にお けるITエ ンジニ アの役 割 の

違 いが見受 け られる。(図1)

1.2現 状 不 足 して い る ス キ ル

現状 不足 して い るスキル につ いて も,戦 略

上重視 す るス キル と同様 に,上 流 工程 が上位

に挙 が った。特 にベ ンダー企 業 で顕著 で あ り,

また 「ヒューマ ンス キル」が 第3位 に挙 が った

こ とは,回 答企 業 の44.3%が 受託 ソ フ トウェ

ア開発 で あ るこ と と関連 が あ ろ う。上位 とは

な らなか ったが,戦 略 上重視 す るス キル に比

べ 「ITエ ンジニ ア リングの専 門基礎 知 識」 が

挙が ってい る。経営 戦略上 の ニー ズ と比 して,

不足 スキル は,よ り現場 の実情 を反映 した も

ので あ り,就 業以前 の教 育 カ リキュ ラム,専

門外 の学生 の採用 等 を考 え合 わせ れ ば,軽 視

はで きない結 果 であ ろ う。

業種 別 で は,ベ ンダー企 業 は 「外 国語 によ

る コ ミュニケ ーシ ョンスキル」,ユ ーザー企業

で は 「Webア プ リケー シ ョン」 を よ り上位 に

挙 げてい る ところか ら,常 に海外 の先端 技術

を追 う必要 の あるベ ンダー企 業 と,ユ ー ザー

企業 との タイム ラ グが窺 える。(図2)
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図1【 企業】戦略上重視するスキル(%)1～3位 計
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図2【 企業】現状不足しているスキル(%)1～3位 計
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2.ITエ ン ジ ニ ア の ス キ ル 育 成

2.1企 業 に よ る不足 スキル の育成 状況

不足 して い るITエ ンジニ アのス キル分野 に

つ いて,企 業 は何 らか の育 成策 を講 じて い る

はず であ る。最 も一般 的 な育成方 法 は,研 修

の実施 で あろ う。企業 が社 内教育 を実施 して

い るスキ ル分 野 は,ベ ンダー企 業,ユ ーザ ー

企 業 とも 「新 入社 員教育」 であ る。 ベ ンダー

企業 では,次 いで 「プログ ラ ミング言語」「ソフ

トウェアの設計 ・開発 テス ト」,ユ ーザ ー企 業

で は 「業務 知識」 「パ ソコ ン ・OAリ テ ラシー一」

とな り,戦 略上 重視 す る,あ るい は現在 不足

す るスキル とは必ず しも一致 しない。(図3)

今 回の調 査 で は,回 答企 業 の83.3%が 外 部

研修 機 関 を利 用 して いるが,そ の ス キル分野

と して,ベ ンダー企 業で は特 に 「特定 ベ ンダ

ー製 品知識」
,ユ ーザー企 業で は,ITエ ンジニ

アの エ ン トリレベ ルであ る 「プ ログラ ミング

言 語 」 を挙 げて い る。 「特 定 ベ ン ダー製 品知

識 」 につ いて は,教 育事 業者 にお け る売上 高

の高 い研 修 コー ス を見 て も顕著 で あ る。今後

拡 大 したい コー スについ て は,今 後 ます ます

注 目度 が高 まる と予測 され る 「情 報 セキ ュ リ

テ ィ」 「Webア プ リケー シ ョン」,ベ ンダー企

業 で現 状不 足 とされ る 「ヒュー マ ンス キ ル」

な ど,現 状 の売上 高 に よ らず今 後 のニ ーズ を

見据 えるが,「 特 定ベ ンダー製 品知識」 の需要

が高 い見通 しに変 わ りは ない。(図4,5)

以上 か ら,企 業 の経 営 戦略上重 視 され,現

状 も不足 が指摘 される 「コ ンサ ルテ ィング ・
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業 務分 析」 や 「プ ロジ ェ ク トマ ネ ジ メ ン ト」

は,そ の不 足感 に比 して社 内研 修,外 部研 修

機 関で の研 修提供 は少 ない。 しか し,こ れ は

経 営戦 略 と人材 育成 戦略 の連動 や,研 修 コー

ス企画 の問題 とい うよ りも,こ れ らの不 足 ス

キル の習得 に,あ る程 度 時 間 を区切 って の知

識 習得 を行 う研 修 とい う方法 が な じまない こ

とを示す。 今 回の 回答企 業 に よれば,ITエ ン

ジニア1人 あ た りの平均研 修受 講 日数(平 成

12年 度:年 間)は,ベ ンダー企 業4.7日,ユ ー

ザ ー企 業4.3日 であ る。 コ ンサ ル テ ィングの よ

うな付 加価 値 の高い スキ ルの育成 は,個 々 の

短期 間 での特定 領域 のス キル,特 定製 品知識

の習得 や 資格 取 得対 策 な どで は実 現 しない。

回答企業 におい て効 果的 な研 修実 施 に必 要 な

もの と して 「受講者 の スキル に合 った研 修提

供」 「適切 な事例 演習 の実施」 「受講 者 のスキ

ルに合 った研 修提供 」 な どが 上位 に挙 げ られ

たのは,企 業が スキ ル を現実 の業務 で活 用 で

きる人材 を求 める ためで あろ う。実践 を伴 う

ス キル育 成 方法 と して はOJTが あ り,ベ ンダ

ー企業 の84 .9%,ユ ーザ ー企 業の69.3%が この

方 法 を採 用 してい るが,実 施上 の 問題 点 とし

て 「計画 的 な指 導 が行 われ てい ない」 を挙 げ

る企 業が6割 を超 え,現 状 では効 果的 に実施 さ

れ てい る とは いい難 い。 また,特 にITエ ンジ

ニ アの場合,上 長 が 部 下 を指 導 す る方 法 が,

技術進展 の速 さか ら必ず しも適 切 では ない。

今 回 の調 査結 果 は,戦 略上重 要 なス キル ・

現状 不足 す るス キル と,育 成 の現状 とのギ ャ

ップか ら,企 業 にお け るITエ ンジニ ア育 成ス

キームの問題 点 を明 らか に した。(図6、 図7)

2.21Tエ ン ジ ニ ア を 取 り巻 く環 境

前節 で は,企 業 を中心 にITエ ンジニ アの育

成 を概観 したが,こ こで はITエ ンジニ ア個 人

に対す るア ンケ ー ト結 果 か ら再考 したい。

(1)学 校 で受 けたIT教 育

ア ンケー ト調査 は,現 在,情 報 システ ム関

連業 務 に従事 す るITエ ンジニ ア を対象 として

いるが,「 学校 でのIT教 育 は受 けていない」 と

す るITエ ンジニ アが全体 で5割 を超 えて最 も多

く,ベ ンダー企 業 で も47.1%が 該 当す る。 ユ

ーザ ー企業 の場合
,IT系 以外 の部 門か ら異 動

にな った とい うケ ース も考 え られ る。ベ ンダ

ー企業
,ユ ーザ ー企 業 とも大学 でIT教 育 を受

けた とす る者が25%前 後 を占め るが,ベ ンダ

ー企 業で は情報 系 の専 門学校 の 占め る割 合 も

高 い。(図8)

(2)自 己負 担 で行 う学 習

ITエ ンジニ アが,会 社提供 の研 修 とは別 に,

最 近1年 間(ア ンケー ト実施 当時)で 費用 を自

己負担 して行 った研 修形 態 は 「書籍 ・ビデ オ

教材等 を使 った学習」 が最 も多 く,ベ ンダー

企 業 に所属 す るITエ ンジニ ア もユ ーザ ー企 業

の者 も大 差 はない 。ITエ ンジニ ア個 人 が,学

習の 自己負 担 が困難 な理 由 と して,時 間 と費

用 の捻 出 を挙 げて い るこ とか ら,必 ず しもベ

ス トの方法 と して書 籍 ・ビデ オ教材 とい う学

習 ツー ルを選 んで い るわけで はない こ とが分

か る。(図9,図10)

学習 内容 と して は,「Webア プ リケ ー シ ョ

ン」 「情 報処理技 術者 試験対 策」 「プ ログラ ミ

ング言語」 な どが 上位 に挙 が った。企 業 に対

す る ア ンケー ト結 果 と異 な り,業 種 に よる差

異 は少 な く,上 位 に挙 が った内容 も 「情 報処

理技術 者試験 対策 」以外 は技術 オ リエ ンテ ッ

ドな ものが多 く,ITエ ンジニ アの志 向が 表 れ

た結果 とな った。(図11)

企業 の調査結 果 も踏 ま え,ITエ ンジニ ア を

取 り巻 くスキル育成 環境 をこ こで大掴 み に見

るな らば,学 校 教育 でIT教 育 を受 けなか った
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ITエ ンジニ アが5割 い る中で,新 入社 員教育 を

受 け た後 のITエ ンジニ アの スキ ル育 成 を支 え

る ものは,年 間5日 未満の研 修受講,計 画的 な

実 施が 難 しいOJT,費 用 自己負 担 に よる書籍

等 での学習 となる。

個 人が モチベ ー シ ョンを高め 自己研 讃 を行

う姿勢 は勿論 重 要で あ るが,現 状 のス キル育

成 環境 につ い ては,ITエ ンジニ ア個 人 では解

決 しきれ ない問題 であ る。情報 サ ー ビス業 に

とって付 加価値 の高 いサ ー ビス を提供 す るた

め に は,す ぐれ たITエ ンジニ アの確 保が不 可

欠 であ る。ITエ ンジニ ア個 人の視点 か ら見 る

と,自 らの生 き残 りのため には,特 定企業 内

のみ な らず,国 内全体,海 外 のITエ ンジニ ア

を相手 に自 らの市場 価値 を高 め るこ とが求 め

られ る ことを考 えれば,調 査 結 果 は企 業内 の

み な らず,わ が 国 にお け るITエ ンジニ ア育成

の あ り方 の問題点 を示 してい る とい える。

図3【 企業】社内研修を実施して育成 しているスキル(%)
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図4【 企業】外部研修機関を利用して育成しているス

キル(%)
0102030405060

コンサルティング・業務分析

システム設計

ソフトウェアの設計・開発・テスト

プログラミング言語

業務知識

プロジェクトマネジメント

システム連用開発

OS

データベース

ネットワークアーキテクチャ

W●bア プリケーション

情報セキュリティ

モバイル技術

EC・ERP・SCM・CRM

ITエンジニアリング専門基礎短簡

ヒューマンスキル

IT技術のインストラクション

外国語によるコミュニケーションスキル

特定ベンダー製品知臓

パソコン・OAリテラシー

新入社員教育

情報処理技術者脚験対策

外国語に関する資格取得
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図5【 教育事業者】売上高の多い研修コースノ今後拡大した

い研修コース(%)1～3位 計(n=48)
0204060

コンサル予イング・業務 分析

シス〒ム設計

ソフトウェアの設計 ・開 発・テスト

フ.ロク'ラミンク'言語

業 務知憧

フ'ロシ'エクトマネシ'メント

システム運 用管 理

OS

データへ'一ス

ネットワークアーキテクチャ

Webア プリケーション

情報セキュリティ

モパイル技術

EC・ERP・SCM・CRM

ITエンジニアリング専 門基礎 知識

特定へ'ン今一製 品知識

情報処 理技 術者試 験対 策

新 入社 員教育(IT関 連)

ヒューマンスキル

インストラクション技術

外国語 によるコミュニケーションスキル

外 国語 に関する資格 取得

'ペソコン・OAリテラシー

新 入社 員教育(マナー教 育など)

無 回答

「 語麺ζじi㌦.]

図7【 企業】OJT実 施上の課題(%)

OJT指 導者が不足している

訓練すべきスキルを充足する適当な仕事を見つ
けることが困難

計画的な指導が行われていない

特に課題は感じていない

その他

0 20 40 60 80 100

ロ全体(N=450)

■ベンダー企 業(N=157)

ロユー ザー企 集(N=285)

図6【 企業】
0

適切な事例演習の実施

適切な効果測定の実施

研修後のフォロー

学習上の疑問・不安をすぐに解消できる環境

的確な形態の使い分け

適切なタイミングでの研修提供

受講者のスキルに合った研修提供

受講者の現状の集務に合った研修提供

優れた教材の提供

優れた講師の提供

充実した研修設備

技術進歩への対応

その他

効果的な研修実施に重要なもの(%)
10203040506070

図8【ITエ ンジニア】学校で受けたIT教育(%)
020如6080

大 学

情報系専門学校

情報系高等専門学校

その他

学校でのπ教育は受けていない

無回答

100

口全 体(n=t296)■ ベンダー 企業(n=459)岱 ユーザー 企案(rv=elO)
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図9【ITエ ンジニア】年間学習時間(自 己負担)平 均値

(時間)

集合研修・社内

集合研修・外部

6ラーニング・CBT

eラーニング・WBT

通信講座

書籍・ビデオ教材等を使った学習

その他

0 50 100 150

ロ全体 ■ベンダー企業亘三≡璽

図10【ITエ ンジニア】学習の自己負担が困難な理由(%)
0

学習時間を作るのが難しい

学習のための費用を捻出するのが難しい

目的にあったコースが見当たらない

通える範囲に研修所等の学習提供場所がない

通える時間帯に学習提供施設がない

技術進展のスピードが速すぎて追いつかない

その他

20406080100

1ロ全 体(n=368)■ ベンダー企業(n=139)ロ ユーザー企 業(n=223)1

ま》柄 薗8ξお6ナる1『1'ξILンジξ=5ツ亨竃一.

図11【ITエ ンジニア】 自己負担による学習内容(%)

0204060

コンサルティング・業務 分析

システム設 計

ソフトウェアの 設計 ・開発 テスト

プロク"ラミンク.言語

乗 務知 識

プロシ'エクトマネシ'メント

システム運 用管理

OS

データへ'一ス

ネットワークアーキ予クチャ

Webア プリケーシ!ン

情報セキュリティ

モハ'イル技術

EC・ERP・SCM・CRM

πエンシ'ニア`ルグ専門 基礎 知識

ヒューマンスキル

π技術の インストラクション

外 国語 によるコミュニケーションスキル

特 定ベンダー製品知 識

ハソコン・OAリテラシー

情報処 理技 術者試 験対 策

外国 語に関す る資格取 得

無回答
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3.ITエ ン ジ ニ ア の ス キ ル 評 価

3.1企 業 に お け る取 り組 み

回答 企業 の うちベ ンダー企 業 の9割 弱,ユ

ーザ ー企 業で も4割 強 の企業がITエ ンジニアの

育 成 に経 営戦 略 を反 映 してい る。経営 戦略 に

基 づ いたITエ ンジニアの スキ ル育成 に先立 っ

て必要 なの は,ス キルの把 握,評 価 であ る。

(1)ス キ ル調査 の実施

自社 に所 属 す るITエ ンジニアの ス キル調 査

を実施 してい る企 業 は,ベ ンダー企 業76.2%,

ユ ーザ ー企 業265%で あ る。 この差 異 は,両

者 の業務 の違 いか ら当然 の こ と と思 われ る。

スキル調 査方法 では,業 種 によ らず,「 情報 処

理技術 者試験 」 「上司 評価」 「自己評価 」 が多

く採 用 されてい る。ベ ンダー企 業 は,顧 客で

あ るユ ーザー企 業 に対 して も分 か りや すい尺

度 であ る 「情報処理技術 者試験」 「ベ ンダー資

格」 な どを挙 げる傾向が見受 け られ る。「情報

処理技術 者試験 」 につ いて は,業 種 を問 わず

3位 以 内 に挙 が った ことか ら,ITエ ンジニ ア

のス キル評価 方法 として定着 してい る と思 わ

れ る。 ベ ンダー企 業 で,ユ ーザ ー企 業 よ り多

く実施 され てい る 「社 内資 格 ・評価制 度」 に

つ いて は,職 位 や等 級 を定 め る人事 制度 の一

環 と しての制度 か,年 功 や社 内 の ライ ンマ ネ

ジ メン ト能力 に関 わ らずITエ ンジニ アの スキ

ル評価 に特 化 した制度 か で,ス キル調査 方法

と しての位 置付 けは異 なるだろ う。(図12,図

13)

(2)キ ャ リアパス の設 定

自社 にお け るITエ ンジニ ア の計 画 的な育成

に有効 と思 わ れ るキ ャ リアパ ス につい て は,

ベ ンダー企業 の54.6%,ユ ーザ ■・・一一企 業の83.7%

で設定 されてい ない。ITエ ンジニ アの育成 が

経営 に直結 す るはず のベ ンダー企業 で も,キ

ャ リアパ ス を設 け る企 業 は決 して多 くな い。

ユ ーザ ー企 業 で は,従 業員 規模1,001人 以上

の企業 に多 い傾 向があ る。

キ ャ リアパ ス を設 定 しな い理 由 につ い て,

スキ ル調査 を積 極 的 に行 うベ ンダー企 業 にお

いて も 「ス キル測定が 困難」 「スキルの明示が

困難」 「スキル変化 が激 しく追随 困難i」が上位

に挙が った。 「ITエンジニ アの数 が少 ない」 を

第1の 理 由 とす るユ ーザ ー企 業 にお い て も,

この傾 向は変 わ らない。 これ は,ITサ ー ビス

に対 す るニ ーズの多様 化 によ り,複 雑 にな っ

たキ ャリアパ ス を描 き出す こ とが 困難 で あ る

こ とを示 してい る と思 わ れ る。 また,ITエ ン

ジニアの スキ ル評価 尺度,ス キル評価 方法 が

確 立 してい ない こ との表 れ と見 る こ ともで き

る。(図14)

3.21Tエ ン ジ ニ ア 個 人 の 取 り組 み

企業 が 自社 要員 のス キル評価 に苦慮 す る中,

ITエ ンジニア は 自分 自身の スキ ル を どの よ う

に把 握,評 価 してい るの か。

ITエ ンジニ ア 自 らが行 うス キル診 断 につ い

て,回 答 したITエ ンジニ アの うちベ ンダー企

業 に所 属 す るITエ ンジニ アの57.3%,ユ ーザ

ー企 業 の76 .0%は ス キル診 断 を行 ってい ない。

ベ ンダー企 業 に所 属す るITエ ンジニ アの方 が,

スキル把握 を積極 的 に行 ってい る。ス キル診

断 に利 用 す る尺度 につ い ては,業 種 に よ らず

「情報処 理技術 者試験 」 「仕事 で の実感 な どに

よる独 自判 断」 が特 に多 い。

ベ ン ダー企 業 で は,ユ ー ザ ー企 業 に比 べ

「社 内資格 ・評価 制度」 「ベ ンダー資格 」 の回

答が特 に多 い。「社内資格 ・評価 制度」がrrエ

ンジニ アのス キル把握方 法 と して有 効 か ど う

かは前 出の とお りであ るが,ITエ ンジニ ア 自

身が 自らのス キ ル把握 に役 立 ててい る とい う

こ とは,ベ ンダー企 業 で はrrエ ンジニ アのス

一32一



キル評価 に特 化 した社 内制度 が整 ってい る割

合 が高 い可能性 が あ る。 ス キル把握 の ための

専 門サ ー ビス であ る 「ス キル診 断 サ ー ビス」

は1割 に満 た ない。(図15)

ITエ ンジニ アが ス キル診 断尺度 に求 め る要

件 は,現 在担 当す るプ ロジェ ク トの成果 な ど

実務 の評 価 に向 くこ と,社 内のみ な らず社 外

で もア ピー ルで きる こ と,ゆ え に客観 性 が高

い こ とな どが考 え られ る。 しか し,最 も良 く

利 用 され てい る 「情報 処理技 術者 試験」 で は,

業種 を問 わず利用者 の7割 以上 が 「実務 の評価

に向 かない」 と回答 して いる。ベ ンダー企 業

で特 に利 用 され てい る 「ベ ン ダー資格 」 は,

該 当製 品 を業務 で使用 してい る場 合 は実務 的

と も言 え ようが,3割 以上 が 「実務 の評価 に向

か な い」 と回答 し,無 回答 を除 き最 も多 い。

「社 内資格 ・評価 制度」 で は,6割 以 上が 「社

外 ・一般 で通用 しない」 と し,「 独 自判 断」 は,

当然 の ことなが ら7割 前 後が 「客観性 が な い」

と して いる。 「ス キ ル診 断サ ー ビス」 は,「 実

務 の評価 に向か な い」 をは じめ と してやや意

び・勲 櫟 お睦紺 工ン煕 露驚繍蹴 イ

見 の分 かれ た感 が あ るが,利 用 者 も他 の方 法

に比べ て極 端 に少 な く,そ の要 因か ら検 討 す

る必 要が あろ う。(図16)

以上 か ら,ベ ンダー企業 のITエ ンジニ アに

おい て も自らの スキ ル把 握 ・評 価 に積極 的で

あ る とはい い難 く,既 存 の診 断 ツール につい

て も問題 点が あ る こ とが分 か った。企 業 の調

査 結 果 同様,ITエ ンジニ アのス キル評価 尺度,

ス キル評価 方法 が確立 してい ない現 状 が見 て

取 れ る結 果 となっ た。 更 に,自 らの スキル把

握 ・評価,す なわ ち,ITエ ンジニ ア と しての

自らの市 場価値 を知 る手立 てが な く,か つ現

状 の職場 にお いて さえ将来 の キ ャ リアパ スが

描 けな い とい う状 況 は,ITエ ンジニ ア個 々人

に とって も,わ が 国 の情 報サ ー ビス産業 に と

って も望 ま しい状 況で は ない 。当調査 結果 は,

前 出の よ うなITエ ンジニ ア育成 上 の問題 解 決

の糸 口 と して,IT市 場 全般 で通 用す るITエ ン

ジニ アのス キル評価尺 度,方 法 を確 立 す る こ

との重 要性 を示唆 してい る。
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図12【企業】経営戦略の反映
OS20man6〔 為

全体(N=611)

ベンダー金集(Nニ185)

ユーザー全集(N=411>

i・ 反映・て・る

■ 反 映 し て い な い

し」.__...・ 一_^,.-

路 100x

。やや斑亘 てこ、云'助 ま張 映してなこ・

ロ※回答

28

61

92

図13【 企業】スキル鯛査方法
o

社内資格・評価制度

累 積

上司評価

自己評価

研修受講実績

情報処理技術者賦験

ベンダー資格

rr以外の資格

その他

10 2030 40 5060 70SO

】業企【14図

難題勅醐勒ス

難国防追"激が化変ルキス

難題励帰耕

難題勧般畝ゆ聞村人

明不が果効施実

商物極力聞手

いな少が数のアニジンエπ

他のぞ

キャリアパスを設定しない理由(%)
0102030405060

図15【ITエ ンジニア】スキル診断に利用する尺度(%)
020406080100

情報処理技術者試験

ベンダー資格

その他の試験

スキル診断サービス

社内資格・評価制度

仕事での実感等による独自判断

業務経歴による評価

その他

無回答

一34一

ロ全 体(n=358)■ ベ ンダ ー企 業(n=184)Nユ ー ザ ー企 業(fi=173)



図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

a.「情報処理技術者試験」

客観性がない

社外・一般で通用しない

知憧の評価に向かない

実務の評価に向かない

自分のスキルレベルと合わない

無回答

0102030405060708090100
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図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

e、「社内資格 ・評価制度」

客観性がない

社外・一般で通用しない

知識の評価に向かない

実務の評価に向かない

自分のスキルレベルと合わない

無回答

0102030405060708090100

書屋ー

{毛～
-

}}§

[--D-k..体(n・1・・)』竺 ンダー企業1・・72)Nユ ー竺 企業(・・砺

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

b.「ベンダー資格」

客観性がない

社外・一般で通用しない

知識の評価に向かない

実務の評価に向かない

自分のスキルレベルと合わない

無回答

0102030405060708090100

8ヌ‖

口全 体(n=115)■ ベンダー 企業(n;69)Nユ ー ザー企 業(n=46)

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

f,「仕事での実感等による独自判断」

客観性がない

社外・一般で通用しない

知識の評価に向かない

実務の評価に向かない

自分のスキルレベルと合わない

無回答

0102030405060708090100

ロ全 体(n=222)nベ ンダー企 業(n=100)団 ユー ザー企 業(n=122)

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

c.「その他の試験」

客観性がない

社外・一般で通用しない

0102030405060708090100

知識・酬 ・向・な・ §

20実務 の評価 に向か ない

27.3

15自分 のスキル レベル と合わない

18.2

無 回答77 .8

ロ全 体(n=20)■ ベンダー企 業(n=9)ロ ユ ーザー企 婁(n=10

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

g.「業務経歴(内 容や年数による評価)」

0102030405060708090100

客観性がない

社外・一般で通用しない

知歯の評価に向かない

実務の評価に向かない

自分のスキルレベルと合わない

無回答

口全 体(n=t39)ロ ベンダー 企集(n=6S)団 ユーザ ー企業(n=71)

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

d.「スキル診断サービス」

客観性がない

社外・一般で通用しない

知識の評価に向かない

実務の評価に向かない

0102030405060708090喜00

自分のスキル凶 ・と合わな・1

無回答

1手

口全 体(n=27)■ ベンダー 企業(n=t7)ロ ユーザー 企業(n=10)

図16ス キル診断尺度利用上の問題点(%)

h.「その他」

客観性がない

社外・一般で通用しない

畑原の評価に向かない

実務の評価に向かない

0102030405060

57.1

自分・・キルレベルと合わな・1

無回答

708090100

ロ全 体(r}`"11)■ ベジダー企 業(n=4)ロ ユー ザー企 集(n=7)
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4.調 査 概 要

4.1実 施 概 要

(1)実 施時期

2001年11月 ～2002年1月

(2)実 施方法

郵送方式 に よるア ンケー ト調査

(3)調 査対 象お よび 回収状 況

① 企 業

対 象:(財)日 本情 報処 理 開発協 会 の賛助

会員企業 お よび(社)情 報サ ー ビス産業協

会会員企 業,帝 国デ ー タバ ンク調べ で情報

シス テ ム部 門 を有 す る企 業,当 協 会 で調

査 ・整 理 してい る企業 の情報 システム部 門

(社 内 システム担 当部署)ま たは社 内の情 報

化人材育 成 を担 当 してい る部 門

回収 数/発 送 数:616/2,310件(回 収 率

26.6%)

②ITエ ンジニ ア個 人

対 象:同 上企 業 に所 属す るITエ ンジニ ア

回収数/発 送 数:1,305/6,930件(回 収 率

18.8%)

③教 育事業者

対 象:IT人 材 育 成事 業 者協 議 会(ITTVC)

に よるITエ ンジニ アの育 成事業 を行 う事 業

者 リス ト

回収数/発 送数:48/171件(回 収率28.1%)

(4)主 な調査 項 目

① わが国 にお けるITエ ンジニ アの育 成環境

◆企業における経営戦略とITエンジニア育成経営戦略の

反映/人 材育成戦略上,影 響度の高い要因/研 修方

針検討上,影 響度の高い要因/研 修方針検討時の方

策/研 修方針検討上の問題点

育成投資額/昨 年度と比較した育成投資額増減/rr

エンジニア一人辺 りの研修受講日数/研 修形態/e

ラーニングの効果/eラ 一二ング実施しない理由/

orr実 施上の課題/講 師 ・インストラクター調達方

法/研 修受講に対する支援/社 内研修の評価/外 部

研修機関の利用/効 果的な研修実施に重要なもの

◆ITエ ン ジ ニ ア の 学 習 環 境

会社提供の研修形態/実 際に学習 した形態/年 間学

習時間/自 己負担費用額/eラ ーニングの効果/eラ

ーニング実施 しない理由

過去1年 に行 った学習内容/学 習のきっかけ/今 後

学習 したいと思われるもの

目標スキルを設定 した研修の有無/会 社から与えら

れた目標スキルの有無/目 標スキルと研修内容/達

成度評価/達 成評価の反映

職場環境/自 己負担で行 う学習の問題点/外 部研修

機関に期待するサービス/自 己負担 しない理由/自

己負担が困難な理由

スキル診断の実施有無/ス キル診断に利用する尺

度/ス キル診断の問題点/キ ャリアパスの明示/会

社のキャリアパス/会 社の評価点

◆ 教 育 事 業 者 の役 割

提供研修形態/売 上高の高い形態/今 後拡大 したい

形態/昨 年一年間の研修提供数/集 合研修実施 日

時/研 修期間/提 供研修内容/外 部調達研修の状

況/ニ ーズ把握方法/外 部の講師 ・インス トラクタ
ー選定基準/社 内の講師 ・インス トラクター育成/

研修の改訂状況/研 修評価方法/受 講効果を確実に

するために重視するもの/ス キルレベルに基づいた

研修体系

②ITエ ン ジ ニ ア の ス キ ル 評 価

キャリアパスの有無/キ ャリアパス見直 しサイク

ル/ス キルの判断基準/キ ャリア転換/キ ャリアパ

ス設定 しない理由/ス キル調査実施有無/ス キル調

査実施サイクル/ス キル調査方法/ス キル調査結果

活用有無/ス キル調査結果活用内容/ス キル調査実

施 しない理由

③ITエ ン ジ ニ ア に求 め られ るス キ ル

戦略上重視するスキル/現 状不足 しているスキル/

社内研修を実施 して育成 しているスキル/外 部研修

機関を利用 して育成 しているスキル
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わが国におけるITエ ンジニア育成の現状

4.2回 答属 性

(1)企 業

回答企業の内訳

0%10%

全 体(N=611)

20% 30% 40%50%60%70%80% 90%100%

ロ無回答

00

■ベンダー企業 ∋ 口

(2)ITエ ンジニ ア

主要担 当業務

担当業務
回答率(%)

全 体 ベ ン ダー 企 業 ユ ー ザ ー 企 業

ITコ ンサ ル テ ィ ン グ 7.9 7.4 8.4

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ジ メ ン ト 16.8 22.2 14.0

ITス ペ シ ャ リス ト(高 度) 4.3 7.6 2.6

ITス ペ シ ャ リス ト(中 堅) 30.9 29.2 32.1

プロダクト開発 45 5.7 4.0

保 守 ・運 用 サ ー ビス 19.4 12.4 22.6

ITセ ー ル ス 及 び マ ー ケ テ ィ ン グ 05 15 0.0

研修 2.6 4.6 1.6

プ ロ グ ラマ 6.3 3.5 7.9

その他 3.8 3.9 3.5

無回答 2.9 2.0 35

計 100.0 100.0 100.0

回答件数 1,296 459 810

(3)教 育事業者

回答事業者内訳 全体(n=48)、%

ロITハードウエア・ソフトウェアメーカ

園ITハードウェア・ソフトウェアメーカの子会社 ・関連会社

ロITサービス企業

■ITサービス企業の子会社・関連会社

口その他の企業

口その他の企業の子会社・関連会社

■学校法人

■学校法人の子会社・関連会社

ロその他の独立した教育企業

■その他

日無回答

● 当 調 査 の 詳 細 、 内容 に 関 す る お 問 い 合 わ せ ば下 記 に お願 い い た し ます 。

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会 情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ン ター 調 査 部 調 査 課

URL:http://www.jitec.jp/1_18research/reser』1.html

Tel:03-5531-0172
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1.理 事 会 の 開 催

(1)平 成14年6月13日(木)に 平 成14年 度 第1

回理事 会 が 開催 され,次 の議 案 が審 議 ・承

認 され ま した。

・平成13年 度事業 報告 書 につ いて

・平 成13年 度収 支計 算 書 ,正 味 財 産増 減 計

算 書,貸 借 対 照 表 お よび財 産 目録 につい

て

・平 成14年 度収支予 算 の変更 につい て

・平 成14年 度 補助 金 の受 入 れ お よび これ に

伴 う補助 事業 の実施 につ いて

・評議 員 の選任 につ いて

(2)平 成14年8月9日(金)に 平成14年 度 第2回

理 事 会が 開催 され,次 の議 案 が審議 ・承認

され ま した。

・役員 の人事 につ い て(専 務 理事 お よび常

務理事 の互選)

・顧 問の推 薦 につ いて

・評 議員 の選任 につ いて

2.評 議 員会 の 開催

(1)平 成14年6月13日(木)に 平成14年 度第1

回評議員会が開催 され,次 の議案が審議 ・

承認 されました。

・平成14年 度収支予算の変更 について

・平成14年 度補助金の受入れお よびこれに

伴 う補助事業の実施について

・理事 の選任 につ いて

(2)平 成14年8月9日(金)に 平 成14年 度 第2回

評議 員会 が 開催 され,次 の議 案 が審議 ・承認

され ま した。

・理事 の選任 につ いて

【計 報】(敬 称 略)

14.10.2森 口繁 一(元 理事)

・情 報 セキュリティ部 一 一 ・

1.情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン トシ

ス テ ム(ISMS)適 合 性 評 価 制 度 の

本 格運 用

平成14年4月 か ら 「ISMS適 合性評価 制度

(以下,ISMS制 度 とい う)」 の本格運用が 開

始 されま した。平成13年 度のISMSパ イロ ッ

ト事業では,情 報処理サービス業 に限定 して

いま したが,ISMSの 導入 は一般企業 に も適

用 されるマネジメン トシステムを確立するこ

とが可能であるため,本 格運用では,適 用業

種 を全産業分野に拡大 しました。当面,情 報

処理サービスなど情報技術関連分野 とそれ以

外の業種 に区分 して審査 ・登録 を行 ってい き

ます。将来 はISO9000や14000シ リーズなど他

のマネジメン トシステムとの整合性 を確保 し

てい くため,「 経済活動 に関する統計 的分類

基準」(NACERev.1)に 基づ く39の業種 ・業

務区分を適用す る予定です。また,本 年4月1
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日には,ISMS制 度 に係 る基準 ・規 程 ・手 順

等 のVer.1.0を 公 表す る とと もに,本 格 運用 ス

ター ト後 は,審 査 登 録機 関 の認 定 だけで な く

新 た に審 査員研 修機 関 の認定 を開始 したほか,

審 査員 に資格 を与 える審査 員評 価登 録機 関 を

設 置 しま した。ISMS制 度 は,組 織 が構 築 し

たISMSが 認 証 基 準 に適 合 して い るか 審査 し

登 録 す る 「審 査 登録 機 関」,そ の審 査 員 にな

るため に必 要 な研 修 を実施 す る 「審査員研 修

機 関」 及 び審査 員 の資 格 を付 与 す る 「審査員

図11SMS制 度の運用体制

言㌫ 司

㌣ 」
識 望粥 〕

今後は審査登録機 関等の認定や審査員の育

成 ・整備 などを進めてい き,制 度の総合的な

運用基盤 を確立 ・維持 してい く方針です。

評価 登録 機 関」 そ して これ らの機 関が その業

務 を行 う能力 を備 えてい るか を見 る 「認 定機

関(JIPDEC)」 か ら構成 され る総合 的 な仕組

みです 。(図1を 参 照)平 成14年10月 末 時点 で,

「審査 登録 機 関」 は,4機 関が認 定 されてお り,

認定 審査 中が3機 関で す 。 「審 査 員研 修 機 関」

は,5機 関が 認定 され てお り,認 定 審査 中が2

機 関です 。 いず れ も認定 後 はWebで 公 開 しま

した(http:〃www.isms.jipdec.or.jp/)。

審査員希望者

購

また,ISMS認 証取 得事 業者 につい て も8月

か ら川頁次Webで 公表 されてお り,10月 末 時 点

で は,46事 業者 となっ てい ます 。 なお,月 別

認証取 得事業 者 は,図2に 示 す通 りです 。

図2月 別ISMS認 証取得事業者数 ・累計

50
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如
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10

0
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本 制 度 の 普 及活 動 と して,日 経BP製 品技

術 研 究 セ ン ター とJIPDECの 後 援 に よる 「情

報 セ キ ュ リ テ ィマ ネ ジ メ ン トフ ォー ラ ム

(ISMSの 活 用 とコーポ レー トガバ ナ ンス(企

業 統 治)の 実 現 向 け て)」 を開催 しま した。

本 フ ォー ラムで は,情 報 セ キュ リテ ィ政策 に

関す る最 新動 向 や,情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネジ

メ ン トの 国内外 の取 り組 み 状 況等 につ い て,

情報 セ キュ リテ ィに著 名 な専 門家 の方 々 をお

招 き しご講演 頂 きま した。

本 フ ォー ラムの実 施 内容 は,以 下 の通 りで

す。

日 時:平 成14年5月23日(木)12:45～

17:30

会 場:日 経 ホ ール

参加 者:541名

プ ログ ラム:

基調講演

「最 近 の情報 セ キュ リテ ィ政策」

経 済産業省 商務 情報 政策 局情報 セキュリティ

政 策室 室 長 大 野秀敏 氏

譜 演

fiSMS適 合性評価 制度の実施状 況と今後の展望 」

財団法人日本情報処理開発協会情報セキュリティ部

ISMS制 度 推進 室 室 長 高取敏 夫

「ISMS:ITガ バ ナ ンス を指 向 して」

KPMGビ ジ ネ ス ア シ ュ ア ラ ンス株 式 会 社

IRM事 業部 マ ネー ジャー 山本 直樹 氏

「ISMSの 組み合 わせ型 審査 」

日本 検査 キ ューエ イ株式 会社 審査 本部 理

事 審査員 三次太 久實氏

「企業経 営 と情 報セ キュ リテ ィマ ネジ メ ン ト

～情報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジメ ン トの本質 を

考 える～」

デ トロ イ トトウシュ トーマ ツ エ ンター プラ

イズ リス クサ ー ビス部 シニ アマ ネー ジ ャー

丸 山満彦 氏

「経営 と情 報 セ キ ュ リテ ィ～適 合性 評 価 制 度

の戦略 的活 用 ～」

財 団法 人 日本 品質保証 機構IT事 業 部 参 与

吉 田健 一郎氏

「海外 の最新 動 向 と情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネジ

メ ン ト実践 の ポイ ン ト」

株 式 会社 イ ン ター リス ク総 研 情 報 通 信 部

主任研 究 員博士 藤本 正代氏

さ らに,情 報化 月 間記 念行事 と して,経 済

産業 省 とJIPDECの 主 催 に よ る 「情 報 セ キ ュ

リテ ィシ ンポ ジウム」 を開催 しま した。

本 シ ンポ ジ ウムで は,情 報 セキ ュ リテ ィ政

策 にお け るマ ネジメ ン トの重要性 や情 報 セキ

ュ リテ ィ ・プ ライバ シーマ ネジ メ ン トについ

ての各論 点(経 営 責任論,リ ス クマ ネジ メ ン

ト論,コ ンテ ンツ論,制 度論,法 的責 任論等)

につ いて,情 報 セ キュ リテ ィに著 名 な専 門家

の方 々 をお招 きしご講演頂 きま した。

本 シ ンポ ジ ウムの実施 内容 は,以 下の通 り

です。

日 時:平 成14年10月1日(火)10:00～

16:00

会 場:東 京 全 日空 ホ テル

参加 者:406名

プ ログラム:

基調 講演

「情 報 セ キ ュ リテ ィ政 策一 マ ネジ メ ン トの普

及 に向けて一 」

経済 産業省 商務情 報政策 局情報 セキュリティ

政策 室 室 長 大 野秀敏氏

譜演

「企 業経 営 にお け る情 報 セ キ ュ リテ ィ ・プ ラ

イバ シーマ ネジメ ン トの重要性」

監査 法人 トーマ ツ エ ンター プ ライズ リス

クサ ー ビス部 シニ アマ ネー ジ ャー
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丸 山満彦氏

「情 報 リス クに対 す る リス クマ ネ ジメ ン トシ

ステ ムの有効性」

明 治大 学 商 学 部 教 授 シス テ ム 監 査 学 会

常任 理事 森宮康 氏

「情 報 セキ ュ リテ ィ対策 評価 の手 法」

財 団法 人 日本情報 処理 開発協 会電 子商取 引

推 進協 議 会 主 席研究 員 重松 孝 明

「情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン トを支 え る

ISMS制 度」

財団法人日本情報処理開発協会情報セキュリティ部

ISMS制 度推 進室 室長 高取敏 夫

「情報 セ キ ュ リテ ィ ・プ ラ イバ シ ーマ ネ ジメ

ン トの法的責任 論」

稲 垣 隆一法律 事務 所弁 護士 日本 弁護士 連

合 会 コ ンピュー タ研 究 会委員 稲垣 隆一氏

平 成14年9月 に,「ISMSに 関す る 国際動 向

と取 り組 みの実 際」 の調 査 レポー トを と りま

とめ ま した。ご希 望 の方 は情 報 セ キ ュ リテ ィ

部ISMS制 度推 進室(Tel:03.3432.9386)ま で

お 問い合 わせ くだ さい。 なお ホームペ ー ジ上

(http:〃www.isms.jipdec.or.jp/)で も公 開 して

い ます 。ISMSに 関す る各 国 の動 き と取 り組

み状 況が まとめ られ てい ます。

また,ISMS制 度 の導 入 は,情 報 サ ー ビス

な どIT業 種 だけで な く,特 に個 人情報 の保 護

が重 要 とな る通 信 や 医療,金 融 な どの ほか,

機械 ・建 設,自 動車 な どで も関心 が高 くなっ

てい ます。現 在 は大企 業 での取 り組 み が 目立

ちます が,将 来 は 中小企 業 に も普及 してい き,

日本全体 の セキ ュ リテ ィ レベ ルの底上 げ につ

なが る と期待 してい ます 。

2.リ ス ク マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム の あ

り方 に 関 す る 調 査 ・研 究

今 日,情 報 システムの セキ ュ リテ ィ確 保が

重 要 な課 題 とな って い ます。 情報 システムの

セキ ュ リテ ィに関す る種 々の問題 は,情 報 シ

ステ ム に内在 す る リス クが顕在 化す る こ とに

よって発 生す る こ とは よ く知 られて いる こ と

です が,セ キ ュ リテ ィ対策 を実施 す るため に

は リス クの存 在 を明 らか にす る こ とが必要 で

す 。そ の上 で,リ ス ク顕 在化 の可能性 と顕 在

化 した場 合の損 害の程 度 を正確 に分析す るこ

とが最 適 なセ キュ リテ ィ対策 に結 びつ くこ と

か ら,こ れ ら一連 の リス クマ ネジメ ン トの重

要性 が認識 され てい ます 。

当協 会 で は,平 成12年 よ り情報 システ ムに

関す る リス ク分析 手法 を含 む リス クマ ネ ジ メ

ン トシス テ ムの あ り方 につ い て,「 リス クマ

ネ ジ メ ン ト委 員 会」(委 員 長 森宮 康 明

治大学 商学 部教授)を 設置 して調査 ・研 究 を

進 め て き ま した。 そ の結 果,情 報 システムの

計画,開 発,運 用,レ ビュー,改 善 の ア クシ

ョンに至 るマ ネジメ ン トサ イクル全般 につ い

て考慮 した 「JIPDECリ ス クマ ネ ジメ ン トシス

テム(JRMS)」 を提 案す るこ とが で きま した。

JRMSの 枠組 み は,2001年 に制定 され た「リス

クマ ネ ジ メン トシス テム構 築の ための指 針:

JISQ2001」 に準 じてお り,特 に リス クの特 定,

リス クの原 因究 明 ・影 響 分析 に焦点 を当 て
,

そ のため の質問項 目を充実 させ てい ます。本

年度 は,「 リス ク対 策検 討 委 員 会」(委 員 長

森宮 康 明治 大学 商学部教授)を 設 置 して,

平 成13年 度 に確 立 したJRMSの 実用 性 を確 認

し実用性 のあ るシス テム とす る ための検討 を

行 ってい ます 。手始 め に,大 手 製造業 をモデ

ル企 業 とす る実証 実験 を行 い ま した。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補助
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金 を受 けて実 施 してお ります.

3.シ ス テ ム 監 査 に 関 す る 調 査 ・研 究

現在,経 済産業 省で は 「情 報セ キ ュ リテ ィ

監査研 究 会」 を設置 して セキ ュ リテ ィ監査 に

関 す る在 り方につい て検 討 を開始 してい ます 。

これ に 先駆 け,当 協 会 で は平 成13年 度 末 に

「システム監査 基準検 討委 員会」(委 員 長 鳥

居 壮行 駿 河台 大学 文化 情 報学部教授)を 設

置 して シス テム監査 の在 り方 につ い て検 討 し,

その結果 を 「システム監査 基準 改訂 にかか る

提 、引 と して取 りま とめ経 済 産業省 に提 出 し

ま した。 その経緯 か ら,同 研 究会 にシステ ム

監査 基準検 討委 員会 か ら も複 数 名が参画 して

検 討 に協 力 して い ます。

また 本 年 も引 き続 き同委 員 会 を設 置 し,

基準 改i∫の参考 とす べ く,「 シス テ ム監査 普

及状 況 調査 」(隔 年で 実施)を 行 うため に質

問項 目の見 直 し等 を行 い,そ の結 果,平 成14

年10月 末 に コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ 事 業 体 約

4,000社 に対 してア ンケー トを発 送 しま した。

更 に,シ ステ ム監査 を業 とす る企 業 が 「シ

ステム監査企 業 台帳」 登録 申請 に際 し,必 要

とす る様 式等 を掲載 した 「シス テム監査 企業

台 帳 に関す る規 則」 をWeb上 で周知 しま した。

なお,こ の規則 に基づ き,台 帳 申告書 の受付

を6月1日 か ら30日 まで の1か 月 間行 い,規 則

に基 づ きシステ ム監査 企業74社 よ り提 出 され

た 「申告書 別紙」を 「シス テム監査企 業台帳」

と して と りま とめ,Web化 して当協 会 の ホー

ムペ ー ジ(http:〃www.jipdec.jp/security/daityo/

listhtml)で 公 開 し,台 帳 制度 の普 及 ・フ ォ

ロー ア ップ を行 い ま した。

なお,本 事 業 は,日 本 自転車 振興 会 の補 助

金 を受 けて実 施 してお ります。

4.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

プラ イバ シーマ ー ク制 度 に基 づ く認 定事 業

者 は,平 成14年10月 末 日現 在 で437社 とな っ

て い ます。 平成10年 度 か らの年度 別認定 数 は,

55社(10年 度),74社(ll年 度),96社(12年

度),120社(13年 度),92社(14年10月 末 日)

と年 々増 加傾 向 にあ り,業 種 につ いて も本 年

度新 た に4業 種 が加 わ り31業 種 と拡 大 してい

ます(グ ラ フ参照)。
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今 日,Webサ イ トを活用 した個 人情報 の取

扱 いが盛 んですが,反 面,個 人情 報がWeb上

に曝 され る等 の事 件 が頻発 してい ます。 この

よ うな こ とか ら,ネ ッ ト上 の個 人情 報保護 も

重要 なテ ーマ とな ってお り,プ ライバ シーマ

ー クの認 定 にお いて もWebサ イ トの安 全性 の

確保 は重 要 な審査 要件 と して い ます。 諸外 国

にお い て もこの ような考 え方 にた ってWebサ

イ トにお ける個 人情報 の安全性 確保 な どの保

護措 置 につ いて,適 切性 を認定 す る プラ イバ

シーマ ー ク制 度 の よ うな システ ムが運用 され

てい ます 。

イン ター ネ ッ トのWebサ イ トは,世 界 各地

か ら自由に アクセスす る こ とが可 能 なため に,

個 人情 報の保 護 につい ては 国境 を超 えた取 組

み が必 要 と考 え られて い ます。 その ため,プ

ラ イバ シーマ ー ク制度 と同様 な他 国 の システ

ム と協 調 して個 人情報 の保護 を図 るマ ー クの

相互承 認制度 を推 進 してい ます。既 に,米 国

BBBOnlineと は平 成13年6月 に相 互承 認 の 制
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度 をス ター トさせ てい ます。相 互承認 制度 を

ア ジア諸 国 に拡 大す るこ と と し,シ ンガポー

ル,韓 国 との 間で相互 承認 に向 けた作 業 を開

始 す る ため のMOU(了 解事 項 覚 書)を 取 り

交 わ して推 進 して き ま した。 その結 果,平 成

14年9月 にKAIT(韓 国情報 通信 産業協 会)の

ePRIVACYシ ステム との 問で相互 承認 の契 約

を締 結 す るこ とが で きま した。 シ ンガ ポール

とは引 き続 き検討作 業 を進 め る予 定です 。

なお,プ ラ イバ シーマ ー ク制度 の運用状 況

等 に関す る最新 の状況 につ いて は,当 協 会 の

ホ ームペ ー ジ(http://privacymark.jp/)を ご覧

下 さ い 。

5.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急 対

応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCで は国内 のサ イ トに関す るコ ン

ピュー タセキ ュ リテ ィイ ンシデ ン トの報告 を

受 け,そ の情 報 か ら技術 的 な対 応策 を検討 し,

関連す るサ イ トへ の連絡 あ るい は情報 交換 を

行 なってい ます。最 新 の と りま とめ で平成14

年 度 の上 半期(4月 ～9月)は643件 の報 告 を

受領 しま した。

3000

2000

1000

OH8(H810以 降)HIO

受 領 した イ ン シデ ン ト報 告 は四 半 期 毎 の

「活動 概 要」 で傾 向等 を と りま とめ て い ます 。

侵 入 の原因 とな る脆弱 性 の他,ス キ ャ ン ・そ

の他不審 なア クセ ス に関 して は,報 告 の多 い

ポー トについ て列挙 して あ ります の でセ キュ

リテ ィ対策 の ご参考 に是非 ご覧下 さい。

JPCERT/CCで は イ ンシデ ン ト報 告 あるい は

信頼 で きるセ キュ リテ ィ情報 を分析 し,際 立

った事象 につ いては 「注 意喚起」 や 「緊急 報

告」 の アラー トを作成 してJPCERT/CCの ホー

ムペー ジに掲 載 してい ます。 また,メ ー リン

HllH12H13H14(4月 一9月)

グ リス トを通 して 「JPCERT/CCレ ポ ー ト」 を

毎 週 発 信 し て い ま す 。 内 容 はCERT/CCや

CIACな どセ キ ュ リテ ィ関 係 諸 機 関 の 情 報 を

整 理 して お ります の で,セ キ ュ リ テ ィ情 報 選

択 の 目安 と して お 使 い 下 さい 。 メ ー リ ング リ

ス トで は レ ポ ー トの 他 に,上 記 公 開 文 書 や

CERTICCAdvisory発 行 の お 知 らせ な ど も発

信 し て い ま す(http:〃www.jpcert.or.jp/

announce.html)。

啓 発 活 動 と して は,引 き続 き公 共 性 の 高 い

外 部 セ ミナ ー に講 師 を派 遣 して い ます 。 今 年
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も12月 に はInternetWeek2001で セ ミナ ー と

BOFを 主 催 い た し ます 。 今 後 も コ ン ピ ュ ー タ

セ キ ュ リテ ィ イ ン シ デ ン トの予 防 に つ い て ご

理 解 を得 るべ く活 動 して い く予 定 で す 。 また,

ア ジ ア太 平 洋 地 域 の 各 国 同 種 機 関 との 連 携 に

も力 を注 い で お ります 。

JPCERT/CCの 活 動 状 況 や,コ ン ピュ ー タセ

キ ュ リ テ ィ イ ン シ デ ン トに 関 す る 最 新 の 技 術

情 報 に 関 して は,ホ ー ム ペ ー ジ(http://www.

jpcert.or.jp/)を 活 用 して 随 時 発 信 して い き ま

す の で ご利 用 くだ さい 。

調査部

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 に 関 す

る調 査研 究

本事業 は,ユ ーザーニーズに応 えた情報通

信サー ビスの在 り方 について検討することを

目的に しています。

本年度は,東 京工業大学大学院の今田高俊

教授 を委員長 として設置 した委員会において,

ブロー ドバ ン ド通信 の普及が特 に中小企業 に

及ぼす影響,ま た普及 にあたっての障害等 に

ついての現状 について調査する とともに,現

在総務省で進め られている電気通信事業規制

の根本的見直 しが,ブ ロー ドバ ン ドの活用 を

中心 とした新 しいサー ビスの開発や提供 を阻

害することにならない よう,そ のあるべ き方

向性 について検討する予定です。

なお,本 事業 は,日 本 自転車振興会の補助

金を受けて実施 してお ります。

2.情 報化 白書2003年 版 の編 集企 画 を策

定

2003年 版 の編纂に向けて,「 情報化 白書編

集専 門委員会」(主 査:廣 松毅東京大学教授)

を2回 開催,総 論 テ ーマ と骨f,各 論 の構 成

内容等 の検 討 を行 い ま した。 これ に基づ く編

集計 画 案 を 「情報 化 白書 編 集委 員 会」(委 員

長:石 井威望 東 京 大学 名誉教授)に お いて審

議 し,指 摘事 項,ご 意 見 を踏 まえて原稿 を作

成 す る こと と して執筆 活動 を開始 しま した。

2003年 版 の総論 は,「 社会 資 産 と しての情

報 活用 ～e-Japanの 実現 に向 けて」(仮 題)を

テーマ に考 えてお ります 。個 人,企 業 ・組織,

自治 体,国 家 な ど,種 々の主体 が作成 ・管理

す る価 値 あ る情 報資 産の公 共的側 面 に着 目 し

て広義 の社 会資 産 と捉 え,い か に して社 会全

体 で活 用 して い くか につ いて考察 します 。そ

こには,イ ンフラ整 備が先 行 しが ちなe-Japan

構想 をコ ンテ ンツ活性 化で実態 の伴 う もの と

した い,社 会全体 で情報 の活 用 を図 るこ とで

実践 面 でのe-Japanの 実 現 を 目指 そ うとい う意

図 も込 め られ てお ります。

また,各 論 は,前 年版 の基本構 成 を継 承 し

つ つ,章 の新設 や合併 等,実 勢 を踏 まえた見

直 しを図 ってい ます。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補助

金 を受 け て実施 してお ります。

3.lnformatizationWhitePaper2002

Editionを 発 刊

情 報化 白書2002年 版 の一部 を抜 粋 して英訳

した英 文 白書 「lnformatizationWhitePaper

2002」 を9月 に刊 行 しま した。 わ が 国情 報化

動 向の海外 向 け紹 介資料 と して ご利 用 い ただ

くことを 目的 に編纂 して お り,総 論 「IT生活

の新 世紀 ～ブ ロー ドバ ン ドとユ ビキ タス時代

を迎 えて」全 文 の ほか,産 業情 報化,イ ン タ

ー ネ ッ トビジネス
,コ ンテ ンツビジ ネス,情

報化 を支 える基盤 産業,情 報化 関連 政策 と法

制度,情 報処 理技術 者試験 の状 況,統 計 デー
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タで構 成 してい ます。約100ペ ー ジ,6,000円

(税 別)で 当協 会,政 府刊 行 物 セ ン ター等 で

頒布 してい ます。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補 助

金 を受 け て実施 してお ります。

4.主 要 国 に お け る 情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

欧 州 連 合 に つ い て 次 の 調 査 を行 い ま した 。

2002年5月,欧 州 委 員 会 情 報 社 会 総 局

(InformationSocietyDirectorate-General)は

「eEurope2005ア ク シ ョ ンプ ラ ン」 を発 表 し

ま した 。eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ン は,

2000年6月 に フ ェ イ ラ 欧 州 理 事 会(European

Council)で 承 認 され たeEurope2002ア ク シ ョ

ン ・プ ラ ン を継 承 す る もの で あ り,2003年 か

ら2005年 まで の 間 を対 象 と して い ます 。

eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ンで は,2005

年 ま で に,① 先 進 的 な オ ン ラ イ ン公 共 サ ー ビ

ス(電 子 政 府(e-Govemment),電 子 学 習(e-

Leaming)サ ー ビス,電 子 保 健(e-Health)サ

ー ビ ス)
,② 活 力 の 高 い 電 子 ビ ジ ネ ス(e-

Business)環 境 ③ セ キ ュ リテ ィの 高 い 情 報

イ ン フ ラ ス トラ クチ ャの 開発,④ 低 価 格 の ブ

ロ ー ドバ ン ド ・ア ク セ ス の 広 範 な 普 及 を実 現

す る こ と を 目標 と して い ま す 。

eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ンの 具 体 的 な

目標 と して は 「2005年 まで に,加 盟 諸 国 はす

べ て の 公 的 機 関 を ブ ロ ー ドバ ン ドで 接 続 す る

こ と を 目指 す 。」,「2005年 末 ま で に,加 盟 諸

国 は,全 て の 学 校 が,ブ ロ ー ドバ ン ド接 続 を

通 じて イ ン ター ネ ッ トに ア ク セ ス で き る よ う

にす る。」,「2003年 半 ば まで に,サ イバ ー ・

セ キ ュ リ テ ィ ・タ ス ク フ ォ ー ス(CSTF)を

始 動 させ る。」 等 が 掲 げ られ て い ます 。

な お,本 事 業 は,日 本 自転 車 振 興 会 の 補 助

金 を受 けて実施 してお ります。

5.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

2002年4月28日 か ら5月2日 まで,ド イツ連

邦 共和 国の ボ ンで,第14回 目独 情報技 術 フ ォ

ー ラムが 開催 され ま した。詳細 につ き ま して

は本 誌JIPDECREPORTの 「第14回 目独情 報

技術 フ ォー ラムの報告」 をご覧下 さい。

なお,本 事 業 は,日 本 自転車 振興 会 の補 助

金 を受 けて実施 してお ります 。

6.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情 報通信 産業 及 び情 報化 全般 の最

新 の動 きを海外 に紹介 す るため,英 文季刊 誌

JIPDECInfo㎜atizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます 。

最 近過 去1年 で は,No.126で,当 協 会 が毎

年実施 して い る 「コ ンピュー タ利 用状 況調査 」

の結果概 要,No.127で,情 報化 にお け る国 際

連携 をテーマ に,RWCP(新 情 報処 理 開発 機i

構)に お け る国際的 な共 同研 究 の状 況 ・成果

や ア ジアPKIフ ォー ラムの活 動,No.128で 第3

世代 移動通 信 サー ビス を含 め た 日本 のモバ イ

ルサー ビスの現状,No.129で は,2000年 度 の

日本 の情報 通信 産業 の現状 を取 り上 げ ま した。

今 年度 は,No.130で 本格 的 に始 まっ た情報

セ キ ュ リテ ィマ ネ ジメ ン トシステ ム(ISMS)

適合性 評価 制度,No.131でe-Japanの 全 貌 を紹

介 し,以 後,ブ ロー ドバ ン ドサ ー ビスの現状,

2001年 度 の 日本 の情 報通信 産業 の現状 をな ど

をテーマ と して予 定 してい ます 。

なお,本 事 業 は,日 本 自転車振 興 会の補 助

金 を受 けて実施 してお ります。
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7.情 報 化 月 間 の 開 催

10月 旧(火)に 東 京 全 日空 ホテ ル にお い

て,情 報 化 月 間 を記念 し,「 情 報 化 月 間記 念

式典」(主 催:情 報化 月 間推 進会議 議 長 児 玉

幸 治(財 団法人 日本情 報処理 開発協 会 会長))

が 開催 され ま した。 また ,特 別行 事 と して,

シ ンポ ジウム等 を,併 設 行事 と して 「全 国高

校 生 専 門学 校 生 プ ロ グ ラ ミン グ ・コ ンテ ス

ト」 の展示 ・デモ ンス トレー シ ョンが 開催 さ

れ多 くの方 々 にご参 加 い ただ きま した。 詳細

はJIPDECREPORTの 「平 成14年 度 情報 化 月

間」 をご覧 くだ さい。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振 興会 の補助

金 を受 けて実施 してお ります 。

8.特 別 講 演 会 の 開 催

去 る7月12日(金)機 械 振 興 会館 にお いて,

「サ イ バ ー 社 会 で 生 き残 る た め の 条 件 －

JIPDECリ ス ク マ ネ ジ メ ン トシス テ ム の活

用 一」 と題 し,特 別講 演会 を開催 い た しま し

た 。JIPDECマ ネ ジ メ ン トリス ク シ ス テ ム

(JRMS)と は,1992年 に発 表 され た リス ク分

析手 法(JRAM)を 情 報 シス テム の環境 変化

に対応 す る ため に見 直 した もの です。情 報担

当部 門,ユ ーザ のみ な らず,経 営者 も参加 す

るプロ グラム とな ってお り,脆 弱性分析 と し

て も実践 的 とな ってい ます。参加 者 は94名 で

み な さん熱 心 に聴 講 してお りま した。 プ ログ

ラム は以 下 の とお りです。

「わが 国情 報 シス テムセ キュ リテ ィの現 状」

明治大学 商学部教授 森宮 康氏

「経営 環境 と情報 リス ク」

東京 海上 リス クコ ンサ ルテ ィ ング株 式 会社

危 機管理 部 ・情 報 グル ープ主席研 究 員

指 田朝久氏

「JIPDECリ ス ク マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム

(JRMS)の 概 要

(1)JRAMと の関係:JRMSの 考 え方」

ハ ナ カ リサー チセ ンター代 表

花香俊 明氏

「JIPDECリ ス ク マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム

(JRMS)の 概 要

(2)JISQ2001と の関係:JRMS質 問票の構成」

(前 述)指 田朝 久氏

「JRMSの 構i成 と質問票 の使 い方」

株 式 会社 日立 製 作 所 金 融 シス テ ム事 業部

金 融 ソ リュ ー シ ョン シス テ ム本 部 第 一 部

笠 間誠 一氏

「JRMSの 質問項 目とレーダーチ ャー トの解説」

ガー トナ ー ジ ャパ ン株 式 会 社 ジ ャパ ン リ

サ ーチ セ ンターマ ネー ジ ングデ ィレクター

松 原榮 一氏

「IT社会 にお け る情報 リス ク対 応 の問題点」

(前述)松 原 榮一氏

技術企画8B

1.平 成14年 度 事 業=産 業 技 術 開 発 に

お け る 産 学 官 連 携 の 促 進 ・支 援

産 業技術 開発 にお ける産 学官連 携 を促 進 ・

支援 す るため,電 子情 報通信技 術 に関 す る 自

由 な情 報収集 ・提供 お よび意見 交換 な どを行

う研 究 開発 情報 提供基 盤 と して,WWWサ ー

バ ー に よ る産 学 官 研 究 開 発 コ ミュ ニ テ ィ

(http:〃www.gip.jipdec.or.jp/)の 構 築 ・運用 を

引 き続 き行 ってお り,毎 月約35万 超 の数 多 く

のア クセス をいた だいてお ります。 また,本

年9月 よ り,ペ ー ジデザ イ ン とペ ー ジ構 成 お

よびニ ュース デー タの表示 方 法 を一 新 し,よ

り見や す く,よ り情 報 を得 や すいペ ー ジ を目

指 して,土 日祝 日を除 く毎 日,新 たな情 報 を

提供 してお ります。
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当 コ ミュニ テ ィで は,産 学 官の各研 究機 関

の研 究 開発 情報 や,公 的研究機 関 や学会 関連

各種 イベ ン ト参加 や論 文募 集 の案 内,各 種 研

究公 募,大 学 や研 究機 関 の人材公募 情報 の他,

最 近で は,遺 伝 子 関連,半 導体 関連 の研 究 開

発 情報,各 地の特 許流通 フェアや産学 官連携

に関 わ るイベ ン トな どの情報 の ほか,新 種 の

ウイルス の発 生 な どのセ キュ リテ ィ関連 な ど

の情 報 も取 り上 げてお ります。常 に情報 の 中

身 を吟味 し,毎 日利 用 してい ただ ける ように

最新 情報 の収集提 供 に努 め てい ます。

2002年4月 以 降 は着 実 にア クセ ス件 数 を伸

ば してお ります(図 参 照)。 毎 月多 くの ア ク

セス をいただ く組織 と しては,富 士 通,松 下

電器 産業,日 立,シ ャープ,ソ ニー,オ ムロ

ン,三 菱総 合研 究所,富 士通 エ フ ・ア イ ・ピ

ー
,日 本 電気,文 部 科学省,科 学 技術振 興事

業 団,キ ャノ ン,NTT,東 京大学,東 芝,日

本 ア イ ・ピー ・エ ム,経 済産 業省,北 海道 大

学,東 京工 業大 学,東 京都等(検 索 エ ンジ ン,

商用 プロバ イ ダか らの ア クセス を除 く)が 挙

げ られ ます 。

また,産 学 官 連携 ペ ー ジ(http:〃www.gip.

jipdec.or.jp/frameOl/sgkOl/sgkhome.html)で は,

全国各 地 の産学官 の共 同研 究,人 材育 成,ベ

ンチ ャー企業 の起業促 進 等 を支 援 す る情 報提

供 を行 ってい ます。最 近 で は,各TLO機 関の

特許 出願状 況 や,各 地 の 中小 企業 支援 団体 に

よるIT化 支援 セ ミナ ー,イ ンキュベ ー シ ョン

施 設の入居 募集,各 地 の地域共 同研 究 セ ン タ

ーの セ ミナーや産学 官交 流会 な どの イベ ン ト

の開催情報 も取 り上 げてお ります 。

ぜ ひ とも一度 ご覧 いた だ きま して,皆 様 の

率直 な る御意 見や御 要望 をお寄せ 下 さい。

なお,本 事業 は,日 本 自転車振 興会 の補 助

金 を受 けて実施 して お ります 。

2.ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ン パ イ ラ

(APC)技 術 の研 究 開 発

本 プロジェク トは,経 済産業省 ミレニアム

プロジェク トである官民共同研究開発 プロジ

ェク トの1つ であ り,平 成12年 度か ら平成14

年度の3年 計画で笠原博徳早稲 田大学理工学

部教授 を研 究 開発責任 者 と して,当 協 会,

(株)日 立製作所,富 士通(株),早 稲田大学,

産業技術総合研究所によるネッ トワーク集中

研 を構成 し,さ らに3大 学へ再委託 を して実

施 しています。

限 られた期間の中で,現 在最終 目標 を目指

して,個 別 コンパ イラ技術 開発 の追込み作業,
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一部 の評価 結果 を得 なが ら総 合評価 に向 け た

準備作 業 を行 って い ます。残 された下 期 で個

別 コ ンパ イ ラ技術 の 開発 ・評価 ・改 良 及 び統

合 を して総合 評価 を行 い ます。 さ らに最終 成

果 の報告,国 際 ア ドバ イザ リボー ドメンバ参

加 に よる研 究 開発 の評価,成 果 を利用 した実

用 化 の見 通 し,IT産 業 の競 争力 強化 へ の推 進

等 を活 発 に討 議 す る ため,平 成15年3月20日

(木)APC国 際 シ ンポ ジ ウム(開 催 場 所:早

稲 田大 学理工 学部,無 料)を 開催 します ので,

是非 企 業及 び大学 の皆様 に参加 をお願 い致 し

ます(詳 細 は,後 日JIPDECホ ー ムペ ー ジに

て紹介)。

(1)こ れ まで の成 果

既 存 ルー プ並 列化 コ ンパ イ ラの性能 と比較

して,各 種SMPマ シ ンを対 象 に概 ね2倍 性 能

向上 を図 る こ とを目標 に コ ンパ イラの開発 を

行 ってお り,最 新 の評 価 で はIBM最 新HPCマ

シ ンpSeries690RegattaH(16プ ロセ ッサ)で

SPEC95ベ ンチマ ー クの一部 に対 して2倍 を上

回 る性能 を達 して い ます。

(2)主 な技術 項 目の進捗状 況

① ア ドバ ンス ト並 列化 コ ンパ イラ技術 の開発

の進捗状 況

i自 動マ ルチ グ レイ ン並 列化技術 の 開発

マルチ グ レイ ン並列 抽 出技術 は,並 列処 理

階層 の 自動 決定 方式 の研 究 開発 を行 う と共 に,

デー タローカ リテ ィ最適化 ・スケ ジュー リン

グ技術 との統合 を進 め,デ ー タ自動分散技 術

は,間 接参 照配列 向 けの フ ァー ス トタ ッチ制

御 自動 デ ー タ分 散方法 の 開発 を進 めてい ます 。

ルー プ全体 及 び手続 の粗粒 度部分 の投機 実行

技術 は,投 機 的実行 と非投機 的実行 の両 者 を

統一 的 に扱 う枠組 み の開発 を進め てお り,手

続の並列 実行 または投 機 実行 のた め手 続 のデ

ー タ入 出力 関係 を解析 し
,手 続 間で デー タ依

存 を判定するルーチ ンを開発 し,そ の有効性

を検証中です。

ii並列化チューニング技術の開発

手続 き間プログラムスライシング及びその

解析 を行 なう基本 となる手続 き間デー タ依存

位置解析機能 の開発,組 合せ並列化技術 は,

ループの実行時間やループ実行回数等の動的

情報を活用 し,ル ープに適用する各種の最適

な組合せ数 を削減 し,最 適 となるべ き指示文

の組合せ を高速に検出するプログラムの開発

を進めています。

②並列化 コンパ イラ性能評価技術 の開発

個別機能の評価 は,個 別機能開発 と並行 し

て実施 しますが,こ のため 自動マルチ グレイ

ン並列化の適応性 を検討 してコンパ イラにフ

ィー ドバ ックをかける準備 を行 っています。

総合評価手法の開発は,評 価対象のベ ンチ

マークプログラム候補 を挙 げ,各 評価マ シン

での実行確認,既 存 コンパ イラでの 自動並列

化の評価 を行 い,さ らに総合評価のためのベ

ンチマーク実行基準 を策定。 また各ベ ンチマ

ークについて
,ル ープ並列性,粗 粒度並列性

の分析 により,総 合評価で使用す るベ ンチマ

ークの選定 を行 い
,さ らに見直 しをして,最

終の総合評価 に向けて準備 を行 ってい ます。

い くつかのベ ンチマークについては
,コ ンパ

イラへのフィー ドバ ックの準備 を並行 して行

っています。

3.次 世代 情 報通信 環境 た お け る ヒュ

ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス 技 術 に 関 す

る調 査 研 究

本 調査 研 究 で は,「 どこで も コ ンピュ ーテ

ィ ング」 「いつ で もア クセス」 が 可能 に なる

「ユ ビキ タス(ubiquitous)情 報社 会」 へ と向

かってい く次世代 情報通信 環境 におけ る ヒュ
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一マ ンイ ンタフ ェースのあ り方 を示 し
,そ れ

を実現 す る高度IT技 術 や ヒューマ ンイ ンタフ

ェース技 術 につ いて検討 し,課 題抽 出 お よび

研 究 開発 方 策 を明確 にす る事 を目的 に してい

ます。

昨平成13年 度 は,情 報 通信環 境 お よび関連

キ ーテ クノロ ジーの動 向,お よび,電 子商 取

引(EC)ユ ーザ ア ンケ ー トに基 づ くヒュー

マ ンイ ンタ フェースの問題 点 ・期 待感 につ い

て調 査研 究 しま した。

平 成14年 度 にお いて は,ユ ビキ タス情 報社

会 にお け る新 産業創 生の ための 「システ ムモ

デル」 を検 討 し,さ らに,安 全 ・安心 な ヒュ

ーマ ンイ ンタ フェース を実現 す る 「セキ ュ リ

テ ィや プ ライバ シー」 関連技 術 を体系化 し重

点技術 を抽 出 します。併 せ て,関 連技術 の研

究 開発 方 策 を ま とめ ます。調 査研 究 の推 進 に

当 って は,「 ヒュー マ ンイ ン タフ ェース技 術

調査 委 員 会」(委 員長 竹林 洋 一静 岡大 学情

報 学 部 情 報 科 学 科 教 授),お よ び そ の 下 に

「ユ ビキ タス情 報社 会 の シス テ ムモ デ ル分 科

会」(主 査 竹 林 洋一 静 岡大 学 情報 学 部情 報

科学 科教授),「 ユ ビキ タス ・セ キ ュ リテ ィ分

科 会」(主 査 加藤 和 彦 筑波 大 学電 子 ・情 報

工学系 助教授)を 設置 して,以 下 の検討 を進

めてい ます。

(1)ユ ビキ タス情報 社会 にお け る シス テムモ

デル に関す る検討

ユ ビキ タス情報社 会 の諸 条件 を検討 し,そ

の上 で成 り立つ ビジネスモ デル お よびITシ ス

テムモ デル例 を具体 的分野 を選 定 して考察 し

ます 。

(2)セ キュ リテ ィや プラ イバ シ ーの要素技術

に関す る体 系化 と重 点技術 の抽 出

セ キュ リテ ィ/プ ライバ シー を実現 す る要

素技術 の現状 と発 展動 向 を調査 し要 素技 術 を

体系化 し,さ らに重点技術 を抽 出 します。

(3)望 ま しい ヒュ ーマ ンイ ンタフェース のあ

り方 の提 示

ユ ビキ タス情報 社 会 におけ る安 全 ・安 心 な

望 ま しい ヒューマ ンイ ン タフェース のあ り方

を提示 し,併 せ て,そ れ を実現す るセキ ュ リ

テ ィ及 びプ ライバ シー関連技術 ・システ ムの

研 究 開発計 画概 要 を ま とめ ます。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補助

金 を受 けて実施 してお ります 。

4.ユ ビ キ タ ス 情 報 環 境 と ヒ ュ ー マ ン

イ ン タ フ ェ ー ス に 関 す る セ ミナ ー

平 成13年 度 「次 世代 情 報通信 環境 にお け る

ヒューマ ンイ ンタ フェース技 術 に関す る調査

研究 」 を実施 した成 果 の公 表,お よび,ユ ビ

キ タス情報社 会 におけ る産 業 につい て展望 し,

ユ ビキ タス情報 環境 お よびそ こにお け る ヒュ

ーマ ンイ ン タフェース に対 す る技術 的 ・社 会

的 な らび に産業 的観 点か らの知識 を得 られ る

ようヒューマ ンイ ンタフェー ス学 会 の協 賛 を

得 て,下 記 の とお り実施 しま した。 なお,参

加者 は,3回 合計 で256名 で した。

(概 要参 照URL:http:〃www.jipdec.jp/policy-

plan/policy-planJhtm)

(第1回)

日 時:平 成14年6月13日(木)13:30～

16:45

テ ーマ:電 子 商取 引 と現在 ・未 来 の ヒューマ

ンイ ンタフェース

ーユ ーザ ・ア ンケ ー トか ら見 えて き

た課題 と期 待 一

演題1「 現状 の課題」

株 式 会社 博 報 堂 生 活 総 合研 究所 主任

研究 員 鷲 田祐一氏
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演題2「 未来への期待」

松 下電器産業株式会社 先端技術研究

所企画推進グループ参与 田中章喜氏

(第2回)

テーマ:ユ ビキタス情報環境 を実現する技術

の動 向と展望

日 時:平 成14年7月16日(火)13:30～

16:45

演題1「 ユ ビキタス環境のキーテクノロジー」

株式会社NTTド コモマルチメディア研

究所主任研究員 福本雅朗氏

演題2「 ユ ビキタス情報環境 のシステム事例

と将来像」

株式会社国際電気通信基礎技術研究所

メデ ィア情報科学研究所第一研究室長

間瀬健二氏

(第3回)

テーマ:ユ ビキ タス情報社会 と新産業の創出

日 時:平 成14年9月13日(金)13:30～

16:45

演題1「 ユ ビキタス情報環境 を実現する基盤

技術」

慶応義塾大学大学院政策 ・メデ ィア研

究科委員長,環 境情報学部教授

徳田英幸氏

演題2「 ユ ビキタス情報社会 と新産業」

静岡大学情報学部情報科学科教授

竹林洋一氏

・情報処理技術者試験センターー 一

1.平 成14年 度 情 報 処 理 技 術 者 試 験 の

実施

4月21日 に実施 しま した,平 成14年 度春期

情報処理技術者試験の状況 を紹介 します。 ま

た,10月20日 に実施 した秋期試験 につ きま し

ては,ま だ,合 格発 表 に至 ってお りませ んの

で,応 募状況 の み を紹介 します 。

(1)概 要

情報 処理技 術 者試験 は,昭 和44年 の 第一 回

か ら数 えて今 年 で33年 とな り,平 成14年 度春

期 まで の応 募 者 総 数 は約1,051万 人 で す。 平

成14年 度 春 期 までの 合格 者 総 数 は約109万 人

です。平 成14年 度 の応募 者総 数 は80万 人 を越

える見込 みで,過 去 最高 の応募 者数 とな りま

す。

平成14年 度春期 か ら基本 情報技 術者 試験 は

自身の成 績 を照 会 で きる よ うに な りま した。

照 会で きる内容 は次 の とお りで す。

①合 格/不 合格:「 合格 」 また は 「不 合格」

を表示 します 。

② 午 前試験 の ス コア:5点 刻 み で表示 します。

③ 午 後試験 の ス コア:5点 刻 み で表示 します。

④ 合格 基準 ス コア:午 前試験,午 後試 験 と も

に600点 です 。

⑤ 合格 基準:午 前試験,午 後試験 の両 方が 合

格基 準 ス コア以上 の場合,合 格 です。

⑥ ス コアの範 囲:最 低点200点 ～最高 点800点

の範 囲で表示 します 。

ス コア を表示 しない場 合 は,「 午 前試 験 は

免 除で す」,「採 点結 果が あ りませ ん」 な どの

趣 旨の メ ッセ ージ を表示 します 。

成 績 は,情 報処 理技術 者試 験 セ ンター ホー

ムペ ー ジ(http:〃www.jitec.jp),iモ ー ド専用

ホ ー ム ペ ー ジ(http:〃iぷecjp),音 声&FAX情

報 サ ー ビス(03-3591-0429)で 照 会 で きます

が,受 験 票 に印字 され た受 験番号 とパ ス ワー

ドが必 要です。

平成13年 度 か ら開始 した,個 人応 募 者の イ

ンターネ ッ トを利 用 した受付 と団体 応募 者 の

電子 媒体 に よる受付 ですが,平 成14年 度 春期

試験 で は個 人応募 者 の うち イ ンター ネ ッ トを
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利 用 した者 は44.9%,団 体応 募者 の うち電 子

媒体 を利 用 した者 は35.9%で した。前 年 同期

比 でそれ ぞれ,10.2%,18.2%の 増加 で した。

(2)平 成14年 度春 期情報 処理技術 者試験

応募 者数 は387,449人(前 年 同期比5。0%増),

受験者 数 は246,767人(同5.6%増),受 験 率 は

63.7%,合 格者 数 は49,785人,全 体 の合 格率

は20.2%で した。

情 報処理技 術者 試験 セ ンターの ホー ムペ ー

ジで の合格 者 の発 表 は初級 システ ムア ドミニ

ス トレー タ試験,基 本 情 報技 術 者 試験 が5月

28日,他 の試 験 区分 が6月28日,官 報 掲載 は

そ れぞれ6月11日 と7月16日 で した。

表1平 成14年 度春期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

ソフ トウ ェア開発技 術者 83,086 49,606 5,793 11.7% 一

テ ク ニ カル エ ン ジ ニ ア

(デ ー タベ ー ス)
24,322 13,225 1,166 8.8%

テ クニ カルエ ンジニ ア

(シ ステ ム管理)
13,546 6,995 528 7.5%

テ クニ カルエ ンジニ ア

(エ ンベ デ ッ ドシステ ム)
3,856 2,377 236 9.9%

初級 システム ア ドミニス トレー タ 120,004 81,311 25,144 30.9%

システム監査技術者 8,383 4,160 286 6.9%

基本情報技術者 134,252 89,093 16,632 18.7%

合 計 387,449246,767 49,785 20.2%

◎ ソフ トウェア開発技術 者試験

応募 者数 は83,086人 と前 年 同期比1.7%減 少

しま した。 合 格者 数 は5,793人 で2,274人 減少

しま した。合格 率 は11.7%で4.0%低 下 しま し

た。合格 者 の平 均年齢 は26.4歳 と1.2歳 低 くな

りま した。

社 会人 と学生 の比較 で は,社 会 人 の合 格率

が9.8%に 対 し学 生 は24.6%と 学生 が社 会人 を

上 回 りま した。学生 で全体 の合格 率 を上 回 っ

たの は高 専 の415%,大 学 院 の34.6%,大 学

の30.7%,専 修 学校 の12.9%,高 校 の12.3%

で した。

◎ テ クニ カルエ ンジニ ア(デ ー タベ ース)試

験,テ クニ カルエ ンジ ニ ア(シ ス テ ム管理)

試 験,テ ク ニ カ ル エ ン ジニ ア(エ ンベ デ ッ ド

シ ス テ ム)試 験

応 募 者 数 は デ ー タベ ー ス24,322人,シ ス テ

ム 管 理13,546人,エ ンベ デ ッ ドシ ス テ ム3,856

人 と,そ れ ぞ れ 前 年 同 期 比8.7%増 加,2人 増

加,0.9%減 少 し ま した 。 合 格 者 数 は デ ー タ

ベ ー ス1,166人,シ ス テ ム管 理528人,エ ンベ

デ ッ ドシ ス テ ム236人 と,そ れ ぞ れ264人 増 加,

65人 増 加,18人 減 少 し ま した。

合 格 率 は デ ー タベ ー ス8.8%,シ ス テ ム 管

理 が7.5%,エ ンベ デ ッ ドシ ス テ ム が9.9%と,

そ れ ぞ れ1.2%上 昇,0.7%上 昇,0.3%低 下 と

な りま した 。 合 格 者 の 平 均 年 齢 は デ ー タベ ー

ス30.7歳,シ ス テ ム管 理 が35.2歳,エ ンベ デ
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ッ ドシステ ムが335歳 と,そ れぞ れ0.3歳 上 昇,

0.2歳 上 昇,±0.0歳 とな りま した。

◎初級 システ ムア ドミニス トレー タ試験

応 募 者数 は120,004人 と前 年 同期 比9.6%増

加 しま した。合格 者数 は25,144人 で1,663人 減

少 しま した。合格 率 は30.9%で5.4%低 下 しま

した。 合格 者 の平均 年齢 は29.8歳 と0.1歳 高 く

な りま した。

社会 人 と学生 の比較 で は,社 会 人 の合格 率

が33.4%に 対 し学生 は24.6%と 社 会 人が学 生

を上 回 りま した。 学生 で全 体 の合格 率 を上 回

っ たの は大 学 院 の57.0%で す 。専 修学校 の合

格率 は15.4%で した。

◎ シス テム監査技術 者試 験

応 募者 数 は8,383人 と前年 同期比24.6%増 加

しま した。合 格 者 数 は286人 で50人 増 加 しま

した。 合格 率 は6.9%で0.3%低 下 しま した。

合格 者 の平均 年齢 は38.4歳 と0.3歳 高 くな りま

した。

学 生 の 合格 者 は0人 で した。社 会 人 の勤務

先 別 で 全体 の 合 格 率 を上 回 っ たの は,官 公

庁 ・団体13.5%,学 校 ・研 究機i関10、0%,一

般 企業9.9%で した。

◎ 基本情 報技術 者試験

応 募 者数 は134,252人 と前 年 同期比4.7%増

加 しま した。合格者 数 は16,632人 で1,891人 増

加 しま した。合格率 は18.7%で1.2%高 くな り

ま した。合格 者 の平均 年齢 は24.7歳 と0.1歳 低

下 しま した。

社 会 人 と学 生の比較 で は,社 会 人 の合格 率

が18.2%に 対 し学 生 は19.3%と 学 生が 社会 人

を上 回 りま した。学生 で全体 の合格 率 を上 回

っ たの は,大 学 院 の36.1%,高 専 の235%,

大 学 の21.4%%,で す 。専修 学校 の合格 率 は,

17.3%で した。

基本 情 報技 術 者試 験 の ス コア分 布 は表2の

とお りです。

なお,受 験 番 号 未 記 入 ・誤 記 入 の た め,

732人 の方 々のス コ アはあ りませ んで した。

表2平 成14年 度春 期基本情報技術者試験

スコア分布

鍵 短酬 球_,襯 、西
－S誘

.尻 繊 囎 輸 ・ぬ ・

534人

脚 鱗i雲

750点 ～800点 1,202人

700点 ～749点 2,537人 4,142人

650点 ～699点 7,753人 8,259人

600点 ～649点 15,696人 13,442人

550点 ～599点 19,118人 14,401人

500点 ～549点 19,475人 14,302人

450点 ～499点 14,858人 12,958人

400点 ～449点 7,287人 9,078人

350点 ～399点 1,602人 5,273人

300点 ～349点 108人 2,609人

250点 ～299点 13人 705人

200点 ～249点 17人 123人

合 計 88,998人 86,494人

(3)平 成14年 度秋期情 報処 理技術 者試験

全 体 の応 募 者 数 は415,660人(前 年 同期 比

0.9%減)で した。 試験 区分 別 で は,シ ス テ

ム アナ リス ト試験,プ ロジェ ク トマ ネー ジ ャ

試験 情 報 セキ ュ リテ ィア ドミニ ス トレー タ

試験 で応 募者 が増加 し,ア プ リケ ー シ ョンエ

ンジニ ア試験,テ クニ カルエ ンジニ ア(ネ ッ

トワー ク)試 験,上 級 システ ムア ドミニ ス ト

レー タ試験,初 級 システ ムア ドミニ ス トレー

タ試験,基 本情報技 術 者試験 で応募 者 数が減

少 してい ます 。

平成13年 度秋期 か ら創 設 され た情 報 セ キュ

リテ ィア ドミニス トレー タ試験 の勤 務先 別 の

応募 者 内訳 は,IT関 連企 業 の応募 者 が63.0%

(前 年 同期 比0.2%減),一 般 企 業,団 体 が

31.2%(前 年 同 期 比0.4%増),学 生 が5.8%
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(前 年 同期 比0.1%増)で した 。 平均 年 齢 は

32.6歳 とO.4歳 低 くな りま した。

情報 処理技術 者 試験 セ ンター のホー ムペ ー

ジでの合格発 表 は,初 級 システ ムア ドミニ ス

トレー タ試験,基 本情 報技 術者 試験 につ いて

は11月 下旬,他 の試験 区分 につい ては平成15

年1月 中旬 を予定 してい ます 。

表3平 成14年 度秋期情報処理技術者試験応募状況
'〆'鷲 獅 姦w

r

'ア

.

・'
,寸「:

ぬ ば己 ∵ ・繰 締 鰺墜べ

システ ムアナ リス ト 6,111 1.8%

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 14,571 19.9%

ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア 22,957 一7
.9%

テ クニ カ ル エ ン ジ ニ ア

(ネ ッ トワー ク)
58,778 一3

.6%

情報セキュリティアドミニストレータ 34,352 44.5%

上級 システムア ドミニス トレータ 7,971 一8
.2%

初級 システムア ドミニス トレータ 128,042 一5
.7%

基本情報技術者 142,878 一3
.1%

合 計 415,660 一 〇
.9%

2.各 国の 情 報処 理 技術 者 試 験相 互 認 証

(1)IT人 材 に係 るスキル標準及 び試験制度の

相互認証

情報技術(IT)革 命の急激な進展 に対 して

高度な技術 を有 した情報化人材が世界的に不

足 してお り,国 内外 を問わない人材育成 ・活

用のための施策が もとめられてい ます。 この

課題解決 につい ては,IT基 本法 に基づ くe-

Japan戦 略において も,「IT人 材 に係 るスキル

標準の国際的な共通化 を図 り,IT人 材の技能

に関する客観的な評価指標 とす ることで,国

籍 を問わない有能なIT人 材 を採用するための

コス トを削減 し,IT人 材市場 の流動化 を促進

す ることによって,産 業界が よ り有能なIT人

材の活用がで きるようにするための基盤を整

備する。(以 下略)」 との方向性が打ち出 され

てい ます。また,平 成12年10月 に開催 された

アセアン+日 中韓経済閣僚会議 において も,

同様の主旨による 「アジアITス キル標準共通

化 イニシアテ ィブ」 について我が国か ら参加

各国に対 して提案 を行い,各 国から賛同を得

てい ます。

これを受けま して,平 成12年 度か ら情報処

理技術者スキル標準及びそれへ の適合性 を評

価する試験制度についてアジア各国 との相互

認証の実現 に向けた取組みを進めるために本

事業が開始 され ました。具体的には,試 験制

度 を持 っている国とは,両 国のスキル標準及

び試験制度 について相互認証 を行い,試 験制

度 を持 っていない国 とは,我 が国のスキル標

準及び試験制度 に関するノウハ ウの供与 を行

い当該国における試験制度の設計支援 を進め

ています。

平成12年 度はイン ドと,平 成13年 度 におい
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て は シ ン ガ ポ ー ル,韓 国 及 び 中 国 と の 間 で

「相 互 認 証 に係 る覚 書 」(以 下,相 互 認 証)を

締 結 し,タ イ,フ ィ リ ピ ン,ベ トナ ム,ミ ャ

ンマ ー,マ レ ー シ ア及 び 台 湾 との 間 で は,各

国 に対 す る 試 験 制 度 の設 計 支 援 に 着 手 し ま し

た 。

平 成14年 度 は,前 年 度 に着 手 した試 験 制 度

設 計 支 援 の本 格 的 な立 ち上 げ の た め の設 計 支

援 及 び 人 材 育 成 支 援 を継 続 す る と と も に,既

に相 互 認 証 を行 っ た 国 につ い て も相 互 認 証 の

維 持 に必 要 な協 力 を継 続 して い ます 。

本 年 度 に お け る,ア ジ ア 各 国 と の現 状 は次 の

とお りで す 。

① フ ィ リ ピ ン

・平 成14年4月17日:JITEcとJITsE -Phil

Foundation(TheJapaneseInformation

TechnologyStandardsExamination-Philippines

Foundationlnc/JITSEフ ィ リ ピ ン財 団)と の 間

で 基 本 情 報 技 術 者(FE)に つ い て相 互 認 証

を締 結

・平 成14年9月8日:FE本 番 試 験 実 施(受 験

者719名,合 格 者38名,合 格 率5.3%)

② タイ

・平 成14年6月25日:JITECとNECTEC

(NationalElectronicsandComputerTec㎞ology

Center/国 立 電 子 コ ン ピ ュ ー タ技 術 セ ン タ ー)

の 間 で テ ク ニ カ ル エ ン ジ ニ ア(ネ ッ トワ ー ク)

とNetworkSystemProfessiona1,テ クニ カ ル エ

ン ジ ニ ア(デ ー タベ ー ス)とDatabaseSystem

Professional,FEとFundamentalInformation

TechnologyProfessionalに つ い て相 互 認 証 を締

結

③ ベ トナ ム

・平 成14年6月10日 ～12日:JITECがVITEC

(VietnamInformationTechnologyExamination

andTrainingS叩portCenter/ベ トナ ム 情 報 技 術

試験 訓練 支援 セ ンター)を 訪 問 し試験 問題作

成 支援 を実 施

・平成14年7月4日:JITECとVITECの 間 でFE

につい て相互 認証 を締結

・平成14年7月28日:FE本 番試験 実 施(受 験

者204名,合 格 者25名,合 格率12.3%)

④ ミャ ンマ ー

・平 成14年8月10日 ～11日:JITECがMCF

(MyanmarComputerFederation/ミ ャ ンマ ー コ

ンピュー タ連 盟)を 訪 問 し試 験 問題 作成 支援

を実施

⑤ 中国

・平 成14年8月30日:中 国訪 日団が 来 訪 し
,

相 互 認証 第4条(相 互認 証 の 強 調)に 基 づ く,

第1回 定 期協議i会 を東 京(JITEC)に て 開催

(2)ス キ ル標 準 に合 致す る能力 を養 成す るた

めのIT人 材育 成支援

・平 成13年 度 に開発 したFE及 び ソ フ トウ ェ

ア開発 技術 者(SW)の テ キ ス トを,13年 度

に実施 した研 修 結 果 に基 づ い て改訂 を行 い,

本年度 の研修 事業 に提 供 してい ます。

・相 互認証 を締 結 した各 国 に対 して は試 験実

施状 況 と試 験 実施 機 関 の 実施体 制 の確 認 を,

これか ら締 結す る国に対 して は試験 環境 の現

状 把握 と試験 実施 機 関 と して想 定 され る機 関

の体制確 認 を目的 として 「試験 制度 及 びス キ

ル標準 の相互 認証 に係 る実態調査 」 の実施 準

備 を行 い,一 部調査 を開始 しま した。調査 対

象 国 は,既 締結 国6か 国(イ ン ド,中 国,韓

国,シ ンガポ ー ル,タ イ,フ ィ リピ ン),未

締 結 国2か 国(ミ ャ ンマ ■・一・・,イ ン ドネ シア)

です。(平 成14年10月 末現在)

3.情 報 処 理技 術標 準 策 定 ・普及 事 業

情報技術(IT)に 関するサービスの提供に

おいては,現 在 オープンなネッ トワーク環境
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を積極 的 に活 か した新 た なITの 活用法 の策 定

や,そ の ため に必要 となる的確 なシス テムの

構 築 に関す る企 画 ・調 達 を行 うこ とので きる

専 門家 を は じめ と して,時 代 のニ ーズ に的確

に対 応 す る技術 を持 つ高度 なIT技 術 者 が大幅

に不 足 して いる と言 われ てい ます。 また現状

のIT技 術 者 は,従 来型 の開発 ・運 用 の専 門家

と して大 き く偏 在 してい る状 況 にあ ります 。

この よ うに,時 代 の ニー ズに対応 す る高 度 な

IT技 術 者 の育成が 急務 で ある ものの,IT技 術

者 に関す る人 的資 源 開発 には,専 門家 を育 て

るための ス キルア ップ を磨 くための機会 が な

い,雇 用者 で ある企 業 の側 に専 門家育成 の指

針 とな る事 業戦略 が希 薄,な どの問題が あ り

ます 。 この課題解 決 のた め には,IT労 働市 場

の実 需 に即 したIT技 術 者 の技 能 に関す る客観

的 な指 標 を提 示 す る こ とに よるIT技 術 者 の育

成 ・活 用 に関す る基盤整 備 が求 め られ てい ま

す 。 同様 な観 点 か ら,IT基 本 法 に基 づ くe-

Japan戦 略/e-Japan2002プ ログ ラム にお いて

も 「高 度 なIT技 術 者 の育 成,活 用 を容 易 にす

るため,IT関 連 の業務 に必要 と され るIT技 能

に関す る標準 の策 定 ・普 及 を行 う。」 と打 ち

出 されてい ます。

本事 業で は,IT技 能 に関す る標 準 の策定 と

して,IT技 術 者 の キ ャリアパ スの イメー ジ と

各 キ ャリアに必 要 な技 能 ・知識(ス キル)の

定義づ け を内容 と した 「ITスキル ・ス タ ンダ

ー ド」 を策 定 して
,企 業 の人 事 ・教 育部 門,

研 修 サー ビス事 業者,資 格 試験実 施者 及 び人

材 派遣 事 業 者 等 のIT技 術 者 の育 成 に 関す る

様 々な立場 の人達 に普及 し,IT技 術 者 の育成

市場 の高度化 や スキルの市場 化及 び流動性 の

向上 を促 進 す るこ とで時代 のニ ーズ に合 わせ

た高 度 なIT技 術 者供給 の充 実化 を図 る こ とに

してい ます。

平成14年 度 の事業 と して は,ITス キル ・ス

タ ンダー ドの開発 と と もに,こ れ らに関連す

る各種調査 等 を実施 して い ます。

具体 的 な開発 及 び調査 の内容 は次 の とお りで

す 。

① 「ITスキ ル ・ス タ ンダー ド」 とITス キル ・

ス タ ンダー ドに即 した研修 コース の体系 や 内

容 の概 要 な どを示 す 「研修 ロー ドマ ップ」 を

開発 してい ます 。

② 我 が 国 におけ るIT技 術 者 の スキ ル分 布 の現

状 や動 向 を調査 して い ます。

③ 我 が 国 にお け るIT技 術 者 の スキ ル評価 制 度

や育 成 に関す る現状 を調査 してい ます 。

一電子商取引推進センター一 …

当 セ ン ター で は,電 子 商 取 引 の 円 滑 な発 展

を促 進 す る た め の 幅 広 い 活 動 を行 っ て お り,

電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(ECOM:Electronic

CommercePromotionCouncilofJapan)お よび

EDI推 進 協 議 会(JEDIC:JapanElectronic

DataInterchangeCouncil)の 事 務 局,日 本PKI

フ ォ ー ラ ム(PKI-J)の 推 進 本 部 を務 め て い

ます 。 ま た,企 業 間 電 子 商 取 引 の基 本 で あ る

EDI(電 子 デ ー タ交 換)に 必 要 な企 業 コ ー ド,

お よびOSIオ ブ ジ ェ ク トコ ー ドの 登 録 ・管 理

を して い ます 。

電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター(ECPC)

http://www.ecom.jp/ecpc/

電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(ECOM)

http:〃www.ecom.jp/

EDI推 進 協 議 会(JEDIC)

http://www.ecom.jp/jEDIc/

日本PKIフt-一 ラ ム(P--」)

httP:〃www.apki-j.9r.jp1

また,当 セ ン タ ー で は平 成13年 度 成 果 報 告
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書 と して以下 の報告 書 を作 成 しま した。現在,

ホー ムペ ージ にお いて,報 告書 の公 開 ・実 費

頒布 を行 って い ます。

●2001年 度 イ ン ター ネ ッ トEDI動 向 －XML

/EDIの 動 向 ・導 入事 例 と調達 型eマ ー ケ ッ

トプ レイスの動 向 一

●資料 国内外 のEDI実 態 調査報 告書2002年 版

● 国内外 のEDI動 向一2002-

●e-Businessフ ォー ラム2001【i基調 講i演・講i演】

会議 録

●資料 日韓EC推 進協議 会 ワー ク シ ョップ

●電子 コ ラボ レー シ ョン ビジネス に向 けて－

ebXML実 装検 討報告一

1.電 子 商取 引 推 進協 議会(ECOM)

1-1総 会/理 事 会 の 開催

(1)平 成14年 度第1回 理事会

日時:平 成14年6月14日(金)

場所:機 械振興会館

議案:平 成13年 度事業報告(案)に ついて

平成13年 度収支報告(案)に ついて

平成14年 度事業計画(変 更案)に ついて

平成14年 度収支予算(変 更案)について

入会 について

(2)平 成14年 度総会

日時:平 成14年7月4日(木)

場所:赤 坂 プリンスホテル

議案:理 事 ・監事の選任 について

(3)平 成14年 度第2回 理事会

日時:平 成13年7月4日(木)

場所:赤 坂プリンスホテル

議案:会 長 ・副会長の選任 について

(4)懇 親会

日時:平 成13年7月4日(木)

場所:赤 坂プリンスホテル

1-2企 画 部 会

(1)第1回 企 画部会

日時:平 成14年5月8日(水)

場所:機 械振 興会館

議事:平 成14年 度事 業 の検 討(電 子 政府WG)

につい て

(2)第2回 企画部 会

日時:平 成14年6月14日(金)

場所:機 械振 興会館

議 事:ECOM体 制 につ い て

事 業予算 につ いて

活動状況 報告

(3)第3回 企 画部会

日時:平 成14年9月10日(火)

場所:機 械 振興 会館

議事:WG・ フ ォー ラム の運営 状況 につ いて

ECOMの 今後 の活動 予定 につ いて

ECOMの 会員 向 けサ ー ビス につ いて

企 画部会 の委員会 設置 につい て

(4)第1回 活動 企画委員 会

日時:平 成14年10月4日(金)

場所:機 械振 興会館

議 事:ECOMの ミッシ ョンについ て

ミッシ ョンか ら見 た現状 の評価 と課 題

対 象領域 の定義 と検討 グルー プ編成

1-3e－ マ ー ケ ッ トプ レ イ ス 委 員 会

今 年度 の主 なテーマ は,2項 目で,①e-MP

の発展 性 とその イ ンパ ク ト,②e-MPとSMEs

(中 小 企 業)に つ いて,実 際 の事例 を も とに

検 討 を行 ってい ます。

1-4ワ ーキ ン グ グル ープ

会員企業 を中心に学識者,有 識者で構成 し,

EC実 用化 のための具体的方策等 について検

討 を行 っています。各WGの 検討内容 は以下
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の通 りです。

(1)消 費者保護WG

消費者か らも事業者か らも信頼 を得 る市場

環境の整備 を目標 に以下の活動 を行っていま

す。

①わが国における,国 際対応 を含めた紛争

解決機関の在 り方の検討

② オンライン トラス トマー ク国際標準化の

推進

③ ネ ッ トオークシ ョン(CtoC,BtoC)の

問題点抽出 ・検討 とガイ ドラインの作成

④健全 な発展 を阻害する恐れのある要因の

検討等

(2)個 人情報保護WG

ECお よびイ ンターネ ッ トなどの情報 ネ ッ

トワークを利用 した事業お よび業務 に携わる

企業の個人情報保護 について焦点 をあて,対

応策や法制化 についての調査 ・研究,普 及啓

発活動に取 り組んでいます。

①ECOM個 人情報保護 ガイ ドラインVer.2.0

の作成

② 国内外企業 ・団体の取組み実態お よび事

例 ・ベス トプラクテ ィス調査

③技術 ・先進的課題の検討整理

④個人情報保護の正 しい理解を促す普及啓

発活動

(3)認 証 ・公証WG

「証明書利用形態に関する考察」 の延長上

の課題 として 「属性認証」の検討 を開始する

とともに,「 電子署名文書長期保存」 に関す

る継続課題 として 「タイムス タンプ」 を採 り

上げ,検 討を行 っています。さらに,2001年

度の成果である 「電子署名 プログラム」 の国

際登録 に向けた準備作業 を行っています。

(4)セ キュリテ ィWG

ECサ イ ト運営者 にセキュ リテ ィ対策の実

務 的 な ノウハ ウの提 供 をテーマ と して,以 下

の活動 を行 ってい ます。

①ECサ イ トに お け るセ キ ュ リテ ィ対 策 へ

の取 組 み につ い ての意識 と対 策の実 態 の

把握

② セキ ュ リテ ィ対 策 の実態 に も とつ い た対

策 実施上 の問題 点 と改 善 に向け た提 言

③ 全 国規 模 で のECサ イ ト運 営 者 を主 な対

象 とした情報 セ キュ リテ ィマ ネジ メ ン ト

実践 セ ミナ ーの開催

(5)ビ ジネスモ デルWG(ビ ジ ネス改 革WG)

「ECお よびeビ ジ ネス を活 用 した業務 ・事

業改 革」 を検 討 の重点 に設 定 し,企 業 内 ・企

業 間バ リュ ーチ ェー ン全体 の電子 コ ミュニケ

ー シ ョン(eビ ジネ ス)を 含 む企業 ・ビジ ネ

ス活動 全体 へ の 「e」(イ ンターネ ッ ト技 術 を

中心 とす る電子 ネ ッ トワー ク)の 適用 に よる

組織 ・構造 改革 の実態 把握 ・成功 分析 を行 っ

て い ます。

(6)モ バ イルECWG

モバ イル イ ンターネ ッ トを取 り巻 く新 しい

技術 動 向,市 場 動 向 を考慮 し,以 下 の3テ ー

マ につ いて検 討 を行 ってい ます。

① モ バ イルECに お い て,あ るべ きプ リペ

イ ド決 済方式,法 制 度 の考 え方 の検 討

② トー タル な モバ イ ルECの 安 全 性 につ い

て のあ るべ き姿 に関す る検討

③ 新 しい サ ー ビス の 発 掘 お よび モバ イル

EC発 展 の 阻害 要 因究 明 の た め のモ バ イ

ルユ ーザ ・ア ンケー ト調査

(7)電 子 政府WG

電子 政府 を民 間の情報 化 を促 進す る トリガ

ー と して 捉 え
,対 象 をGtoBに 絞 り,ビ ジ ネ

ス上 の利 用者 の視 点か らよ り効 果 的 な電子 政

府 実現 に向 け た以 下の 内容 につ いて検 証提 言

す るための活動 を行 って い ます。
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・電 子政 府が民 間活動 に寄与 す る もの

・産業効 果 を高 め る電子 政府 のあ るべ き姿

・最 大 限効 果 的 な電子 政府 を実 現す るための

民 間企業 の役割

(8)XML/EDI普 及促 進WG

イ ンター ネ ッ トEDIの 動 向調 査 の一 環 と し

て,EDIの ビジ ネス プ ロセス の標準 化 の観 点

で の電 子 ビジ ネ ス ・コ ラボ レー シ ョ ンを調

査 ・研 究 す る と と もに,XML/EDIシ ス テム

な ど,直 ちに適 用可 能で実 際 的 なイ ン ター ネ

ッ トEDI導 入 手 引 書 の作 成 を行 っ てい ます 。

ま た,ebXML仕 様 の普 及促 進 に向 け た活動

を行 ってい ます。

(9)法 的問題WG

経 済 産業省 が策定 した 「電子 商取 引等 に関

す る準則」 が よ り実 ビジネス に即 した もの と

な るた め に,ECビ ジネ スで現 状 起 きて い る

法 的 トラ ブル や それ につ い て の企 業 の対 応,

ECビ ジ ネ ス促 進 の た めの 法解 釈 明確 化 に関

す る意見 や現準則 へ の改訂 意見 を取 りま とめ

る とと もに,ECの 法 的側 面 につ い て の普 及

啓発 活動 を行 ってい ます 。

1-5標 準 グ ル ー プ

(1)XML/EDIグ ルー プ

①ebXML国 際標準 の 開発へ の継続 参加

②ebXMLメ ッセ ー ジ設 計 法 の研 究 と国内

へ の適用 の検討

③ 国 内 にお け るebXMLレ ジス トリ ・リポ

ジ トリ整備方法 の検討

④XML/EDIセ キ ュ リテ ィ技 術 の調査

⑤XML/EDI先 進 プ ロジ ェ ク トとの コ ラボ

レー シ ョン

を重 点 目標 と して活動 を行 っ てい ます 。9月

に はebXMLメ ッセ ー ジサ ー ビスの相 互 接 続

実証 実験 を成功 させ ま した。

(2)e-ENG/STEPグ ル ー プ

e-Engineeringに 関 す る検 討,な らび に 産 業

オ ー トメ ー シ ョ ン シ ス テ ム お よ び そ の 統 合 一

産 業 デ ー ター の 標 準 化 に 関 す る活 動 を行 っ て

い ます 。e-Engineeringに つ い て は,『 分 業 と

協 業 の変 化 』 と 『プ ロ ダ ク トデ ー タ流 通 の 方

向性 』 の 視 点 か ら現 状 整 理 と要 件 の 抽 出 を行

い,BtoBe-Engineeringの あ るべ き姿 を検 討 し

て い ま す 。 ま た,STEPに つ い て も,ISO

TC184SC4の 活 動 等 を通 じて,STEP情 報 の 蓄

積 と提 供 を行 っ て い ます 。

1-6国 際 連 携 グ ル ー プ

(1)国 際連携

WWWに よる海外 へ の積極 的 な情 報発 信,

海外 のEC動 向調 査,日 韓EC推 進 協議 会等 と

のECに 関す る国際連 携,WGの 国際連 携支援

等 を通 じて,多 くの海 外EC関 連 機 関 との 連

携活動 を推 進す るための活動 を行 ってい ます。

また,わ が 国 にお け るEC市 場 規 模 ・実 態 調

査 を継 続 して行 ってい ます 。

(2)日 韓EC推 進協議 会

平成14年9月5日 ～8日 に本 年 度 第1回 日韓

EC推 進協 議 会 が韓 国慶 州 で 開催 され ま した。

また,5日 には協 議 会 と並 行 して 日韓ECワ ー

ク シ ョップ(今 回で通 算9回 目)と,日 韓EC

法律専 門家 ラウ ン ドテー ブルの初 会合 が行 わ

れ ま した。 日韓ECワ ー ク シ ョ ップで は,モ

バ イルECWGよ り 「モ バ イ ル コマ ー ス に 関

す る 日韓 共 同調査(WMIS第2回 調査)」 の概

要等 を報 告 しま した。

1-7普 及 広 報 グ ル ー プ

(1)ブ ロー ドバ ン ド時代 にお け るネ ッ トワー

ク社 会 フ ォー ラム

ブ ロー ドバ ン ドネ ッ トワー クやユ ビキ タス
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コン ピューテ ィングの普及 に伴 い進展 す るで

あろ う,来 るべ きネ ッ トワー ク社 会 の安全 と

信頼 の確保 に向け た総 合的 な議 論 の場 と して,

"情 報 セ キ
ュ リテ ィ ・シ ンポ ジ ウム"の 開催

を計 画 してい ます(11月15日(金)東 京 他)。

(2)PKI連 携推 進 フ ォー ラム

広 くPKI推 進 にかか わ る団体 や 有識 者 が集

った 「電子 署名 ・認証 利用 パ ー トナ ー シ ップ」

(JESAP:JapanElectronicSignatureand

AuthenticationPartnership)を6月 に発 足 させ,

PKI関 連 団体 の成果 等 の情 報 を収集 ・蓄積 し,

そ れ らの 情 報 の 普 及 啓 発 を行 う と と もに,

PKI相 互 運 用性 の確 保 な どの 共通 課題 につ い

てユ ーザ ーの視 点 で検 討 を行 ってい ます。

(3)普 及広報

ECOMの 活動状 況 や成果 を会 員 お よび一般

に広 く普及 す る ため,会 報 誌 「ECOMNews

letter」 の 第22～27号 を発 行 す る と と もに,

「ECOMセ ミナ ー」 を5回(第20～24回)実 施

しま した。 また,機 関誌 「ECOMJoumal」 第

4号 の和文 版 を4月 末 に,英 文 版 を10月 にそ れ

ぞ れ発 行 し,各 地の展示 会等 で配布 しま した。

WWWサ ーバ におい て は充 実 を進 め,ア クセ

ス数 も順調 な伸 び を示 してい ます 。 さ らに展

示会 や講演 な どにおい て,ECOMの 成果 を積

極 的 に紹介 しま した。

● ビジ ネス シ ョウTOKYO2001

来場 者 に対 し,BtoC,BtoBの シス テ ム紹

介 を行 う と と もに,ECに 関す る質 問等 に積

極 的 に対応 しま した。

日 時:平 成14年5月21日 ～5月24日

場 所:東 京 ピ ックサ イ ト(東 京)

総来場者:約360,000名

協 力企業 と出展 システ ム:

①e－アグ リ(株)「 あ ぐ りぷ らね っ と」

(株)NCネ ッ トワーク 「EMIDAS」

● ビジネス ウェーブ21

ECOMで 研 究 活 動 中の テ ーマ4つ を ピ ック

ア ップ し,主 席研 究 員が ブー スで直接 来場 者

の 問合せ に対応 す る相 談 コー ナー を設 置 しま

した。

日 時:平 成14年6月26日 ～29日

場 所:名 古屋 市 中小 企 業振 興会館 吹

上 ホール(名 古 屋)

総 来場者 数:約35,000名

相談 コーナー 内容:

「XML最 新技術 の動 向」

主席研 究員 溝 口 邦雄

「ネ ッ トシ ョッピング トラブル相 談」

主席研 究員 吉 岡英 剛

「あ なたのサ イ トを どう守 るか」

主席研 究員 川村 尚哉

「電子 署名 ・認証 で ど う変 わ る電子 商取 引」

主席研 究員 紙 田政 典

なお,ECOMの 事 業 内容 お よび活 動状 況 に

つ いて は,下 記 を ご参照下 さい。

→URL:http://www .ecom.jp

また,普 及広報 の 一環 と して,平 成13年 度

に作 成 した報告書 の公 開 ・実費頒布 を行 って

い ます。報告 書 の一覧 は以 下 の とお りです。
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担当 報告書名

eエ ンジニ ア リ ン グフ ォー ラム 3次元 データ交換の現状 と設計プロセス改革の最新動向

e－マ ー ケ ッ トプ レイ ス 委 員 会 e－マ ーケ ッ トプ レイス委 員会報告書

PKIフ ォ ー ラ ム 電子署名 ・認証の利用状況調査

セキ ュ リテ ィWG 情報セキュリテ ィにおける新 しい脅威 と対応技術の動向

セキ ュ リテ ィWG
情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン ト標 準

(JISX5080:ISOπECl7799)の 解 説

セキ ュ リテ ィWG ECサ イ ト向けセ キュ リテ ィ対策 ガイ ドライ ン解説編 第2版

セキ ュ リテ ィWG
ECサ イ ト向 け セキ ュ リテ ィ対 策 ガ イ ドラ イ ン実 施 の手 引 き

第2版

セキ ュ リテ ィWG
ECサ イ ト向 けセ キ ュ リテ ィ対 策 ガ イ ドラ イ ン実施 状 況 評価

チ ェ ック リス ト

ビジネスモデルWG ECサ イ ト事業者の ビジネスモデル分析

プ ロダ ク トデー タ委員 会 産業 におけるプロダク トデータ活用の取組みと将来像

モバ イルECWG モバ イル電子決済のビジネスモデルと技術 的要件

モバイルECWG モバ イル電子 チケ ッ トの ビジネス要件 ・機能 要件

モバイルECWG モバ イル ・イ ンターネ ッ トの利 用実態 と今後 の利用動 向

決済関連問題検討WG TPOに 整合 した決済手段の提言

個人情報保護WG ECで 取 り扱 われ る個 人情報 に関す る調 査報告 書(Ver.4.0)

国際連携 海外 におけるEC推 進状況調査報告書2001

国際連携 平成13年 度電子商取引に関す る市場規模 ・実態調査報告書

消費者保護WG 消費者か らも事業者か らも信頼される市場環境の整備

電子政府WG 電子政府の戦略的実現への提言

認証 ・公証WG 電 子 署 名 プ ロ グ ラ ムProtectionProfile

認証 ・公証WG 証明書利用形態に関する考察

認証 ・公証WG 電子署名文書長期保存 に関す るガイ ドライン

2.EDI推 進 協 議 会

63(平 成14年10月 現在)の 業界 団体 に会員

と して,ま た,関 係3省 庁(経 済 産業省,財

務省,国 土交 通省)に オブザ ーバ として ご参

加 ・ご協 力 をい た だ きなが ら,「EDI推 進 協

議 会(JEDIC)」 の事 務 局 を運 営 してお り,

日本 産業界 にお け るEDIの 更 な る導 入促 進 を

目指 して活動 を行ってお ります。具体的には,

EDIに 係 る共通問題の検討および普及 ・推進

について業際的立場か ら総合的に取 り組 んで

い ます。

活動の中心 は,EDI導 入お よび推進上の問

題点 などの抽出,な らびに対処方法を検討す

る委員会 ・部会活動(運 営委員会,国 際部会,
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普及 ・啓 発 部 会),企 業 間ECやEDIを テ ー マ

に し た セ ミナ ー な どの 開 催,JEDICNew

sletter(隔 月発 行)な ど広 報 誌 ・報 告書 の発

行,お よびWebに よる情報発 信 です。

第1回 運営 委員 会(平 成14年6月)を 開催 し,

平成14年 度 の事 業計 画案,平 成14年 度 総会議

題 お よびEDI推 進協 議 会規 約 の変 更 案 につ い

て審議 ・決 定 しま した。平成14年7月4日 には

EDI推 進 協 議i会総 会 を 開催 し,平 成13年 度

EDI推 進 協 議 会事 業 報告,EDI推 進協 議 会 会

長 ・副 会長 の選任,EDI推 進協 議 会規約 ・活

動 方針 の 変更,平 成14年 度EDI推 進 協議 会事

業 計 画 の4つ の議 案 につ い て審議 頂 き,す べ

て承 認 され ま した。

上記 の事 業 計 画 に基 づ い て,平 成14年6月

21日 に は,第1回 普 及研 修 会 「国 内外 のEDI

最新事 情」 を下記 の内容 で開催 しま した。

「経 済 産業 省 にお け る平 成14年 度 情 報化 施

策 の重点」

古 賀 篤 氏(経 済産 業省 商務情 報政 策局

情報 政策課 企 画1係 長)

「第6回EDI実 態調査 報告」

瀬 楽丈 夫 氏((株)三 菱 総 合研 究 所 ビジ

ネス ソ リュー シ ョン事 業本部 経営 コ ンサ

ル テ ィンググルー プ 研 究員)

「EC市 場規 模 ・実 態調 査 ～電機,自 動 車,

建 設 におけ るBtoBの 動 向」

飯塚 和 幸氏(株)NTTデ ー タ経 営研 究所

シニ ア コンサ ル タン ト)

「情 報 化 投 資 の経 済効 果:EDIに 期 待 す る

もの」

元橋 一 之氏(一 橋 大 学 イ ノベ ー シ ョン研

究 セ ンター助教授/経 済産 業研 究所 計

量分析 デー タ室長)

「企業 間電子商取 引 と下請 関係 諸法 規」

吉 田一雄氏(清 和 大学法学部助 教授)

「identrus電子認証 とエ レノアプロジェク ト」

水谷 伸氏(UFJ銀 行EC業 務部 調査 役)

「XML/EDI及 びebXMLの 導入動 向」

斉 藤 幸則 氏(電 子 商 取 引推 進 協 議 会 主

席研究 員)

さ らに平成14年10月2日 に開催 した第2回 普

及研 修会 は 「企業 間電子 商取引 の新 しい潮流」

と題 して,下 記 の内容 で開催 いた しま した。

「JEITAに おけるコラボレイティブEDIの 開発」

毛利雅 一氏((株)村 田製作所 営業 本 部

営業 企画 グル ー プ 課長)

「化 学業界B2Bの 国際標 準化 動 向」

上 野圭 輔 氏((株)エ ム シー ・ヒュー マ

ンリソース)

「B2B,e-Marketplaceの 動 向」

福 永康 人氏(電 子商取 引推 進協議 会 主

席研 究員)

「E20penの 事 例」

小 副川博 通氏(E20penジ ャパ ン(株)営

業 デ ィレクター)

「Ncnetworkの 事例 」

安 井照 人氏((株)エ ヌ シー ネ ッ トワー

ク 取 締役 副社長)

「FOODSInfoMartの 事例 」

米 多 比 島 治 民((株)イ ン フ ォマ ー ト

専務 取締 役)

3.標 準 企 業 コ ー ド登 録 管 理

電 子 商取 引推 進 セ ンターで は,EDIの 円滑

な実施 に資 す るた め,標 準企 業 コー ドの登録

管理業 務 を行 ってお ります。平 成14年IO月 末

現 在 では,約13,900件 が登録 されてい ます。
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4.日 本PKIフ ォ ー ラ ム

4-1総 会/理 事 会 の 開 催

(1)第1回 理 事会

開催 日:2002年6月4日(火)

場 所:東 京 ガーデ ンパ レス

議 案:2001年 度事業 報告 及 び収 支決算 に

つ い て

新 規会員 の入会承認 について

(2)第1回 総会

開催 日:2002年6月4日(火)

場所:東 京 ガーデ ンパ レス

議案:理 事 及 び幹事 の選任 につ いて

(3)第2回 理事 会

開催 日:2002年6月4日(火)

場 所:東 京 ガー デ ンパ レス

議 案:会 長及 び副会長 の選任 につ いて

4-2企 画 部 会

小 村 元 氏(富 士通)に 企 画部 会長 をお願

い し,以 下の通 り開催 してい ます 。

(1)第1回 企画 部会

開催 日:2002年5月17日(火)

場 所:富 士通 大井 町 ビル

議i案:企 画部 会長 の選 任 につい て

2002年 度 総 会 ・理事 会開催 につ いて

相互運用技術検討部 会の状 況について

相 互認証 実証実験 の状 況 につ い て

ビジ ネス ・ア プ リケー シ ョン検討 部

会の進 め方 につい て

第2回 国際 シンポジウムの推 進 につい て

PKI-J会 員拡 大 につい て

電 子認証 ・署 名利 用パー/ナーシップ(JESAP)

につ いて

(2)第2回 企 画部会

開催 日:2002年6月26日(水)

場 所:大 森ベ ル ポー ト

議 案:企 画部 会長 の選任 につい て

2002年 度総 会 ・理事 会報告

シ ンポ ジウム準 備状況

ビジ ネス ・アプ リケー シ ョン検討

部会報 告

相互運 用技術検 討部 会報告

国際 的相互認 証実証 実験 活動 報告

(3)第3回 企 画部会
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開催 日:2002年7月24日(水)

場 所:大 森ベ ル ポー ト

議 案:ア ジアPKIフ ォー ラム2001年 度 第4

回理事会 ・定期総 会報告

ア ジアPKIフ ォー ラム 第2回 国際

シ ンポジ ウム準備状 況

ビジネス ・ア プ リケー シ ョン検 討

部 会報告

相互 運用技術検 討部 会報告

国 際的相互認 証実証 実験活動 報告

(4)第4回 企 画部会

開催 日:2002年9月6日(金)

場 所:日 本PKIフ ォー ラム 推 進 本 部 会

議 室

議 案:第2回 シ ンポ ジウムにつ いて

ビジネス ・ア プ リケー シ ョン検 討部

会報 告

相 互運用技術検 討部 会報告

国 際的相互認 証実証 実験活動 報告

4-3検 討 部 会

(1)ビ ジネス ・アプ リケ ーシ ョン検討 部会

久保 隆重 氏(日 立 シス テム&サ ー ビス)に

部会長 をお願 い し,以 下 の方針 にて活動 を推

進 中です 。

・PKIビ ジネスモ デ ル(国 内
,ア ジ ア内)の

作 成

国 内 ・ア ジア 圏の典 型 的 なPKIビ ジネス ・

アプ リにつ いて,特 徴 の分 析,課 題 の検 討,

普 及 の た め の 提 言 を,AsiaPKIForum

BusinessCase&ApPlicationWGと 連携 して

行 ってい ます。

・米国
,ヨ ーロ ッパ でのPKI利 用 動 向調査

PKIビ ジ ネス状況 に関す る海外 調査 と して,

ヨー ロ ッパ 及 び米 国の主要企 業 を訪問 しヒ

ア リ ン グ を行 っ て い ます 。 またAPKI.F

BCA-WGの 活動 に参加 し,加 盟各 国 ・地域

のPKIビ ジ ネス の状 況分析 等を行っています。

(2)相 互運用技 術検 討部 会

2001年 度 に引 き続 き手塚 悟氏(日 立 製作

所)に 部会 長 をお願 い し,リ ーガル&ポ リシ

ーWGと 相 互認 証WGを 立 ち上 げ て活動 を推

進 中です。

・リー ガル&ポ リシ一-WG

2001年 度 に行 った 日本,韓 国,シ ンガポ ー

ル の電 子署 名法比 較 につ いて,法 律 の変 更

点 に関す る フ ォロー ア ップ を行 ってい ます。

今 年度 の新 た な取 り組 み と して は,日 本 ・

韓 国 ・シ ンガ ポール ・チ ャイニ ーズ台北 の

法 制度 及 び認 証局 運用 の分析 を行 い,相 互

運 用 に関 す る認 証 局 ま た は認 証 業 務 の認

可 ・認定 の適合 性 ガ イ ドライ ンの比較 検討

を行 う予 定 です 。 また,ア ジアPKIフ ォー

ラムLegalInfrastmctureWGの 活 動 に参 加 し

てお り,現 在 ア ジア各 国 ・地域 の電子 署名

関連 法 制度 比 較 分析,お よび2つ の モ デ ル

ケース に対 す る各 国 ・地域 関連法 制度等 の

対 応 につい て比較分析 を行 って い ます。

・相互認 証WG

2002年 度実 証実験 内容 の検討 を行 う とと も

に,ア ジアPKIフ ォー ラムのInteroperability

WGの(中 国 と の)共 同 議 長 国 と して,

「CA-CA相 互運 用 ガ イ ドラ イ ン」 を作 成 す

べ く,2001年 度 の 日本 ・韓 国 ・シ ンガ ポー

ルで実施 した相 互認 証実証 実験成 果 の レビ

ュー等 を行 ってい ます。

4-4国 際 的 相互 認 証 実証 実験

2001年 度 に日本,韓 国,シ ンガポールの三

カ国で行 ったCA-CA相 互認証実証実験の成果

をもとに2002年 度は,①CA-CA相 互認証実証

実験対象国 ・地域の拡大(チ ャイニーズ台北,
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香 港(中 国))を 行 うと と もに,日 本,韓 国,

シ ンガポ ールが 中心 とな って② 昨年 度の実 証

実 験 で検 出 され た技 術課題 へ の対応(証 明書

パ ス検 証 のテス テ ィ ングお よび イ ンプ リメ ン

テ ー シ ョンガイ ドライ ンの作成)な らびに③

対 象技術 領域 の拡大(ア プ リケ ー シ ョンイ ン

タフ ェー ス)を テーマ に実証 実験 を行 ってい

ます。

4-5ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム 第2回 国

際 シ ン ポ ジ ウ ム の 開 催

「PKIが 広 げ るア ジア地域 の健全 かつ着実 な

電子 政府 と電子 商取引 の発展 と展望」 をテー

マ と して,9月25日 ～26日 の2日 間 に渡 りホテ

ル 日航 東京(東 京 ・台 場)に て ア ジアPKIフ

ォー ラム第2回 国際 シ ンポジ ウム を韓 国PKIフ

ォー ラム との共催 の も と開催 し,国 内外合 わ

せ て約430名 の方 に来場 いた だ きま した。 シ

ンポ ジ ウムで は,PKI分 野 の最 先端 で活躍 さ

れ てい る方 々か ら特別 講演 を戴 いた ほか,ア

ジ アPKIフ ォー ラ ム の 活 動 の成 果 と して 日

本 ・韓 国 ・シ ンガポール で行 った相 互認証 実

証 実験 の成果 報告,ア ジ ア地域 でのPKI普 及

の現 状 と課題 に関す る官民 の方 々の講演,相

互 認証 や モバ イルPKIを テ ーマ と したパ ネル

デ ィス カ ッシ ョン等 の幅広 い プ ログラム を実

施 しま した。 また,内 外 のPKI関 連 の リー デ

ィング カ ンパ ニ ーに よる最新 機器 や アプ リケ

ー シ ョンの展示 ・デモ ンス トレー シ ョンを併

設 し,好 評 を得 ま した。

4-6国 際 連 携 活 動

ア ジアPKIフ ォー ラム事務 局 と して ア ジア

PKIフ ォ一一ラムの加 盟 国 ・地 域 の拡 大 を図 っ

て い ます。2002年 度 は現 在 の とこ ろイ ン ド,

マ カ オ(中 国)及 びldentrus(イ ギ リス)の

新規加盟を得てい ます。

4-7会 員 セ ミナ ー

(1)第1回 セ ミナー

開催 日:2002年5月14日

場 所:大 森 ベル ポー ト

テ ーマ 及 び講 師:2001年 検 討 部会成 果報告 会

(検討 部会長 ・WGリ ー ダ)

(2)第2回 セ ミナー

開催 日:2002年7月29日

場 所:日 立大森 第2別 館

テーマ 及 び講 師:

「政府 認証基 盤(GPKI)の 仕組 み とその現状」

総 務省 行政 管理局行 政情 報 システ ム企 画課

情 報 シス テム管 理室 山本 寛繁氏

「電 子 自治体 の 実現 とそ の役 割 ～公 的個 人認

証 サ ー ビス制度 案 を中心 として ～」

総務省 自治行 政局 自治政策課情報政策 企画官

猿 渡知 之氏

(3)第3回 セ ミナー

開催 日:2002年10月24日

場 所:大 森 ベル ポー ト

テ ーマ 及 び講 師:

「PKI市 場 にお けるユ ーザ動 向の考察」

株 式 会社 ニ ュー コム 取 締役営 業企 画室 エ

グゼ クテ ィブ ・マ ネー ジャー

松 坂 広 氏

「時刻 認証 の動 向(サ ー ビス モ デル とユ ーザ

事例)」

セ イ コー イ ンス ッル メ ンツ株 式 会社eソ

リュー シ ョン ビジ ネスユ ニ ッ ト ソリュー

シ ョンビジネス部部長 島野圭 司氏
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一一先 端 情 報 技 術 研 究 所 一一

情 報 技術 開 発 に関 す る調 査 研 究

ITを活用 した豊かな経済社会を構築す るた

めには,中 長期的な視点か らの情報技術の研

究開発 とともに情報産業の技術 シーズとなる

基礎技術 の研究開発が必要です。

また,IT革 命の進行によって21世 紀の産業

は 「物の生産」か ら 「知的財産の創生」へ と

変貌する新 しい時代 となって きてい ます。

このため,当 協会先端情報技術研究所では,

この ような時代 における情報技術 の研究開発

のあ り方 について検討 を行ってい ます。

(1)IT研 究開発のあ り方

わが国情報産業の発展 をもた らす競争力 を

維持 ・強化 してい くことを目的 として,先 端

情報技術のうち特 にソフ トウェア技術の研究

開発の活性化 に必要 な国の研 究 開発 の仕組

み ・制度及び技術分野 について調査研究 を行

っています。

平成14年 度は,わ が国の研究開発のあ り方

を検討す る上 で最 も解決が急がれ る次の2点

に焦点を当てています。

①米国の連邦政府R&D計 画 おける省庁 間の

役割分担 と連携の仕組み

米国では,先 端科学技術領域の連邦政府の

R&D計 画において,NSF,NASA,DARPAな

どのファンディングでは通常の役割分担 を

超 えて各省庁が連携 してファンデ ィングな

されているように見受けられ ます。米国に

おけるこの ような連携 した研究開発の仕組

みが,ど の ような方針で行 われているのか,

各省庁の固有の役割(ミ ッシ ョン)と の関

係はどの ようなものかについて,ま た省庁

横断的な研究開発の調整機構の役割 につい

て調査することとしてい ます。

② わが 国IT開 発拠 点 の中国投 移転 につい て

近 年,製 造 拠点 の海外 流 出 に加 えて,IT

分野 におい て も優秀 な人材 の確 保 を目的 と

した研 究 開発 拠点 の海外 流 出 も始 ま り,わ

が 国 産業 の空 洞化 が 問題 とな って い ます 。

この理 由 と して,中 国の安 い労働 力 のみ な

らず,優 秀 な ソ フ トウェア技術 者 の確保 等

その理 由が喧伝 されてい ます。

日本 のIT企 業が 製造拠 点 や研 究 開発 拠点

を何故 中国 に移 す のか につい て,ヒ ア リン

グ調査 を行 い,そ の動 機 をさ らに具体 的 に

把 握 して,日 本 のIT産 業空 洞化 を防 ぐため

の必 要 な条件 は何 か につ い て検 討 を進 めて

い ます。

(2)IT研 究 開発 の技術動 向

今 後 の情 報産 業 の戦略 的 な情報 技術 として,

ハ イエ ン ドコ ンピュ ーテ ィ ング技 術 お よび人

間主体 の知 的情 報技術 につ いて,最 近 の研 究

開発 動 向 につ いて調査研 究 を進 め てい ます 。

ま た,米 国 連 邦 政 府 のNCO:National

CoordinationOfficeが ま とめ てい る2003年 度

大 統 領 予 算 教 書 補 足 資 料 で あ る

"Bl
uebook2003":「 ネ ッ トワーキ ング及 び

情報技 術研 究 開発 一一国家,国 土及 び経 済 の安

全保 障 の強 化一」 の 日本 語訳 な ど資料 の整備

を行 って い ます。

この"Bluebook2003"は,複 数 の連邦 政府

機 関が協 力 して ネ ッ トワー キ ング及 び 情報技

術 の先進 的研究 開発 にあた る唯 一 の試 み であ

るNITRD(FederalNetwor㎞gandInformation

Tec㎞ologyResearchandDevelopment)計 画 に

つい て記 述 して い ます 。 また,そ れぞ れのセ

クシ ョンで は,現 状 の 問題点 と主 な研 究課 題

につ い て 説 明 され て お り,参 加 機 関 に よる

2003年 度 の研 究活動 の提 案 内容が掲 載 され て

い ます 。(本 資料 は,米 国NCOの 承 認 を得 て,

－e6-一 一



～

当研 究所 が 日本語訳 を行 い,ホ ームペ ー ジで

公 開 してお ります の で,是 非 参考 に して下 さ

い。http://www .icot.or.jp/)

① ハ イエンドコンピューテ ィング技術研 究動 向

米 国 におけ る政 府支援 の研 究 開発 に関 して,

主 にBluebookを 基 に調査 す る と ともに,こ の

分野 の最近 の研 究 開発動 向 につ いて 「ハ イエ

ン ドコ ンピューテ ィング技術 調査 ワーキ ング

グ ル ー プ」(主 査 山 口 喜 教 筑 波 大 学 電

子 ・情 報工 学系教授)を 設置 し,調 査 研 究 を

行 ってい ます 。

この調査 に関連 して,以 下の とお り米 国 に

調査 員 を派遣 しま した。

【米 国】

〔目 的〕ハ イエ ン ドコ ンピュ ー テ ィ ング技

術 調査

〔期 間 ・調査員 〕

・平 成14年11月17日 ～平成14年11月24日

福 井義成氏(理 化 学 研 究 所 情 報 基 盤研 究

部 情 報環 境 室 プロジェク トリ

ーダー)

・平 成14年11月18日 ～平 成14年11月24日

石 井英志(当 協 会 先 端 情 報 技 術 研 究 所 技

術 調査 部主任研 究員)

〔派遣先 〕SC2002ボ ルチモ ア(米 国)

② 人 間主体 の知 的情報技術研 究動 向

米 国 にお け る政府 支援 の研 究 開発 に関 して,

主 にBluebookを 基 に調査 す る とと もに,こ の

分 野 の最 近 の研 究 開発動 向 を 「人 間主体 の知

的情 報技 術 調査 ワ ーキ ング グルー プ」(主 査

奥 乃 博 京都 大 学大 学 院情 報 学研 究科 教

授)を 設 置 し,調 査研究 を進 めてい ます。

この調査 に関連 して,以 下 の とお り米 国 に

調査 員 を派遣 した。

【米国 ・カナ ダ】

〔目 的〕人 間主体 の知 的情報技術 調査

〔期 間〕平成14年7月20日 ～平成14年8月3日

〔調 査員 〕牧村信 之(当 協 会先 端 情 報 技 術 研

究 所 技 術 調査 部 主 任研

究 員)

〔派 遣先 〕SIGGRAPH:サ ンアントニ オ(米 国)

AAAI(AmericanAssociationfor

ArtificialIntelligence):エ

ドモ ン トン(カ ナ ダ)

【フラ ンス】

〔目 的〕 人 間主体 の知 的情報技術 調査

〔期 間〕平 成14年9月1日 ～8日

〔調査 員〕加 藤俊一氏(中 央 大 学 理 工 学 部 経

営 システム工学科 教授)

〔派 遣先〕DEXA2002(IntemationalConferen

ceonDatabaseandExpertSystems

Applications)エ ク サ ン プ ロバ ンス

(フ ラ ンス)

な お,本 事 業 は,日 本 自転 車 振 興 会 の 補 助

金 を受 け て実 施 して お ります 。
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当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OO")

機械振興会館内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ部

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431--4324

URLhttp://www.jipdec.jp/

(コ ン ピュ ー タ緊 急 対 応 セ ン タ ー 事務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URLhttp://www.jpcert.or.jp/

(プ ラ イバ シー マ ー ク事 務 局)

本 部 情 報 セ キ ュ リテ ィ対 策 室 内

TEL(03)3432-9387

(ISMS制 度 推 進 室)

TEL(03)3432-9386

FAX(03)3432-6200

URLhttp:〃isms.jipdec.or.jp/

(ISMS審 査 員 評 価 登 録 室)

TEL(03)3432-9380

FAX(03)3432-9389

URLhttp:〃www.jipdec.jp/chosa/isms/

付属機関

情 報処 理 技 術 者 試 験 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 虎 ノ門1-16-4(〒105-0001)

ア ー バ ン 虎 ノ門 ビ ル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3594-0428

URLhttp:〃www.jitec.jp/

電 子 商 取 引 推 進 セ ン タ ー

港 区 芝 公 園3-5-8(〒105-OO")

機 械 振 興 会 館 内TEL(03)3436-7500(代 表)

FAX(03)3436-7570

URLhttp://www.ecom.jp/ecpc/

(電子 商 取 引 推 進 協 議 会 事 務 局)

電 子 商 取 引 推 進 セ ン タ ー内

URLhttp:〃www.ecom.jp/

(EDI推 進 協 議 会 事 務 局)

電 子 商 取 引 推 進 セ ン タ ー内

TEL(03)3436-7516

FAX(03)3436-7570

URLhttp://www.ecom.jp/jedic/index.htm

先 端 情 報 技 術 研 究 所

東 京 都 港 区 芝2-3-3(〒105-OO14)

芝東京海上 ビルデ ィング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:〃vvww.icot.or.jp/
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当協会の竈摂
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● 経済産 業省商務情報政策局 より

●IT投 資促進税制 の概専

● 当協 会 より
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